
告 示 (第1719号－第1741号)

○開発行為に関する工事の完了 (都市計画課) １

○開発行為に関する工事の完了 (都市計画課) ２

○町の字の区域の変更 (市町村支援課) ２

○町の字の区域の変更 (市町村支援課) ２

○生活保護法に基づく介護機関の指定 (保護・援護課) ２

○生活保護法に基づく指定介護機関の名称及び所在地の変更

(保護・援護課) ３

○生活保護法に基づく指定介護機関の廃止 (保護・援護課) ４

○開発行為に関する工事の完了 (都市計画課) ４

○生活保護法に基づく医療機関の指定 (保護・援護課) ４

○生活保護法に基づく指定医療機関の廃止 (保護・援護課) ５

○生活保護法に基づく指定を受けた施術者の廃止 (保護・援護課) ５

○生活保護法に基づく医療機関の指定 (保護・援護課) ５

○生活保護法に基づく指定医療機関の廃止 (保護・援護課) ５

○生活保護法に基づく指定医療機関の所在地の変更 (保護・援護課) ６

○生活保護法に基づく施術者の指定 (保護・援護課) ６

○生活保護法に基づく指定を受けた施術者の廃止 (保護・援護課) ６

○特定非営利活動法人設立の認証申請 (社会活動推進課) ７

○特定非営利活動法人設立の認証申請 (社会活動推進課) ７

○開発行為に関する工事の完了 (都市計画課) ７

○開発行為に関する工事の完了 (都市計画課) ８

○開発行為に関する工事の完了 (都市計画課) ８

○道路の供用の開始 (道路維持課) ８

○保安林指定施業要件の変更予定森林の所在場所等 (森林保全課) ８

公 告

○一般競争入札の実施 (警察本部会計課) ９

○意見募集の結果の公示 (自然環境課) 11

○第37回採石業務管理者試験の合格者の発表 (工業保安課) 11

選挙管理委員会

○福岡県議会議員補欠選挙を行うべき事由の発生 (市町村支援課) 11

○福岡県議会議員補欠選挙の執行に係る選挙人名簿の登録

(市町村支援課) 11

監 査 委 員

○監査結果の公表 (監査委員事務局総務課) 12

○監査結果の報告に係る措置の公表 (監査委員事務局総務課) 38

公安委員会

○福岡県行政手続条例に基づく意見募集 (警察本部交通企画課) 50

正 誤

○道路の区域の変更 (平成19年３月福岡県告示第456号) 中正誤 50

福岡県告示第1719号

次の開発行為に関する工事が完了したので､ 都市計画法 (昭和43年法律第100号) 第

36条第３項の規定により公告する｡

平成20年10月24日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 開発区域に含まれる地域の名称

筑紫野市大字古賀293－３から293－５まで､ 295－３､ 296－１､ 296－４から296－６

まで､ 300－４､ 322－１､ 322－４､ 325－１､ 325－２､ 325－５､ 325－６､ 326－１

､ 327､ 329－１､ 329－３から329－12まで､ 335－１から335－12まで､ 338－１から

……………

……………

……………

……………

……………

……………

……………

……………

……………

……………

……………

……………

……………

……………

……………

……………

……………

……………

……………

……………

……………

……………

……………

……………

……………

……………

……………

……………

……………

……………

……………

…………………………

�

�

�

�

�

�
�
�

�

�

�

�

�

�

�
�

目 次

告 示

����������	


 � � � 
 �

�
�
�
�
�
	



�
�
�


�

�
�
�
�
�
�
�



338－４まで､ 344－１､ 344－２､ 346－１､ 346－２､ 352－１から352－４まで､ 355

－１から355－５まで､ 356､ 363－１､ 363－３､ 363－４､ 364－１､ 364－２､ 368－

１､ 370－４､ 374－10､ 554－１､ 564－１､ 571－４､ 571－５､ 582－４､ 582－５､

584－２､ 584－３､ 585－２､ 585－３､ 586－２から586－４まで､ 587－１､ 587－２

､ 588－１､ 588－２､ 589､ 590－１から590－３まで､ 591－１から591－21まで､ 594

－１から594－３まで､ 595－２から595－４まで､ 597－２から597－15まで､ 598－３

､ 601－４､ 604､ 617－１､ 617－２､ 618－１､ 618－２､ 627､ 631､ 634－７から634

－９まで､ 641､ 643－１から643－12まで､ 644､ 650－４から650－７まで､ 654－２､

908－６､ 908－８､ 908－12から908－15まで､ 943､ 945－１､ 945－２､ 950､ 954､

963､ 971－１､ 975－１から975－４まで､ 977－１から977－３まで､ 978､ 980－１､

980－２､ 981－１､ 981－２､ 983－１､ 983－２､ 984､ 985､ 993－１､ 993－２､ 1000－

１､ 1000－２､ 1001－１及び1001－２

２ 開発許可を受けた者の所在地､ 名称及び代表者氏名

東京都中央区京橋２丁目４－12

株式会社コマーシャルアールイー 代表取締役 甲斐田 啓二

福岡県告示第1720号

次の開発行為に関する工事が完了したので､ 都市計画法 (昭和43年法律第100号) 第

36条第３項の規定により公告する｡

平成20年10月24日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 開発区域に含まれる地域の名称

柳川市三橋町高畑字中新町分307－１から307－６まで

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

柳川市三橋町高畑297番地１

山田 隆文

福岡県告示第1721号

地方自治法 (昭和22年法律第67号) 第260条第１項の規定により､ みやこ町長からみ

やこ町の字の区域を次のように変更する旨の届出があった｡

上記処分は､ 告示の日から効力を生ずるものとする｡

平成20年10月24日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 次の区域を犀川下伊良原字古賀に編入する｡

２ 次の区域を犀川下伊良原字室屋に編入する｡

福岡県告示第1722号

地方自治法 (昭和22年法律第67号) 第260条第１項の規定により､ みやこ町長からみ

やこ町の字の区域を次のように変更する旨の届出があった｡

上記処分は､ 告示の日から効力を生ずるものとする｡

平成20年10月24日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 次の区域を犀川上伊良原字寺ノ脇に編入する｡

福岡県告示第1723号

生活保護法 (昭和25年法律第144号) 第54条の２第１項 (中国残留邦人等の円滑な帰
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� 町 字 地 番

犀川下伊
良原

室 屋 1925の９

町 字 地 番

犀川下伊
良原

古 賀 1925の７

町 字 地 番

犀川上伊
良原

貴 舟 125の２､ 125の３

原 219､ 268の３

榎 173の３､ 187の４

ホ キ 270の２

�



国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律 (平成６年法律第30号｡ 以下 ｢法｣

という｡ ) 第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む｡) の規定に基

づき､ 介護機関の指定をしたので､ 生活保護法第55条の２ (法第14条第４項においてそ

の例によるものとされた場合を含む｡ ) の規定により次のように告示する｡

平成20年10月24日

福岡県知事 麻 生 渡

福岡県告示第1724号

生活保護法 (昭和25年法律第144号) 第54条の２第４項において準用する同法第50条

の２ (中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律 (

平成６年法律第30号｡ 以下 ｢法｣ という｡ ) 第14条第４項においてその例によるものと
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指定番号 名 称 所 在 地 指定年月日 サービス項目

筑紫地支３
那珂川町地域包括
支援センター

筑紫郡那珂川町西隈１丁目
１－１

20・８・１ 予支援

朝介歯５
ハートスマイル歯
科

朝倉郡筑前町東小田448－
２

20・５・１ 居管・予居管

直介薬78 平成堂薬局新入店 直方市大字下新入624－１ 20・９・12 居管・予居管

飯介薬144 あおぞら薬局
飯塚市柏の森字福本946－
８

20・10・１ 居管・予居管

京介薬64 勝山ひびき薬局
京都郡みやこ町勝山箕田字
山ノ下319－２

20・10・１ 居管・予居管

中生介老２
介護老人保健施設
ガーデンヒルズ

中間市扇ヶ浦１丁目14－１ 20・10・１ 通リ・予通リ

田川居241
あい愛田川訪問看
護ステーション

田川郡川崎町大字池尻993
－１

20・10・１ 訪看・予訪看

直居84
グリーンコープデ
イサービスセンタ
ー直方

直方市大字感田169－10 20・９・24 通介・予通介

直居85
デイサービスハロ
ー福智亭

直方市大字上頓野1961 20・10・１ 通介・予通介

田支56 未来ケアプラン
田川市大字川宮1656－６Ｏ
Ａビル106

20・10・１ 居支

嘉麻居79
ヘルパーステーシ
ョン虹の華

嘉麻市漆生2319 20・７・１ 訪介・予訪介

行居67
ねむの木介護サー
ビス

行橋市東大橋６丁目７－５ 20・９・１ 訪介・予訪介

行居68
訪問介護センター
泉の里

行橋市南泉３丁目916－13 20・10・１ 訪介・予訪介

行居69
デイサービスセン
ター泉の里

行橋市南泉３丁目916－13 20・10・１ 通介・予通介

筑紫居47
ウィズ・ユー介護
サービス合同会社

筑紫野市むさしヶ丘３丁目
12－13

20・８・１ 訪介・予訪介

大野居44
大野城東デイサー
ビスセンター

大野城市川久保２丁目８－
１

20・９・１ 通介・予通介

像居51
緑風園訪問介護サ
ービス

宗像市武丸1066 20・９・１ 訪介・予訪介

粕居71
陽だまりデイサー
ビス

糟屋郡志免町片峰中央３丁
目18－８

20・９・１ 通介・予通介

粕居72 陽だまり訪問介護
糟屋郡志免町片峰中央３丁
目18－８

20・９・１ 訪介・予訪介

粕支20
陽だまりケアプラ
ンセンター

糟屋郡志免町片峰中央３丁
目18－８

20・９・１ 居支

粕居73
デイサービス憩い
の森

糟屋郡須惠町大字上須惠
1185－５

20・９・１ 通介・予通介

糸島居５
デイサービスゆた
んぽ

糸島郡志摩町大字師吉140
－10

20・10・１ 通介・予通介

み支22
青空ケアプランサ
ービス

みやま市高田町南新開190
－１

20・10・３ 居支

田川居242
ヘルパーステーシ
ョンひかり

田川郡川崎町大字川崎1864
－３

20・10・１ 訪介・予訪介

柳居46 こらぽっと 柳川市矢留本町216－１ 20・５・１ 小居・予小居

小居10
青寿苑デイサービ
スセンター

小郡市井上531 20・４・１ 通介・予通介

�



された場合を含む｡ ) の規定に基づき､ 指定介護機関から名称及び所在地の変更の届出

があったので､ 生活保護法第55条の２ (法第14条第４項においてその例によるものとさ

れた場合を含む｡ ) の規定により次のように告示する｡

平成20年10月24日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 名称の変更

２ 所在地の変更

福岡県告示第1725号

生活保護法 (昭和25年法律第144号) 第54条の２第４項において準用する同法第50条

の２ (中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律 (

平成６年法律第30号｡ 以下 ｢法｣ という｡ ) 第14条第４項においてその例によるものと

された場合を含む｡ ) の規定に基づき､ 指定介護機関から廃止の届出があったので､ 生

活保護法第55条の２ (法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む｡

) の規定により次のように告示する｡

平成20年10月24日

福岡県知事 麻 生 渡

廃止

福岡県告示第1726号

次の開発行為に関する工事が完了したので､ 都市計画法 (昭和43年法律第100号) 第

36条第３項の規定により公告する｡

平成20年10月24日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 開発区域に含まれる地域の名称

糟屋郡新宮町大字的野字吉原610－１､ 613－１､ 614－１､ 615－１､ 616－１､ 617

－１､ 617－４､ 618－１､ 621－１､ 622－１､ 622－２､ 622－５､ 623－１､ 623－２

､ 624－１､ 624－４､ 624－５､ 624－６､ 624－７及び624－８

２ 開発許可を受けた者の所在地､ 名称及び代表者氏名

福岡市中央区大手門３丁目14番19号

株式会社メディア・プライス 代表取締役 木下 弘嗣

福岡県告示第1727号

生活保護法 (昭和25年法律第144号) 第49条の規定に基づき､ 医療機関の指定をした

ので､ 同法第55条の２の規定により次のように告示する｡

平成20年10月24日
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指定番号 旧 名 称 新 名 称 所 在 地 変更年月日

大居83
松下電工エイジフ
リー介護チェーン
大牟田

パナソニックエイ
ジフリー介護チェ
ーン大牟田

大牟田市大正町４丁目
３－５ 西鉄コーポ
１Ｆ101号

20・10・１

宰居19
松下電工エイジフ
リー介護チェーン
福岡筑紫野

パナソニックエイ
ジフリー介護チェ
ーン福岡筑紫野

太宰府市朱雀６丁目１
－20

20・10・１

指定番号 名 称 旧所在地 新所在地 変更年月日

朝倉支11
ニーズケアプ
ランサービス

朝倉市甘木1486－２ 朝倉市菩提寺432－８ 20・９・22

行居62
アップルハー
トゆくはしケ
アセンター

行橋市宮市町５－４
行橋市大字道場寺1620
－１

20・10・１

大野支20
大野城そうわ
ケアプランサ
ービス

大野城市大城２丁目10
－18プリエール101号

大野城市川久保２丁目
８－１

20・９・１

福津居14
特定非営利活
動法人福間町
ゆーあいの会

福津市中央１丁目４－
１

福津市中央６丁目11－
12

18・３・10

田川居
103

訪問介護スマ
イル

田川郡川崎町大字川崎
1768－２

田川郡川崎町大字川崎
4471

20・８・11

指定番号 名 称 所 在 地 廃止年月日

朝介歯75 ハートスマイル歯科 朝倉郡筑前町東小田448－２ 20・４・30

�



福岡県知事 麻 生 渡

福岡県告示第1728号

生活保護法 (昭和25年法律第144号) 第50条の２の規定に基づき､ 指定医療機関から

廃止の届出があったので､ 生活保護法第55条の２の規定により次のように告示する｡

平成20年10月24日

福岡県知事 麻 生 渡

廃止

福岡県告示第1729号

生活保護法 (昭和25年法律第144号) 第55条において準用する同法第50条の２の規定

に基づき, 指定を受けた施術者から廃止の届出があったので, 同法第55条の２の規定に

より次のように告示する｡

平成20年10月24日

福岡県知事 麻 生 渡

廃止

福岡県告示第1730号

生活保護法 (昭和25年法律第144号) 第49条 (中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及

び永住帰国後の自立の支援に関する法律 (平成６年法律第30号｡ 以下 ｢法｣ という｡ )

第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む｡ ) の規定に基づき､ 医療

機関の指定をしたので､ 生活保護法第55条の２ (法第14条第４項においてその例による

ものとされた場合を含む｡ ) の規定により次のように告示する｡

平成20年10月24日

福岡県知事 麻 生 渡

福岡県告示第1731号

生活保護法 (昭和25年法律第144号) 第50条の２ (中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律 (平成６年法律第30号｡ 以下 ｢法｣ という

｡ ) 第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む｡ ) の規定に基づき､
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指定番号 名 称 所 在 地 指定年月日

春生140
医療法人 七雄会 ひら
の耳鼻咽喉科クリニック

春日市惣利１丁目82－２ 13・12・１

指定番号 名 称 所 在 地 廃止年月日

春生102
ひらの耳鼻咽喉科クリニ
ック

春日市惣利１丁目82－２ 13・11・30

指定番号 氏名又は名称 住所又は所在地 廃止年月日

行生柔６ 京都整骨院 行橋市南大橋４丁目２－40 20・３・31

行生柔９ さわやか整骨院 行橋市行事４丁目20－60 20・３・31

指定番号 名 称 所 在 地 指定年月日

像生130
医療法人財団池友会 玄
海ヘリクリニック

宗像市江口465 20・10・１

古生53 あさの内科クリニック 古賀市千鳥２丁目21－４ 20・10・１

宰生79 ながえクリニック 太宰府市国分２丁目１－６ 20・10・１

飯生305 そばしま内科循環器科 飯塚市新飯塚21－21 20・10・１

小生歯45 いわさき歯科 小郡市力武255－12 20・９・１

朝生歯５ ハートスマイル歯科 朝倉郡筑前町東小田448－２ 20・５・１

古生薬23 すずらん薬局 千鳥店 古賀市千鳥２丁目21番２－３号 20・10・１

宰生薬39 野間薬局国分店 太宰府市国分２丁目１－７ 20・10・１

春生薬46 さくらんぼ薬局 春日市千歳町１丁目28 20・９・１

大川生薬22 向島薬局 大川市大字向島1576－２ 20・７・１

直生薬80 たもん薬局 直方市津田町11－21 20・10・１

飯生薬144 あおぞら薬局 飯塚市柏の森字福本946－８ 20・10・１

飯生薬145 三気堂薬局 新飯塚店 飯塚市新飯塚21－20 20・10・１

京生薬64 勝山ひびき薬局
京都郡みやこ町勝山箕田字山ノ
下319番２

20・10・１

�



指定医療機関から廃止の届出があったので､ 生活保護法第55条の２ (法第14条第４項に

おいてその例によるものとされた場合を含む｡ ) の規定により次のように告示する｡

平成20年10月24日

福岡県知事 麻 生 渡

廃止

福岡県告示第1732号

生活保護法 (昭和25年法律第144号) 第50条の２ (中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律 (平成６年法律第30号｡ 以下 ｢法｣ という

｡ ) 第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む｡ ) の規定に基づき､

指定医療機関から所在地の変更の届出があったので､ 生活保護法第55条の２ (法第14条

第４項においてその例によるものとされた場合を含む｡ ) の規定により次のように告示

する｡

平成20年10月24日

福岡県知事 麻 生 渡

所在地の変更

福岡県告示第1733号

生活保護法 (昭和25年法律第144号) 第55条において準用する同法第49条 (中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律 (平成６年法律第

30号｡ 以下 ｢法｣ という｡ ) 第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含

む｡ ) の規定に基づき, 施術者の指定をしたので, 生活保護法第55条の２ (法第14条第

４項においてその例によるものとされた場合を含む｡ ) の規定により次のように告示す

る｡

平成20年10月24日

福岡県知事 麻 生 渡

福岡県告示第1734号
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�
� 指定番号 名 称 所 在 地 廃止年月日

八女生49 牛島医院 八女市本村344－１ 20・９・19

粕生歯20
ハートフルデンタルクリ
ニック

糟屋郡粕屋町大字酒殿字老ノ木
192－１

20・９・30

小生歯43 いわさき歯科 小郡市力武255－12 20・８・31

両生歯75 ハートスマイル歯科 朝倉郡筑前町東小田448－２ 20・４・30

大川生薬14 有限会社向島薬局 大川市大字向島1576－２ 20・５・31

行生薬31
有限会社ひまわり薬局行
橋店

行橋市中央２丁目７－20 20・９・１

指定番号 名 称 旧所在地 新所在地 変更年月日

粕生薬89 りんご薬局
糟屋郡須惠町大字須惠
779－２

糟屋郡須惠町大字須惠
1185番地５

20・９・１

朝倉生薬
８

七日町調剤薬
局

朝倉市甘木873－４ 朝倉市甘木869－１ 20・９・１

指定番号 氏名又は名称 住所又は所在地 指定年月日

直生マ11
田中義信 (訪問マッサー
ジ心)

直方市古町11－25 20・10・１

筑紫生マ12
立石 正 (うぐいす治療
院)

筑紫野市二日市北４丁目17－５
サンラーク二日市116号

20・10・１

筑紫生マ13
野田より子 (うぐいす治
療院)

筑紫野市二日市北４丁目17－５
サンラーク二日市116号

20・10・１

筑紫生マ14
柿山義治 (うぐいす治療
院)

筑紫野市二日市北４丁目17－５
サンラーク二日市116号

20・10・１

筑紫生マ15
小林朋子 (うぐいす治療
院)

筑紫野市二日市北４丁目17－５
サンラーク二日市116号

20・10・１

筑紫生マ16
野田政司 (うぐいす治療
院)

筑紫野市二日市北４丁目17－５
サンラーク二日市116号

20・10・１

行生柔16 高塚 彰 (京都整骨院) 行橋市南大橋４丁目２番40号 20・４・１

前生柔21
井上武範 (加布里整骨院
)

前原市大字神在1373－８ 20・６・１

�



生活保護法 (昭和25年法律第144号) 第55条において準用する同法第50条の２ (中国

残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律 (平成６年法

律第30号｡ 以下 ｢法｣ という｡ ) 第14条第４項においてその例によるものとされた場合

を含む｡ ) の規定に基づき, 指定を受けた施術者から廃止の届出があったので, 生活保

護法第55条の２ (法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む｡ ) の

規定により次のように告示する｡

平成20年10月24日

福岡県知事 麻 生 渡

廃止

福岡県告示第1735号

特定非営利活動促進法 (平成10年法律第７号) 第10条第１項の規定に基づき､ 特定非

営利活動法人設立の認証申請があったので､ 同条第２項の規定により次のとおり公告す

る｡

平成20年10月24日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 申請のあった年月日

平成20年10月７日

２ 申請に係る特定非営利活動法人

� 名称

特定非営利活動法人 クリーンネット飯塚協議会

� 代表者の氏名

黒河 幸彦

� 主たる事務所の所在地

福岡県飯塚市吉北118－２ 飯塚市クリーンセンター内

� 定款に記載された目的

この法人は､ 障がい者に対して､ 社会的､ 文化的､ その他あらゆる分野の活動に

参加する機会が与えられ､ 就労的自立に関する事業を行い､ 作業することで働く喜

びと社会貢献の誇りを享受できるよう寄与し､ 障がい者の就労の場を確保すること

を目的とする｡

福岡県告示第1736号

特定非営利活動促進法 (平成10年法律第７号) 第10条第１項の規定に基づき､ 特定非

営利活動法人設立の認証申請があったので､ 同条第２項の規定により次のとおり公告す

る｡

平成20年10月24日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 申請のあった年月日

平成20年10月７日

２ 申請に係る特定非営利活動法人

� 名称

ＮＰＯ法人こうの巣

� 代表者の氏名

白石 千津子

� 主たる事務所の所在地

福岡県鞍手郡小竹町大字御徳1964番地

� 定款に記載された目的

この法人は､ 障害者等に対して､ 障害者自立支援法に基づく地域生活支援事業に

関する事業を行うことで､ 障害者の働く権利の保障及び自立訓練の技術取得の場を

提供し､ 障害者の社会的地位の向上に寄与することを目的とする｡

福岡県告示第1737号

次の開発行為に関する工事が完了したので､ 都市計画法 (昭和43年法律第100号) 第

�

�

�

�

�

�
�
�

�

�

�

�

�

�

�
�

�
	




�
�

指定番号 氏名又は名称 住所又は所在地 廃止年月日

直生マ10
山口隆秀 (訪問マッサー
ジ心)

直方市古町11－25 20・10・１

前生柔３ 加布里整骨院 前原市大字神在1178－２ 20・５・31

�



36条第３項の規定により公告する｡

平成20年10月24日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 開発区域に含まれる地域の名称

筑紫野市上古賀４丁目27－１､ 27－３から27－６まで､ 28－１､ 28－３及び31－７

から31－10まで

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

筑紫野市上古賀４丁目15番５号

佐伯 政隆

福岡県告示第1738号

次の開発行為に関する工事が完了したので､ 都市計画法 (昭和43年法律第100号) 第

36条第３項の規定により公告する｡

平成20年10月24日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 開発区域に含まれる地域の名称

小郡市大崎字後原742－90から742－92まで

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

小郡市大崎742番地８

渡邊 千穂子

福岡県告示第1739号

次の開発行為に関する工事が完了したので､ 都市計画法 (昭和43年法律第100号) 第

36条第３項の規定により公告する｡

平成20年10月24日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 開発区域に含まれる地域の名称

直方市大字下境字宮床3020､ 3020－２､ 3021－１､ 3021－２､ 3022及び3022－２

２ 開発許可を受けた者の所在地､ 名称及び代表者氏名

直方市大字下境2400番地

株式会社もち吉 代表取締役 森田 長吉

福岡県告示第1740号

道路法 (昭和27年法律第180号) 第18条第２項の規定に基づき､ 次の道路の供用を平

成20年10月24日から開始する｡

その関係図面は､ この告示の日から２週間､ 関係土木事務所において一般の縦覧に供

する｡

平成20年10月24日

福岡県知事 麻 生 渡

福岡県告示第1741号

森林法 (昭和26年法律第249号) 第33条の２第１項の規定に基づき､ 保安林の指定施

業要件の変更をする予定であるので､ 同法第33条の３において準用する同法第30条の２

の規定により次のように告示する｡

平成20年10月24日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所と指定の目的

次に掲げる告示で定めるところによる｡

昭和63年６月20日農林水産省告示第844号

２ 変更に係る指定施業要件

� 立木の伐採の方法 変更しない｡

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法及び樹種は､ 次のとおりとする｡

( ｢次のとおり｣ は､ 省略し､ その関係書類を農林水産部森林保全課及び豊前市役所

�

�

�

�

�

�
�
�

�

�

�

�

�

�

�
�

�
	




�
�

土木事
務所名

路 線 名 供 用 開 始 の 区 間

福 岡
福 岡

線
篠 栗

糟屋郡粕屋町大字仲原2518番１先から
同郡同町大字仲原2528番12先まで

�



に備え置いて縦覧に供する｡ )

公告

福岡県が発注する物品の調達について､ 次のとおり一般競争入札に付します｡

平成20年10月24日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 調達内容

� 調達物品の名称及び数量

交通事故防止用反射材付き ｢反射本｣ 30,000冊

� 調達物品の特質等

入札説明書による｡

� 納入期限

契約締結日から平成20年12月12日 (金) までの間

� 納入場所

福岡県警察本部交通企画課及び契約担当者が指定する場所

２ 入札参加資格 (地方自治法施行令 (昭和22年政令第16号) 第167条の５第１項の規

定に基づき定める入札参加資格をいう｡ 以下同じ｡ )

｢福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ､ 不用品の売り払いその他の契約

の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格 (平成19年３月福岡県告

示第711号) ｣ に定める資格を得ている者 (競争入札参加資格者名簿 (物品) 登載者)

３ 入札参加条件 (地方自治法施行令第167条の５の２の規定に基づき定める入札参加

資格をいう｡ 以下同じ｡ )

平成20年11月７日現在において､ 次の条件を満たすこと｡

� ２の入札参加資格を有する者のうち､ 次の等級に格付されている者

� 当該物品を迅速かつ確実に納品できると認められる者

� 納入する物品に係るアフターサービスを納入先の求めに応じて速やかに提供でき

ること｡

� 会社更生法 (平成14年法律第154号) に基づく更生手続開始の申立て又は民事再

生法 (平成11年法律第225号) に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者

� 福岡県物品購入等に係る物品業者の指名停止等措置要綱 (平成14年２月22日13管

達第66号総務部長依命通達) に基づく指名停止 (以下 ｢指名停止｣ という｡ ) 期間

中でない者

� 下記のいずれかの条件を満たす者

ア 福岡県内に本店を有する事業者であること｡

イ 福岡県内に支店又は営業所等を有し､ かつ中小企業であること｡

４ 当該調達契約に関する事務を担当する部局の名称

福岡県警察本部総務部会計課

〒812－8576 福岡市博多区東公園７番７号

電話番号 092－641－4141 内線2233

５ 入札参加申請書の提出

� 入札に参加しようとする者は､ ｢入札参加申請書｣ を提出すること｡

� 提出場所

４の部局とする｡

� 提出期間

平成20年10月24日 (金) から平成20年11月４日 (火) までの県の休日を除く毎日

､ 午前９時00分から午後６時00分まで

� 提出方法

直接または郵便 (書留郵便に限る｡ 提出期間内必着) で行う｡

６ 入札参加の確認結果の通知

５の入札参加申請書を提出した者については､ ｢入札参加確認通知書｣ により入札

参加の可否について通知を行うものとする｡

７ 契約条項を示す場所

４の部局とする｡
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公 告

大 分 類 中 分 類 業 種 名 等 級

11 01 繊維 ＡＡ､ Ａ､ Ｂ

12 06 その他 ＡＡ､ Ａ､ Ｂ

�



８ 入札説明書の交付

� 期間等

平成20年10月24日 (金) から平成20年11月４日 (火) までの県の休日を除く毎日

､ 午前９時00分から午後６時00分まで

� 場所

４の部局とする｡

９ 入札書及び契約の手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

10 入札書の提出場所及び受領期限

� 提出場所

４の部局とする｡

� 受領期限

平成20年11月７日 (金) 午後６時00分

� 提出方法

直接 (ただし､ 県の休日には受領しない｡ ) 又は郵便 (書留郵便に限る｡ 受領期

限内必着) で行う｡

11 開札の場所及び日時

� 場所

福岡県警察本部入札室 (地下１階)

� 日時

平成20年11月10日 (月) 午前10時00分

12 落札者がない場合の措置

開札をした場合において落札者がないときは､ 地方自治法施行令第167条の８第３

項の規定により再度の入札を行う｡ この場合において､ 再度の入札は､ 入札者又はそ

の代理人のすべてが立ち会っている場合にあっては直ちにその場で､ 郵送入札を含む

場合にあっては別に定める日時及び場所において行う｡

13 入札保証金及び契約保証金

� 入札保証金

見積金額 (消費税及び地方消費税５％を含む) の100分の５以上の入札保証金又

はこれに代わる担保を納付又は提供すること｡ ただし､ 次の場合は入札保証金の納

付が免除される｡

ア 県を被保険者とする入札保証保険契約 (見積金額 (消費税及び地方消費税５％

を含む) の100分の５以上を保険金額とするもの) を締結し､ その証書を提出す

る場合

イ 過去２年の間に､ 本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国 (独立行政法人

等を含む｡ ) との同種・同規模の契約を履行 (２件) したことを証明する書面を

提出する場合

� 契約保証金

契約金額の100分の10以上の契約保証金又はこれに代わる担保を納付又は提供す

ること｡

ただし､ 次の場合は契約保証金の納付が免除される｡

ア 県を被保険者とする履行保証保険契約 (契約金額の100分の10以上を保険金額

とするもの) を締結し､ その証書を提出する場合

イ 過去２年の間に､ 本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国 (独立行政法人

等を含む｡ ) との同種・同規模の契約を履行 (２件) したことを証明する書面を

提出する場合

14 入札の無効

次の入札は無効とする｡

なお､ 12により再度の入札を行う場合において､ 当該無効入札をした者は､ これに

加わることができない｡

� 金額の記載がない入札

� 法令又は入札に関する条件に違反している入札

� 同一入札者が二以上の入札をした場合､ 当該入札者のすべての入札

� 所定の場所及び日時に到達しない入札

� 入札者又はその代理人の記名押印がなく､ 入札者が判明できない入札

� 入札保証金が13の�に規定する金額に達しない入札

� 金額の重複記載又は誤字若しくは脱字により､ 必要事項を確認できない入札

� 入札参加資格のない者､ 入札参加条件を満たさない者 (開札時点において指名停

�

�

�

�

�

�
�
�

�

�

�

�

�

�

�
�

�
	




�
�

��



止期間中である者等入札参加条件に反した者を含む｡ ) 及び虚偽の申請を行った者

がした入札

15 落札者の決定方法

� 予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する｡

� 落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは､ 直ちに当該入札者に

くじを引かせ､ 落札者を決定するものとする｡ この場合において､ 当該入札者のう

ち開札に立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは､ これに代えて当該入

札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする｡

16 その他

� 契約書の作成を要する｡

� 入札に参加する者は､ 参加に当たって知り得た個人情報､ 事業者の情報その他県

の情報 (公知の事実を除く｡ ) を漏らしてはならない｡

� その他詳細は入札説明書による｡

公告

温泉法に基づく ｢不利益処分｣ に係る処分基準の一部改正について､ 平成20年８月22

日から平成20年９月20日までの間､ 御意見を募集しました｡

その結果､ 提出された御意見はありませんでしたので､ 原案のとおり平成20年10月１

日に改正しました｡

平成20年10月24日

福岡県知事 麻 生 渡

問い合わせ先

環境部自然環境課環境影響審査係

電話：092－643－3368

メールアドレス：shizen@pref.fukuoka.lg.jp

公告
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福岡県選挙管理委員会告示第104号

平成20年10月15日､ 福岡県議会議員補欠選挙 (八女市選挙区) を行うべき事由が生じ

たので､ 公職選挙法 (昭和25年法律第100号) 第143条第19項第６号及び同法第199条の

５第４項第６号の規定により告示する｡

平成20年10月24日

福岡県選挙管理委員会委員長 田 辺 俊 明

福岡県選挙管理委員会告示第105号

福岡県議会議員補欠選挙 (八女市選挙区) が近く執行される予定であるため､ 公職選

挙法 (昭和25年法律第100号) 第22条第２項の規定に基づく選挙人名簿の登録につき､

その要項を次のとおり定めたので､ 公職選挙法施行令 (昭和25年政令第89号) 第14条第

２項の規定により告示する｡

平成20年10月24日

福岡県選挙管理委員会委員長 田 辺 俊 明

１ 登録の基準日 平成20年11月６日

ただし､ 選挙人名簿登録資格者の年齢については､ 平成20年11月

16日をもって算定するものとする｡

２ 登 録 日 平成20年11月６日
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17 22 23 29 32 33

40 42 43 44 48 49

52

選挙管理委員会
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３ 縦 覧 期 間 平成20年11月７日の１日間

監査公表第12号

平成20年８月18日付けで提出された福岡県職員措置請求については､ 地方自治法 (昭

和22年法律第67号) 第242条第４項の規定に基づき監査を実施したので､ その結果を次

のとおり公表する｡

平成20年10月24日

福岡県監査委員 工 藤 壽 文

同 進 谷 庸 助

同 伊 藤 龍 峰

同 野 田 栄 市�
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住
民
監
査
請
求
に
係
る
監
査
結
果
報
告

平
成
20
年
10
月
14
日

第
１

監
査
の
請
求

１
請
求
人
及
び
請
求
書
の
提
出
日

(1
)
請
求
人

（
略
）

(2
)
提
出
日

平
成
20
年
8月
18
日

２
請
求
の
内
容

（
請
求
の
内
容
に
つ
い
て
は
、
請
求
人
作
成
の
「
福
岡
県
職
員
措
置
請
求
書
要
約
文
」
を
転
記
す
る
。）

(1
)
請
求
の
要
旨

ア
概
要

商
工
部
長
等
は
、
Ｈ
15
年
頃
か
ら
現
在
に
至
る
ま
で
、
福
岡
県
が
財
産
権
（
譲
渡
担
保
権
）
を
主

張
し
て
い
る
別
紙
物
件
目
録
記
載
の
廃
水
処
理
施
設
（
以
下
「
本
件
施
設
」
と
い
う
。）
に
つ
い
て
、

本
件
施
設
が
設
置
す
る
土
地
の
地
権
者
か
ら
の
撤
去
し
て
ほ
し
い
と
の
要
請
に
対
し
て
、
譲
渡
担
保

権
を
盾
に
本
件
施
設
の
債
権
回
収
が
完
了
す
る
ま
で
は
、
撤
去
で
き
な
い
と
回
答
し
つ
つ
、
地
元
の

有
力
者
が
経
営
す
る
会
社
（
以
下
「
株
式
会
社
Ｂ
」
と
い
う
。）
が
無
断
使
用
す
る
の
を
黙
認
し
、
便

宜
供
与
を
行
い
、
債
権
回
収
を
放
棄
し
、
金
1,
76
1万
6千
円
の
損
害
が
発
生
し
て
い
る
。

イ
経
緯

(ｱ
)
本
件
施
設
は
、
Ｈ
10
年
3月
30
日
、
福
岡
県
が
Ａ
株
式
会
社
へ
設
置
資
金
の
融
資
を
行
い
、
金
銭

消
費
貸
借
契
約
公
正
証
書
（
譲
渡
担
保
付
）
を
作
成
の
上
、
個
人
所
有
の
土
地
の
上
に
設
置
さ
れ

た
も
の
で
あ
る
。

(ｲ
)
Ａ
株
式
会
社
は
、
平
成
14
年
12
月
、
倒
産
に
よ
り
事
業
を
廃
業
す
る
た
め
本
件
施
設
の
権
利
を

放
棄
し
、
土
地
所
有
者
と
の
土
地
賃
貸
借
契
約
を
解
除
し
た
。

(ｳ
)
株
式
会
社
Ｂ
は
、
平
成
15
年
頃
か
ら
Ａ
株
式
会
社
と
同
一
場
所
で
事
業
を
開
始
し
本
件
施
設
を

無
断
使
用
し
て
い
る
。

(ｴ
)
土
地
所
有
者
は
、
平
成
18
年
12
月
、
商
工
部
長
等
か
ら
の
本
件
施
設
の
買
取
要
請
を
拒
否
し
、

本
件
施
設
の
収
去
、
土
地
明
渡
し
を
求
め
た
が
、
商
工
部
長
等
は
、
本
件
施
設
に
関
す
る
譲
渡
担

保
権
を
主
張
し
つ
つ
、
土
地
収
去
、
明
渡
を
拒
否
し
た
た
め
、
土
地
所
有
者
が
原
告
、
福
岡
県
が

被
告
と
し
て
民
事
訴
訟
中
で
あ
る
。

ウ
違
法
及
び
不
当
な
財
務
会
計
上
の
行
為

(ｱ
)
当
初
は
、
商
工
部
長
等
は
、
著
し
い
業
務
怠
慢
を
起
因
と
し
て
、
以
下
の
重
大
な
過
失
が
あ
っ

た
た
め
債
権
回
収
が
で
き
な
か
っ
た
。

ａ
商
工
部
長
等
は
、
本
件
施
設
に
譲
渡
担
保
権
を
設
定
す
る
原
因
と
な
っ
た
Ａ
株
式
会
社
へ
の

融
資
に
対
し
、
返
済
窓
口
の
金
融
機
関
（
Ｃ
銀
行
）
を
通
じ
て
Ａ
株
式
会
社
か
ら
毎
月
の
返
済

が
、
予
定
ど
お
り
行
わ
れ
て
い
な
い
情
報
を
得
て
お
り
、
Ａ
株
式
会
社
の
経
営
状
態
が
悪
く
最

悪
の
場
合
は
倒
産
に
至
る
こ
と
を
、
早
い
段
階
で
認
識
で
き
て
い
た
。

ま
た
、
商
工
部
長
等
は
、
Ａ
株
式
会
社
が
倒
産
し
廃
業
し
た
場
合
、
Ａ
株
式
会
社
の
土
地
や

建
物
等
の
資
産
、
及
び
機
械
類
等
設
備
に
つ
い
て
抵
当
権
設
定
状
況
等
を
調
査
す
る
こ
と
に
よ

り
、
本
件
施
設
以
外
で
は
融
資
し
た
資
金
の
回
収
は
困
難
だ
と
判
断
で
き
た
。
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－
2
－

従
っ
て
、
商
工
部
長
等
が
債
権
を
回
収
し
て
い
く
た
め
に
は
、
譲
渡
担
保
権
を
設
定
し
て
い

る
本
件
施
設
を
、
Ａ
株
式
会
社
の
倒
産
直
後
に
差
押
え
等
に
よ
り
直
ち
に
確
保
す
べ
き
で
あ
っ

た
。
し
か
し
な
が
ら
、
本
件
施
設
の
確
保
な
ど
必
要
な
対
応
を
行
わ
な
か
っ
た
た
め
、
株
式
会

社
Ｂ
が
無
断
で
使
用
す
る
こ
と
と
な
り
著
し
い
業
務
怠
慢
に
よ
る
重
大
な
過
失
が
認
め
ら
れ
る
。

b
商
工
部
長
等
は
、
譲
渡
担
保
権
を
設
定
し
て
い
る
本
件
施
設
の
実
質
的
な
所
有
者
と
し
て
、
株

式
会
社
Ｂ
が
本
件
施
設
を
使
用
開
始
後
で
あ
っ
て
も
、
債
権
を
回
収
し
て
い
く
た
め
に
は
、
株

式
会
社
Ｂ
に
対
し
て
使
用
差
し
止
め
請
求
や
使
用
料
の
請
求
な
ど
慎
重
で
粘
り
強
い
交
渉
を
行

う
べ
き
で
あ
っ
た
。
し
か
し
な
が
ら
、
債
権
回
収
の
た
め
の
交
渉
な
ど
必
要
な
対
応
を
行
っ
て

お
ら
ず
、
著
し
い
業
務
怠
慢
に
よ
る
重
大
な
過
失
が
認
め
ら
れ
る
。

ｃ
土
地
所
有
者
は
、
本
件
施
設
に
つ
い
て
関
係
者
（
土
地
所
有
者
、
商
工
部
長
等
、
株
式
会
社

Ｂ
）
で
十
分
に
交
渉
が
可
能
で
あ
る
と
判
断
し
、
商
工
部
長
等
及
び
株
式
会
社
Ｂ
へ
交
渉
を
求

め
た
。
株
式
会
社
Ｂ
は
交
渉
に
応
じ
た
が
、
商
工
部
長
等
は
、
土
地
所
有
者
が
再
三
に
渡
っ
て

交
渉
を
求
め
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
交
渉
を
拒
否
し
、
Ｈ
15
年
以
降
は
、
債
権
を
全
く
回
収
し

な
い
ま
ま
本
件
施
設
を
放
置
し
て
い
る
。
関
係
者
全
員
で
交
渉
し
た
な
ら
ば
、
商
工
部
長
等
は
、

債
権
回
収
が
で
き
た
こ
と
が
予
想
さ
れ
た
が
、
業
務
怠
慢
に
よ
り
関
係
者
間
で
の
紛
争
解
決
を

阻
害
し
、
債
権
回
収
を
遅
ら
せ
て
お
り
、
重
大
な
過
失
が
認
め
ら
れ
る
。

(ｲ
)
商
工
部
長
等
は
、
本
件
施
設
に
つ
い
て
債
権
を
回
収
す
る
義
務
が
あ
る
と
主
張
し
て
い
る
が
、

商
工
部
長
等
の
形
式
的
な
主
張
と
そ
の
対
応
に
つ
い
て
以
下
の
点
に
つ
い
て
矛
盾
が
あ
る
。

ａ
Ｈ
18
年
12
月
、
土
地
所
有
者
と
商
工
部
長
等
の
債
権
回
収
委
託
会
社
（
以
下
「
委
託
会
社
」

と
い
う
。）
と
で
面
談
を
行
っ
た
時
、
委
託
会
社
は
土
地
所
有
者
へ
本
件
施
設
の
買
取
を
要
請
し

た
。
そ
の
後
、
平
成
19
年
5月
、
県
庁
内
で
土
地
所
有
者
が
商
工
部
長
等
と
面
談
を
行
っ
た
時
、

土
地
所
有
者
は
、
本
件
施
設
に
つ
い
て
委
託
会
社
か
ら
の
買
取
要
請
に
応
諾
す
る
と
伝
え
た
に

も
か
か
わ
ら
ず
、
商
工
部
長
等
は
こ
の
応
諾
を
拒
否
し
た
。
土
地
所
有
者
の
買
取
応
諾
に
対
す

る
商
工
部
長
等
の
拒
否
は
、
債
権
を
回
収
す
る
義
務
が
あ
る
と
の
主
張
と
矛
盾
が
あ
る
。

ｂ
平
成
19
年
5月
、
土
地
所
有
者
か
ら
商
工
部
長
等
に
対
し
本
件
施
設
に
つ
い
て
、
今
後
の
取
扱

い
方
針
を
確
認
し
た
時
、
商
工
部
長
等
は
、
土
地
所
有
者
へ
「
本
件
施
設
に
つ
い
て
は
、
現
状

の
ま
ま
何
も
行
動
を
起
こ
さ
な
い
こ
と
が
方
針
」
だ
と
説
明
を
行
っ
た
。
平
成
15
年
か
ら
、
本

件
施
設
は
福
岡
県
が
使
用
料
を
徴
収
す
る
こ
と
も
な
く
、
株
式
会
社
Ｂ
が
無
断
で
使
用
し
て
お

り
、「
現
状
の
ま
ま
何
も
行
動
を
起
こ
さ
な
い
こ
と
が
方
針
」
と
の
商
工
部
長
等
の
説
明
は
、
債

権
を
回
収
す
る
義
務
が
あ
る
と
の
主
張
と
矛
盾
が
あ
る
。

ｃ
平
成
20
年
1月
、
本
件
施
設
が
占
有
し
て
い
る
部
分
を
除
い
て
、
土
地
所
有
者
は
株
式
会
社
Ｂ

と
土
地
賃
貸
借
契
約
を
締
結
し
た
。
土
地
所
有
者
は
、
関
係
３
者
（
土
地
所
有
者
、
商
工
部
長

等
、
株
式
会
社
Ｂ
）
で
協
議
す
る
条
件
が
整
っ
た
と
考
え
、
商
工
部
長
等
へ
協
議
に
応
じ
る
よ

う
要
請
し
た
。
し
か
し
な
が
ら
、
商
工
部
長
等
は
関
係
３
者
で
の
協
議
を
拒
否
し
た
。
商
工
部

長
等
の
こ
の
対
応
は
、
債
権
を
回
収
す
る
義
務
が
あ
る
と
の
主
張
と
矛
盾
が
あ
る
。

ｄ
商
工
部
長
等
は
、
Ａ
株
式
会
社
が
商
工
部
長
等
よ
り
融
資
を
受
け
て
本
件
施
設
を
設
置
す
る

時
に
、
融
資
条
件
と
し
て
譲
渡
担
保
を
設
定
し
金
銭
消
費
貸
借
契
約
書
に
こ
れ
を
明
記
す
る
と

と
も
に
、
博
多
公
証
役
場
で
公
正
証
書
を
登
記
し
て
い
る
。
従
っ
て
、
商
工
部
長
等
は
こ
の
公

正
証
書
に
よ
り
、
本
件
施
設
の
権
利
を
主
張
で
き
る
た
め
、
Ａ
株
式
会
社
が
倒
産
後
に
無
断
で

本
件
施
設
を
使
用
開
始
し
た
株
式
会
社
Ｂ
に
対
し
、
使
用
差
止
請
求
や
使
用
料
の
徴
収
に
つ
い
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て
有
利
な
立
場
で
交
渉
が
可
能
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
商
工
部
長
等
は
、

本
件
施
設
に
つ
い
て
株
式
会
社
Ｂ
に
対
し
使
用
差
止
請
求
を
行
う
わ
け
で
も
な
く
、
ま
た
使
用

料
を
求
め
る
わ
け
で
も
な
く
無
断
で
使
用
し
て
い
る
の
を
黙
認
し
て
い
る
。
商
工
部
長
等
の
こ

の
対
応
は
、
債
権
を
回
収
す
る
義
務
が
あ
る
と
の
主
張
と
矛
盾
が
あ
る
。

(ｳ
)
商
工
部
長
等
の
対
応
を
、
株
式
会
社
Ｂ
の
無
断
使
用
を
黙
認
し
便
宜
供
与
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、

実
質
的
に
債
権
回
収
を
放
棄
し
て
い
る
と
考
え
る
と
、
矛
盾
点
は
合
理
的
に
解
釈
さ
れ
る
。

ａ
商
工
部
長
等
は
、
形
式
的
に
は
、
Ａ
株
式
会
社
へ
融
資
し
た
債
権
を
回
収
す
る
義
務
が
あ
る

と
主
張
し
て
い
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
実
質
的
に
は
、
譲
渡
担
保
を
盾
に
、
土
地
所
有
者
の
土

地
を
無
断
占
拠
す
る
な
ど
に
よ
り
権
利
を
侵
害
し
て
い
る
。
一
方
で
株
式
会
社
Ｂ
に
対
し
て
は
、

使
用
料
金
を
徴
収
す
る
こ
と
な
く
無
断
使
用
を
黙
認
し
て
い
る
。
商
工
部
長
等
の
こ
の
対
応
は
、

県
行
政
機
関
と
し
て
、
納
税
者
に
対
し
厳
格
な
公
平
・
公
正
さ
が
要
求
さ
れ
る
中
で
、
著
し
く

均
衡
を
欠
い
た
対
応
で
あ
る
。

ｂ
本
件
施
設
に
係
る
当
事
者
の
立
場
を
念
頭
に
置
い
て
、
商
工
部
長
等
と
株
式
会
社
Ｂ
と
の
関

係
を
整
理
す
る
と
、
第
１
は
中
小
企
業
施
策
実
施
者
と
中
小
事
業
者
の
関
係
、
第
２
は
地
方
行

政
機
関
と
地
方
有
力
者
の
関
係
の
２
つ
を
成
し
て
お
り
、
第
２
の
関
係
に
お
い
て
は
、
商
工
部

長
等
と
地
元
有
力
者
は
、
行
政
及
び
政
治
を
行
う
関
係
か
ら
密
接
に
情
報
交
換
及
び
意
思
伝
達

が
可
能
な
関
係
で
あ
る
。
従
っ
て
、
商
工
部
長
等
と
地
元
有
力
者
は
、
本
件
の
取
扱
い
に
つ
い

て
密
談
を
行
え
る
関
係
に
あ
っ
た
と
判
断
さ
れ
る
。

ｃ
本
件
施
設
に
係
る
商
工
部
長
等
の
主
張
と
商
工
部
長
等
の
実
施
的
な
対
応
に
関
す
る
矛
盾
点

は
、
当
事
者
の
立
場
及
び
関
係
を
念
頭
に
置
い
た
場
合
、
以
下
の
と
お
り
解
釈
さ
れ
る
。

商
工
部
長
等
は
、
土
地
所
有
者
に
対
し
て
、
本
件
施
設
に
係
る
譲
渡
担
保
を
形
式
的
に
主
張

し
、
土
地
所
有
者
が
本
件
施
設
を
本
件
土
地
か
ら
除
去
で
き
な
い
よ
う
措
置
を
講
じ
、
株
式
会

社
Ｂ
に
対
し
て
は
、
実
質
的
に
本
件
施
設
の
無
断
使
用
に
つ
い
て
黙
認
し
て
便
宜
供
与
を
行
っ

て
、
債
権
回
収
を
放
棄
し
て
い
る
と
合
理
的
に
解
釈
さ
れ
る
。

従
っ
て
、
商
工
部
長
等
の
こ
の
行
為
は
、
県
行
政
機
関
と
し
て
は
ほ
と
ん
ど
前
例
が
見
ら
れ

な
い
、
不
法
行
為
を
巧
妙
に
隠
蔽
し
た
悪
質
極
ま
り
な
い
反
社
会
的
な
行
為
で
あ
る
。

エ
発
生
し
て
い
る
損
害

回
収
可
能
な
債
権
が
未
回
収
と
な
っ
て
い
る
（
未
回
収
の
債
権
額
1,
76
1万
6千
円
）

オ
請
求
す
る
措
置

(ｱ
)
商
工
部
長
等
は
、
地
方
公
務
員
法
第
29
条
第
1項
の
二
．
職
務
を
怠
つ
た
場
合
及
び
三
．
全
体
の

奉
仕
者
た
る
に
ふ
さ
わ
し
く
な
い
非
行
の
あ
つ
た
場
合
に
抵
触
し
て
い
る
た
め
懲
戒
処
分
を
請
求

す
る
。

(ｲ
)
未
回
収
と
な
っ
て
い
る
福
岡
県
の
債
権

金
1,
76
1万
6千
円
に
つ
い
て
回
収
を
進
め
る
よ
う
請

求
す
る
。

(2
)
監
査
委
員
の
監
査
に
代
え
て
個
別
外
部
監
査
契
約
に
基
づ
く
監
査
に
よ
る
こ
と
を
求
め
る
理
由

別
件
の
訴
訟
に
お
い
て
、
福
岡
県
の
幹
部
（
商
工
部
長
や
中
小
企
業
経
営
金
融
課
長
）
と
本
件
施
設

を
無
断
使
用
し
て
い
る
株
式
会
社
Ｂ
の
社
長
で
あ
る
現
市
議
会
議
長
と
の
密
談
に
よ
る
便
宜
供
与
の
可

能
性
に
つ
い
て
、
土
地
所
有
者
よ
り
主
張
が
な
さ
れ
て
い
る
た
め
、
公
正
性
を
担
保
す
る
た
め
に
は
、

外
部
監
査
が
必
要
と
判
断
さ
れ
る
。

�

�

�

�

�

�
�
�

�

�

�

�

�

�

�
�

�
	




�
�

��



－
4
－

(3
)
事
実
証
明
書

ア
金
銭
消
費
貸
借
契
約
公
正
証
書

イ
本
件
施
設
債
権
回
収
状
況
－
民
事
訴
訟
で
の
福
岡
県
提
出
証
拠
（
準
備
書
面
（
第
1回
））
抜
粋

ウ
福
岡
県
職
員
と
土
地
所
有
者
と
の
交
渉
経
緯
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第
２

請
求
の
要
件
審
査

本
請
求
は
、
地
方
自
治
法
（
昭
和
22
年
法
律
第
67
号
。
以
下
「
自
治
法
」
と
い
う
。）
第
24
2条
第
1項
及

び
第
2項
の
所
定
の
要
件
を
具
備
し
て
い
る
も
の
と
認
め
、
平
成
20
年
8月
18
日
付
け
で
こ
れ
を
受
理
し
た
。

第
３

監
査
の
実
施

１
個
別
外
部
監
査
契
約
に
基
づ
く
監
査
を
行
わ
な
か
っ
た
理
由

請
求
人
は
、「
別
件
の
訴
訟
に
お
い
て
、
福
岡
県
の
幹
部
（
商
工
部
長
や
中
小
企
業
経
営
金
融
課
長
）
と

本
件
施
設
を
無
断
使
用
し
て
い
る
株
式
会
社
Ｂ
の
社
長
で
あ
る
現
市
議
会
議
長
と
の
密
談
に
よ
る
便
宜
供

与
の
可
能
性
に
つ
い
て
、
土
地
所
有
者
よ
り
主
張
が
な
さ
れ
て
い
る
た
め
、
公
正
性
を
担
保
す
る
た
め
に

は
、
外
部
監
査
が
必
要
」
で
あ
る
と
主
張
し
て
、
自
治
法
第
25
2条
の
43
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
く
個
別
外

部
監
査
契
約
に
基
づ
く
監
査
を
求
め
て
い
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
本
件
請
求
に
つ
い
て
監
査
委
員
に
は
何
ら
利
害
関
係
は
な
く
、
監
査
委
員
が
行
う
監

査
で
は
公
平
な
監
査
が
期
待
で
き
な
い
旨
の
請
求
人
の
主
張
に
は
理
由
が
な
い
と
判
断
さ
れ
る
。

し
た
が
っ
て
、
監
査
委
員
の
監
査
に
代
え
て
、
個
別
外
部
監
査
契
約
に
基
づ
く
監
査
に
よ
る
こ
と
が
相
当

で
あ
る
と
は
認
め
ら
れ
な
い
こ
と
か
ら
、
監
査
委
員
に
よ
る
監
査
を
行
う
こ
と
と
し
た
。

２
監
査
対
象
事
項

県
が
平
成
10
年
3月
に
Ａ
株
式
会
社
へ
貸
し
付
け
た
中
小
企
業
設
備
近
代
化
資
金
貸
付
金
（
以
下
「
本
件

貸
付
金
」
と
い
う
。）
に
つ
い
て
、
商
工
部
長
及
び
中
小
企
業
経
営
金
融
課
長
（
以
下
「
商
工
部
長
等
」
と

い
う
。）
が
、
譲
渡
担
保
の
管
理
や
債
権
の
回
収
を
違
法
又
は
不
当
に
怠
っ
て
い
る
か
ど
う
か
を
監
査
の
対

象
と
し
た
。

３
監
査
対
象
機
関

福
岡
県
商
工
部
中
小
企
業
経
営
金
融
課
（
以
下
「
経
営
金
融
課
」
と
い
う
。）
を
監
査
対
象
機
関
と
し
た
。

４
請
求
人
の
陳
述
及
び
証
拠
の
提
出

自
治
法
第
24
2条
第
6項
の
規
定
に
基
づ
き
、
平
成
20
年
9月
12
日
に
請
求
人
の
陳
述
の
機
会
を
設
け
、

請
求
人
か
ら
陳
述
を
受
け
た
。
そ
の
際
、
同
条
第
7項
の
規
定
に
基
づ
き
、
監
査
対
象
機
関
の
職
員
を
立
ち

会
わ
せ
た
。
な
お
、
新
た
な
証
拠
の
提
出
は
な
か
っ
た
。

陳
述
内
容
は
、
主
に
請
求
の
要
旨
と
重
複
す
る
も
の
で
あ
っ
た
が
、
請
求
人
と
本
件
施
設
が
設
置
さ
れ

て
い
る
土
地
の
所
有
者
が
同
一
人
物
で
あ
る
こ
と
を
認
め
た
上
で
、
以
下
の
点
に
つ
い
て
、
新
た
な
陳
述

（
下
線
部
分
）
が
な
さ
れ
た
。

(1
)
商
工
部
長
等
の
対
応
に
つ
い
て
の
矛
盾
点
（
Ｐ
2(
ｲ)
ａ
に
係
る
部
分
）

平
成
19
年
5月
、
県
庁
内
で
土
地
所
有
者
が
商
工
部
長
等
と
面
談
を
行
っ
た
時
、
土
地
所
有
者
は
、
本

件
施
設
に
つ
い
て
委
託
会
社
か
ら
の
買
取
要
請
に
応
諾
す
る
と
伝
え
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
商
工
部
長

等
は
こ
の
応
諾
を
拒
否
し
た
。
土
地
所
有
者
の
買
取
応
諾
に
対
す
る
商
工
部
長
等
の
拒
否
は
、
債
権
を

回
収
す
る
義
務
が
あ
る
と
の
主
張
と
矛
盾
が
あ
る
。

ま
た
、
株
式
会
社
Ｂ
と
土
地
に
つ
い
て
売
買
契
約
の
交
渉
中
で
あ
り
、
土
地
と
セ
ッ
ト
で
売
買
す
る

こ
と
も
提
案
し
た
。

(2
)
矛
盾
点
を
解
消
す
る
た
め
の
合
理
的
な
解
釈
（
Ｐ
3(
ｳ)
ｃ
に
係
る
部
分
）

�

�

�

�

�

�
�
�

�

�

�

�

�

�

�
�

�
	




�
�

��



－
6
－

本
件
施
設
に
係
る
商
工
部
長
等
の
主
張
と
商
工
部
長
等
の
実
施
的
な
対
応
に
関
す
る
矛
盾
点
は
、
当

事
者
の
立
場
及
び
関
係
を
念
頭
に
置
い
た
場
合
、
以
下
の
と
お
り
解
釈
さ
れ
る
。

商
工
部
長
等
は
、
土
地
所
有
者
に
対
し
て
、
本
件
施
設
に
係
る
譲
渡
担
保
を
形
式
的
に
主
張
し
、
土

地
所
有
者
が
本
件
施
設
を
本
件
土
地
か
ら
除
去
で
き
な
い
よ
う
措
置
を
講
じ
、
株
式
会
社
Ｂ
に
対
し
て

は
、
実
質
的
に
本
件
施
設
の
無
断
使
用
に
つ
い
て
黙
認
し
て
便
宜
供
与
を
行
っ
て
、
債
権
回
収
を
放
棄

し
て
い
る
と
合
理
的
に
解
釈
さ
れ
る
。

従
っ
て
、
商
工
部
長
等
の
こ
の
行
為
は
、
県
行
政
機
関
と
し
て
は
ほ
と
ん
ど
前
例
が
見
ら
れ
な
い
、

不
法
行
為
を
巧
妙
に
隠
蔽
し
た
悪
質
極
ま
り
な
い
反
社
会
的
な
行
為
で
あ
る
。

県
と
株
式
会
社
Ｂ
の
社
長
で
あ
る
○
○
市
議
会
議
長
が
密
談
の
上
、
県
が
株
式
会
社
Ｂ
に
対
し
て
便

宜
供
与
を
行
っ
て
い
る
と
推
測
さ
れ
る
。

ま
た
、
平
成
20
年
2月
4日
、
請
求
人
が
県
に
対
し
て
裁
判
に
訴
え
る
旨
伝
え
た
と
こ
ろ
、
県
の
担
当

者
は
2月
8日
の
金
曜
日
ま
で
に
何
ら
か
の
回
答
を
す
る
の
で
待
っ
て
ほ
し
い
と
要
請
し
た
に
も
か
か
わ

ら
ず
、
県
か
ら
の
連
絡
は
な
か
っ
た
た
め
、
裁
判
に
な
っ
た
。

５
監
査
対
象
機
関
の
陳
述

自
治
法
第
24
2条
第
7項
の
規
定
に
基
づ
き
、
平
成
20
年
9月
12
日
に
経
営
金
融
課
長
か
ら
陳
述
を
受
け

た
。
そ
の
際
、
同
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
請
求
人
を
立
ち
会
わ
せ
た
。

陳
述
の
要
旨
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
っ
た
。

(1
)
福
岡
県
で
は
、
県
内
企
業
の
99
％
、
雇
用
の
70
％
以
上
を
中
小
企
業
が
占
め
て
お
り
、
経
済
面
、
雇

用
面
で
大
き
な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
。

こ
の
た
め
、
県
で
は
、
中
小
企
業
の
振
興
を
重
要
な
課
題
と
位
置
づ
け
、
経
営
面
、
金
融
面
、
技
術

面
な
ど
多
面
的
な
支
援
施
策
を
講
じ
て
い
る
。

中
で
も
、
金
融
面
で
は
、
中
小
企
業
の
資
金
調
達
の
円
滑
化
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
信
用
保

証
制
度
に
基
づ
く
制
度
融
資
や
集
団
化
事
業
に
対
す
る
高
度
化
融
資
な
ど
を
実
施
し
て
お
り
、
中
小
企

業
設
備
近
代
化
資
金
貸
付
制
度
も
、
政
策
的
な
金
融
の
一
つ
で
あ
る
。

こ
の
制
度
は
、
昭
和
31
年
に
制
定
さ
れ
た
中
小
企
業
近
代
化
資
金
等
助
成
法
に
基
づ
き
、
信
用
力
が

乏
し
く
資
金
調
達
が
厳
し
い
状
況
に
あ
っ
た
中
小
企
業
者
に
対
し
、
都
道
府
県
が
、
設
備
の
設
置
に
必

要
な
資
金
の
2分
の
1を
限
度
と
し
て
、
無
利
子
で
貸
し
付
け
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
中
小
企
業
の
設
備

の
近
代
化
の
促
進
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
実
施
さ
れ
た
制
度
で
あ
り
、
平
成
11
年
度
ま
で
に

6,
90
1件
、
30
,1
38
百
万
円
の
貸
付
実
績
が
あ
る
。

な
お
、
県
は
、
貸
付
に
際
し
、
対
象
設
備
に
譲
渡
担
保
を
設
定
し
て
い
る
。

平
成
12
年
度
か
ら
は
、
実
施
機
関
を
（
財
）
福
岡
県
中
小
企
業
振
興
セ
ン
タ
ー
に
移
管
し
て
、
現
在

も
事
業
を
継
続
し
て
い
る
。

(2
)
Ａ
株
式
会
社
は
、
こ
の
貸
付
制
度
に
つ
い
て
、
個
人
商
店
時
代
も
含
め
る
と
、
昭
和
51
年
度
か
ら
平

成
4年
度
の
間
に
、
8回
、
計
92
,4
00
千
円
を
利
用
す
る
と
と
も
に
長
期
経
営
安
定
資
金
な
ど
県
の
制
度

融
資
も
活
用
し
て
、
営
業
努
力
を
続
け
、
実
績
を
伸
ば
し
、
最
盛
期
の
平
成
8年
に
は
18
億
円
の
売
上
を

あ
げ
る
な
ど
、
着
実
に
発
展
し
て
き
た
。

今
回
の
住
民
監
査
請
求
の
対
象
に
な
っ
て
い
る
廃
液
処
理
装
置
に
つ
い
て
は
、
平
成
9年
6月
26
日
、

同
社
よ
り
中
小
企
業
設
備
近
代
化
資
金
貸
付
申
請
書
の
提
出
が
あ
り
、
審
査
の
結
果
、
平
成
10
年
3月
30

日
に
装
置
の
設
置
費
用
45
,7
90
千
円
に
対
し
、
22
,8
80
千
円
を
同
社
に
貸
し
付
け
た
も
の
で
あ
る
。

�

�

�

�

�

�
�
�

�

�

�

�

�

�

�
�

�
	




�
�

��



－
7
－

な
お
、
県
は
こ
の
装
置
に
譲
渡
担
保
を
設
定
し
て
い
る
。

(3
)
平
成
11
年
11
月
30
日
の
第
1回
目
の
償
還
2,
28
8千
円
は
約
定
ど
お
り
行
わ
れ
た
が
、
平
成
12
年
11
月

30
日
の
第
2回
目
の
償
還
が
延
滞
と
な
り
、
以
後
分
割
償
還
が
行
わ
れ
て
い
た
が
、
平
成
14
年
12
月
26
日

の
新
聞
紙
面
に
Ａ
株
式
会
社
の
任
意
整
理
の
記
事
が
掲
載
さ
れ
た
た
め
、
同
日
、
Ａ
株
式
会
社
Ｙ
社
長

と
面
談
し
た
と
こ
ろ
、
別
会
社
の
支
援
を
受
け
て
操
業
を
続
け
た
い
と
の
意
向
で
あ
っ
た
。

県
は
、
こ
の
時
点
（
貸
付
残
高
は
17
,6
16
千
円
）
で
は
、
ま
だ
事
業
は
継
続
さ
れ
る
と
考
え
、
直
ち

に
廃
液
処
理
装
置
を
処
分
す
る
必
要
は
な
い
と
判
断
し
た
。

(4
)
平
成
15
年
3月
28
日
の
債
権
者
集
会
に
お
い
て
、
Ａ
株
式
会
社
Ｙ
社
長
同
席
の
上
で
代
理
人
Ｚ
弁
護
士

か
ら
、
Ａ
株
式
会
社
の
従
業
員
救
済
の
た
め
に
、
元
従
業
員
を
代
表
者
と
し
て
設
立
さ
れ
た
株
式
会
社

Ｂ
が
、
一
部
の
債
務
と
と
も
に
Ａ
株
式
会
社
の
事
業
を
引
き
継
ぐ
と
の
説
明
が
あ
っ
た
。

こ
れ
に
よ
り
、
従
業
員
の
雇
用
は
確
保
さ
れ
、
廃
液
処
理
装
置
も
引
き
続
き
利
用
さ
れ
る
こ
と
と
な

っ
た
。

ま
た
、
Ａ
株
式
会
社
は
返
済
能
力
が
な
く
、
Ｙ
社
長
は
自
己
破
産
を
検
討
し
て
い
る
旨
の
説
明
が
あ

っ
た
。

な
お
、
監
査
請
求
書
に
お
い
て
、
請
求
人
は
、
Ａ
株
式
会
社
が
廃
液
処
理
施
設
の
権
利
を
放
棄
し
、

請
求
人
と
の
土
地
賃
貸
借
契
約
を
解
除
し
た
と
述
べ
て
い
る
が
、
県
と
し
て
は
、
係
る
事
実
を
知
り
得

る
立
場
に
な
か
っ
た
。

し
か
も
、
債
権
者
集
会
に
お
い
て
、
工
場
・
設
備
に
つ
い
て
は
Ａ
株
式
会
社
と
株
式
会
社
Ｂ
の
間
で

賃
貸
借
契
約
を
結
ん
で
い
る
と
い
う
説
明
が
あ
っ
た
た
め
、
当
然
廃
液
処
理
装
置
も
、
こ
の
契
約
の
中

に
含
ま
れ
る
も
の
と
考
え
て
い
た
。

ま
た
、
Ａ
株
式
会
社
に
支
払
わ
れ
る
賃
料
か
ら
の
回
収
が
考
え
ら
れ
た
が
、
Ａ
株
式
会
社
の
負
債
が

あ
ま
り
に
も
大
き
く
、
従
業
員
へ
の
給
与
未
払
い
も
あ
り
、
債
権
者
に
返
済
で
き
る
状
況
で
は
な
い
と

の
説
明
が
あ
っ
た
た
め
、
賃
料
か
ら
の
回
収
は
困
難
で
あ
っ
た
。

(5
)
残
債
務
に
つ
い
て
、
県
と
し
て
は
、
Ｙ
社
長
を
含
め
3名
の
連
帯
保
証
人
か
ら
の
回
収
を
検
討
し
た
が
、

全
員
が
、
自
己
破
産
や
そ
の
手
続
中
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
譲
渡
担
保
物
件
か
ら
回
収
す
る
方
法
が
残
る

の
み
と
な
っ
た
。

一
方
、
Ａ
株
式
会
社
の
土
地
・
工
場
建
物
に
つ
い
て
、
抵
当
権
者
が
競
売
を
申
し
立
て
、
平
成
15
年
3

月
に
競
売
開
始
決
定
し
た
こ
と
か
ら
、
落
札
者
か
ら
回
収
を
図
り
た
い
と
考
え
て
い
た
。

第
1回
目
の
入
札
は
平
成
16
年
6月
か
ら
実
施
さ
れ
た
が
、
平
成
17
年
9月
の
第
4回
目
の
入
札
ま
で
落

札
者
が
現
れ
ず
、
第
4回
目
の
入
札
期
間
終
了
後
の
特
別
売
却
期
間
中
（
平
成
17
年
9月
26
日
～
平
成
17

年
10
月
17
日
）
に
、
株
式
会
社
Ｂ
が
落
札
し
た
。

(6
)
平
成
18
年
1月
に
、
当
時
県
が
債
権
管
理
業
務
の
委
託
を
し
て
い
た
ふ
く
お
か
サ
ー
ビ
サ
ー
が
、
株
式

会
社
Ｂ
と
交
渉
し
た
際
、
担
当
者
か
ら
、
廃
液
処
理
装
置
の
底
地
は
株
式
会
社
Ｂ
の
所
有
で
は
な
く
、

第
三
者
の
所
有
で
あ
る
こ
と
を
聞
か
さ
れ
、
そ
の
後
の
調
査
で
、
県
は
、
元
の
所
有
者
で
あ
る
Ｙ
社
長

か
ら
子
息
の
Ｘ
氏
に
、
平
成
13
年
2月
に
贈
与
さ
れ
て
い
た
こ
と
を
初
め
て
知
っ
た
。

(7
)
廃
液
処
理
装
置
の
底
地
の
所
有
者
が
株
式
会
社
Ｂ
で
は
な
く
、
Ｘ
氏
で
あ
る
こ
と
が
判
明
し
た
こ
と

か
ら
、
県
と
し
て
は
Ｘ
氏
の
意
向
を
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
、
Ｙ
社
長
の
代
理
人
弁
護
士
を
通

じ
て
連
絡
を
取
り
、
平
成
18
年
12
月
に
、
ふ
く
お
か
サ
ー
ビ
サ
ー
が
、
贈
与
時
の
状
況
や
廃
液
処
理
装

置
の
処
分
の
意
向
な
ど
に
つ
い
て
聞
き
取
り
を
行
っ
た
。

こ
の
と
き
は
、
Ｘ
氏
は
廃
液
処
理
装
置
は
不
要
と
回
答
さ
れ
た
。
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(8
)
な
お
、
平
成
13
年
2月
に
Ｙ
社
長
が
Ｘ
氏
に
廃
液
処
理
装
置
の
底
地
を
贈
与
し
た
の
で
あ
る
が
、
そ
の

時
点
で
は
す
で
に
設
備
近
代
化
資
金
の
償
還
が
延
滞
と
な
っ
て
お
り
、
銀
行
の
返
済
も
元
本
猶
予
を
受

け
て
い
る
な
ど
、
将
来
の
償
還
が
懸
念
さ
れ
て
い
た
こ
と
か
ら
、
底
地
の
贈
与
は
詐
害
行
為
に
あ
た
る

可
能
性
が
高
く
、
県
と
し
て
は
、
贈
与
の
事
実
が
判
明
し
た
時
点
で
詐
害
行
為
に
よ
る
取
消
を
求
め
る

こ
と
も
可
能
で
あ
っ
た
。

し
か
し
、
底
地
に
は
金
融
機
関
の
根
抵
当
権
が
設
定
さ
れ
て
い
た
こ
と
や
、
受
贈
者
が
Ｙ
社
長
の
子

息
で
あ
る
こ
と
な
ど
勘
案
し
て
、
譲
渡
担
保
物
件
の
価
値
に
影
響
は
な
く
、
債
権
回
収
に
特
段
の
影
響

を
及
ぼ
さ
な
い
と
判
断
し
、
取
消
措
置
は
取
ら
な
か
っ
た
も
の
で
あ
る
。

(9
)
平
成
19
年
5月
に
Ｘ
氏
が
来
庁
し
、
以
後
、
電
話
や
メ
ー
ル
で
連
絡
を
受
け
、
そ
の
中
で
Ｘ
氏
は
「
県

は
譲
渡
担
保
権
を
実
行
し
て
県
の
所
有
物
と
し
、
株
式
会
社
Ｂ
と
使
用
契
約
を
結
ん
で
使
用
料
を
徴
収

し
て
、
そ
の
中
か
ら
県
が
Ｘ
氏
へ
借
地
料
を
支
払
う
」
と
い
う
提
案
を
行
っ
た
。

し
か
し
な
が
ら
、
県
が
譲
渡
担
保
物
件
を
所
有
物
と
す
る
こ
と
は
、
維
持
管
理
費
用
や
撤
去
費
用
な

ど
の
費
用
が
発
生
し
、
債
権
回
収
を
上
回
る
支
出
を
要
す
る
こ
と
と
な
る
こ
と
か
ら
、
県
は
、
提
案
に

応
じ
ら
れ
な
い
旨
回
答
し
た
。

な
お
、
福
岡
県
の
財
務
規
則
に
お
い
て
は
、
行
政
目
的
の
手
段
と
し
て
使
用
す
る
以
外
の
目
的
で
、

公
有
財
産
を
取
得
す
る
こ
と
は
想
定
し
て
い
な
い
。

(1
0)
こ
こ
で
、
一
般
的
な
譲
渡
担
保
の
設
定
と
処
分
に
つ
い
て
説
明
す
る
こ
と
と
す
る
。

こ
の
担
保
を
設
定
す
る
機
械
な
ど
は

・
パ
ワ
ー
シ
ョ
ベ
ル
な
ど
の
自
走
式
機
械

・
工
作
機
械
な
ど
設
置
費
用
は
要
す
る
も
の
の
、
比
較
的
移
動
が
容
易
な
機
械

・
廃
液
処
理
装
置
な
ど
地
面
に
設
置
さ
れ
る
た
め
移
設
が
困
難
な
設
備

な
ど
様
々
な
種
類
が
あ
る
た
め
、
こ
れ
ま
で
、
こ
れ
ら
の
処
分
に
あ
た
っ
て
は
、
所
有
者
で
あ
る
債
務

者
が
、
事
前
に
県
と
、
売
却
価
格
・
支
払
方
法
等
を
協
議
し
、
債
務
者
が
売
却
代
金
を
県
に
納
入
し
、

県
は
譲
渡
担
保
を
抹
消
を
す
る
と
い
う
方
法
を
と
っ
て
い
る
。

今
回
監
査
請
求
が
あ
っ
た
廃
液
処
理
装
置
は
構
造
物
で
あ
り
、
移
設
が
で
き
な
い
な
ど
、
処
分
が
困

難
で
あ
る
う
え
、
償
還
が
延
滞
し
て
い
る
間
に
土
地
の
贈
与
が
行
わ
れ
、
設
備
は
Ａ
株
式
会
社
の
所
有
、

底
地
は
Ｙ
社
長
の
子
息
で
あ
る
Ｘ
氏
の
所
有
と
な
る
な
ど
、
設
備
を
め
ぐ
る
権
利
関
係
が
変
化
し
て
い

る
た
め
、
処
分
が
さ
ら
に
困
難
と
な
っ
た
と
い
う
特
殊
な
事
情
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
時
間
が
経
過
し
て

い
る
も
の
で
あ
る
。

な
お
、
19
年
5月
の
時
点
に
お
い
て
、
関
係
者
の
間
で
の
協
議
を
提
案
し
た
が
、
Ｘ
氏
は
直
接
交
渉
す

る
つ
も
り
は
な
い
と
の
回
答
で
あ
っ
た
。

(1
1)
県
は
、
廃
液
処
理
装
置
の
処
分
に
よ
る
、
債
権
回
収
を
図
る
た
め
、
株
式
会
社
Ｂ
と
交
渉
を
行
う
と

と
も
に
、
Ａ
株
式
会
社
の
任
意
整
理
か
ら
株
式
会
社
Ｂ
へ
の
営
業
譲
渡
、
株
式
会
社
Ｂ
に
よ
る
廃
液
処

理
装
置
の
使
用
に
至
る
経
緯
な
ど
に
つ
い
て
確
認
す
る
た
め
、
平
成
19
年
5月
以
降
、
Ａ
株
式
会
社
の
代

理
人
で
あ
っ
た
弁
護
士
に
問
い
合
わ
せ
を
行
っ
て
い
る
が
、
未
だ
に
回
答
が
な
い
。

ま
た
、
Ｙ
社
長
か
ら
も
事
情
を
聞
く
た
め
、
19
年
12
月
に
社
長
の
自
宅
を
訪
問
し
た
が
体
調
不
良
と

の
こ
と
で
面
会
は
か
な
わ
ず
、
詳
細
に
つ
い
て
は
確
認
で
き
な
か
っ
た
。

(1
2)
県
と
し
て
は
、
延
滞
と
な
っ
て
い
る
も
の
の
、
Ａ
株
式
会
社
の
従
業
員
が
解
雇
さ
れ
る
こ
と
な
く
、

株
式
会
社
Ｂ
で
雇
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
な
ど
も
考
慮
し
つ
つ
、
こ
れ
ま
で
、
上
述
の
よ
う
な
努
力
を
続

け
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
り
、
監
査
請
求
で
主
張
さ
れ
て
い
る
よ
う
な
職
務
の
怠
慢
は
な
く
、
設
備
近
代
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化
資
金
貸
付
制
度
の
趣
旨
に
の
っ
と
り
、
誠
実
に
職
務
を
遂
行
し
て
い
る
も
の
で
あ
る
。

ま
た
、
今
後
、
廃
液
処
理
装
置
が
、
汎
用
性
が
な
く
特
殊
な
も
の
で
あ
る
こ
と
や
移
動
で
き
る
機
械

な
ど
で
は
な
い
こ
と
な
ど
を
考
慮
し
て
、
こ
の
装
置
の
所
有
権
を
Ａ
株
式
会
社
か
ら
株
式
会
社
Ｂ
に
移

し
、
株
式
会
社
Ｂ
が
Ａ
株
式
会
社
に
対
し
て
支
払
っ
た
売
却
代
金
を
回
収
す
る
こ
と
で
、
債
権
回
収
を

図
り
た
い
と
考
え
て
い
る
。

６
陳
述
に
対
す
る
意
見

(1
)
監
査
対
象
機
関
の
陳
述
に
対
す
る
請
求
人
の
意
見

監
査
対
象
機
関
の
陳
述
に
対
し
、
平
成
20
年
9月
16
日
に
請
求
人
か
ら
意
見
書
及
び
資
料
（
裁
判
所
に

提
出
さ
れ
た
も
の
及
び
請
求
人
が
経
営
金
融
課
に
送
付
し
た
メ
ー
ル
）
が
提
出
さ
れ
た
。

(提
出
さ
れ
た
資
料
)

資
料
１

金
銭
消
費
貸
借
契
約
公
正
証
書
(民
事
訴
訟
で
の
提
出
証
拠
資
料

乙
第
１
号
証
)

資
料
２

Ⅹ
と
監
査
対
象
機
関
の
対
応
経
緯
(民
事
訴
訟
で
の
提
出
証
拠
資
料

甲
１
号
証
)

資
料
３

準
備
書
面
(第
４
回
)(
民
事
訴
訟
で
の
提
出
資
料
)

資
料
４

Ⅹ
よ
り
監
査
対
象
機
関
へ
送
付
し
た
メ
ー
ル
(平
成
19
年
5月
22
日
付
)

資
料
５

Ⅹ
よ
り
監
査
対
象
機
関
へ
送
付
し
た
メ
ー
ル
(平
成
19
年
5月
25
日
付
)

資
料
６

Ⅹ
が
監
査
対
象
機
関
へ
提
出
し
た
文
書
(民
事
訴
訟
で
の
提
出
証
拠
資
料

甲
３
号
証
)

資
料
７

Ⅹ
と
株
式
会
社
Ｂ
の
対
応
経
緯
(民
事
訴
訟
で
の
提
出
証
拠
資
料

甲
２
号
証
)

資
料
８

Ｘ
よ
り
監
査
対
象
機
関
へ
送
付
し
た
メ
ー
ル
(平
成
19
年
6月
1日
付
)

意
見
書
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
っ
た
。

ア
以
下
の
(ｱ
)、
(ｲ
)に
よ
り
、
業
務
怠
慢
に
よ
る
重
大
な
過
失
が
存
在
す
る
。

(ｱ
)
監
査
対
象
機
関
は
、
Ａ
株
式
会
社
代
理
人
弁
護
士
か
ら
行
わ
れ
た
以
下
の
ａ
～
ｃ
に
関
す
る
今
後

の
計
画
に
つ
い
て
、
確
認
す
る
こ
と
も
な
く
鵜
呑
み
に
し
て
お
り
、
廃
液
処
理
施
設
を
継
続
使
用

さ
せ
る
前
提
条
件
に
つ
い
て
、
納
税
者
か
ら
税
金
を
預
か
り
そ
れ
を
原
資
と
し
て
行
わ
れ
て
い
る

融
資
に
対
し
県
行
政
機
関
と
し
て
当
然
行
う
べ
き
客
観
的
な
確
認
作
業
を
行
わ
な
か
っ
た
た
め
結

果
的
に
は
全
て
不
履
行
と
な
っ
て
お
り
、
業
務
怠
慢
に
よ
る
過
失
が
存
在
す
る
。

ａ
株
式
会
社
Ｂ
は
、
Ａ
株
式
会
社
の
元
従
業
員
を
ほ
と
ん
ど
再
雇
用
し
て
い
な
い
。

Ａ
株
式
会
社
の
元
従
業
員
で
、
再
雇
用
さ
れ
た
正
規
従
業
員
は
、
株
式
会
社
Ｂ
の
代
表
者
の
一

人
と
な
っ
た
Ｕ
氏
の
一
人
の
み
で
あ
り
、
そ
の
他
の
正
規
従
業
員
は
、
現
在
は
離
散
状
態
と
な

っ
て
い
る
。
ま
た
、
元
パ
ー
ト
従
業
員
に
確
認
し
た
と
こ
ろ
、
パ
ー
ト
従
業
員
に
つ
い
て
も
、

Ｙ
社
長
だ
か
ら
勤
め
て
い
た
と
い
う
者
が
多
く
、
ほ
と
ん
ど
は
、
株
式
会
社
Ｂ
で
は
就
業
し
て

い
な
い
こ
と
も
判
明
し
て
い
る
。

ｂ
株
式
会
社
Ｂ
は
、
Ａ
株
式
会
社
が
倒
産
す
る
ま
で
の
従
業
員
の
未
払
い
給
与
も
含
め
、
Ａ
株
式

会
社
の
債
務
を
何
ら
引
継
い
で
い
な
い
。

ｃ
株
式
会
社
Ｂ
と
Ａ
株
式
会
社
の
間
で
結
ば
れ
た
唯
一
の
契
約
は
、
車
両
・
資
材
等
の
動
産
の
売

買
契
約
で
あ
り
、
監
査
対
象
機
関
が
後
述
し
て
い
る
、
廃
液
処
理
施
設
の
賃
貸
契
約
や
事
業
譲

渡
等
の
契
約
は
存
在
し
な
い
。

(ｲ
)
監
査
対
象
機
関
は
「
こ
れ
に
よ
り
、
従
業
員
の
雇
用
は
確
保
さ
れ
、
廃
液
処
理
施
設
も
引
き
続

き
利
用
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
」
と
陳
述
し
て
い
る
が
、
公
正
証
書
の
第
拾
条
で
は
、「
乙
(Ａ
株
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式
会
社
)は
、
書
面
に
よ
る
甲
(福
岡
県
)の
承
諾
を
得
た
う
え
で
な
け
れ
ば
対
象
施
設
を
改
造
し
、

目
的
以
外
に
使
用
し
、
譲
渡
し
、
貸
与
し
、
使
用
を
中
止
若
し
く
は
そ
の
運
営
を
他
人
に
委
託
し
、

ま
た
は
物
権
を
設
定
す
る
一
切
の
処
分
行
為
を
し
て
は
な
ら
な
い
」
と
あ
る
が
、
監
査
対
象
機
関

は
、
本
公
正
証
書
を
業
務
怠
慢
に
よ
り
無
視
し
、
書
面
に
よ
る
承
諾
行
為
を
経
な
い
ま
ま
株
式
会

社
Ｂ
の
使
用
を
黙
認
し
た
た
め
、
本
廃
液
処
理
施
設
が
、
現
在
ま
で
、
契
約
行
為
が
な
い
ま
ま
使

用
継
続
さ
れ
る
き
っ
か
け
と
な
っ
て
お
り
過
失
が
存
在
す
る
。
(資
料
１
)

イ
監
査
対
象
機
関
は
、
債
権
の
回
収
手
段
と
し
て
譲
渡
担
保
物
件
で
あ
る
廃
液
処
理
施
設
か
ら
回
収
す

る
方
法
が
残
る
の
み
と
認
識
し
、
Ａ
株
式
会
社
の
土
地
・
工
場
建
物
の
競
売
落
札
者
へ
本
廃
液
処
理

施
設
を
使
用
又
は
売
却
す
る
こ
と
に
よ
り
債
権
回
収
を
図
る
計
画
を
立
て
た
。
そ
の
後
、
監
査
対
象

機
関
は
、
株
式
会
社
Ｂ
が
平
成
17
年
9月
26
日
～
平
成
17
年
10
月
17
日
の
特
別
売
却
期
間
中
に
落
札
し

た
に
も
拘
ら
ず
、
平
成
20
年
9月
現
在
ま
で
の
約
3カ
年
間
に
渡
っ
て
、
当
初
計
画
を
履
行
す
る
こ
と

な
ど
全
く
債
権
回
収
の
行
為
を
行
っ
て
い
な
い
。
本
来
で
あ
る
な
ら
ば
、
監
査
対
象
機
関
は
、
廃
液

処
理
施
設
の
抜
本
的
な
解
決
が
で
き
る
ま
で
の
対
応
と
し
て
、
株
式
会
社
Ｂ
と
交
渉
を
行
う
こ
と
に

よ
り
暫
定
的
に
使
用
料
を
徴
収
す
る
な
ど
の
債
権
回
収
の
手
段
が
あ
っ
た
は
ず
で
あ
る
。
し
か
し
な

が
ら
、
株
式
会
社
Ｂ
が
落
札
し
た
後
、
現
在
に
至
る
ま
で
、
債
権
を
回
収
し
て
い
く
と
い
う
意
思
が

全
く
見
ら
れ
ず
、
業
務
怠
慢
に
よ
り
債
権
回
収
を
行
っ
て
お
ら
ず
、
重
大
な
過
失
が
存
在
す
る
。

ウ
監
査
対
象
機
関
の
陳
述
は
、
(ｱ
)、
(ｲ
)に
お
い
て
、
自
ら
が
都
合
の
良
い
よ
う
に
事
実
を
歪
曲
し
て

い
る
。

(ｱ
)
平
成
18
年
12
月
に
、
確
か
に
Ｘ
は
ふ
く
お
か
サ
ー
ビ
サ
ー
の
担
当
者
と
面
談
を
行
っ
た
が
、
ふ

く
お
か
サ
ー
ビ
サ
ー
の
担
当
者
と
の
面
談
は
、
監
査
対
象
機
関
が
陳
述
し
て
い
る
よ
う
に
、
ふ
く

お
か
サ
ー
ビ
サ
ー
か
ら
の
働
き
か
け
で
な
く
、
面
談
の
ア
ポ
イ
ン
ト
は
Ｘ
か
ら
行
っ
た
も
の
で
あ

る
。 ア
ポ
イ
ン
ト
ま
で
の
経
緯
は
以
下
の
と
お
り
。
(資
料
２
)

ａ
平
成
18
年
1月
頃
、
Ａ
株
式
会
社
代
理
人
弁
護
士
か
ら
Ｘ
へ
、
福
岡
県
が
廃
液
処
理
施
設
の
件

で
話
が
あ
る
と
の
こ
と
で
、
福
岡
県
と
連
絡
を
と
っ
て
ま
た
電
話
す
る
と
の
こ
と
で
あ
っ
た
。

ｂ
平
成
18
年
11
月
頃
、
Ａ
株
式
会
社
代
理
人
弁
護
士
か
ら
の
連
絡
が
な
か
っ
た
た
め
、
Ｘ
よ
り

弁
護
士
へ
連
絡
を
行
っ
た
と
こ
ろ
、
福
岡
県
よ
り
Ｘ
へ
電
話
を
す
る
手
は
ず
に
な
っ
て
い
た
と

の
説
明
。
電
話
が
な
い
の
な
ら
、
Ｘ
よ
り
、
ふ
く
お
か
サ
ー
ビ
サ
ー
へ
連
絡
を
し
て
欲
し
い
と

の
こ
と
で
あ
っ
た
。

ｃ
平
成
18
年
12
月
頃
、
Ｘ
よ
り
ふ
く
お
か
サ
ー
ビ
サ
ー
担
当
者
へ
ア
ポ
イ
ン
ト
を
行
っ
た
。
な

お
、
民
事
訴
訟
に
お
い
て
は
、
資
料
２
の
内
容
に
つ
い
て
、
福
岡
県
か
ら
は
反
対
意
見
は
行
わ

れ
て
い
な
い
。

(ｲ
)
ふ
く
お
か
サ
ー
ビ
サ
ー
か
ら
は
、
廃
液
処
理
施
設
の
処
分
の
意
向
と
い
う
曖
昧
な
内
容
で
な
く
、

買
取
可
能
な
金
額
ま
で
求
め
ら
れ
た
も
の
で
、
土
地
所
有
者
へ
の
明
確
な
買
取
の
要
請
で
あ
っ
た
。

こ
の
買
取
要
請
に
対
し
、
Ｘ
は
、
廃
液
処
理
施
設
が
不
要
な
物
件
で
あ
る
た
め
、
１
円
と
の
買
取

価
格
の
提
示
を
行
っ
た
。（
資
料
３
）

エ
監
査
対
象
機
関
は
、「
底
地
の
贈
与
は
詐
害
行
為
に
当
た
る
可
能
性
が
高
く
、
県
と
し
て
は
、
贈
与

の
事
実
が
判
明
し
た
時
点
で
詐
害
行
為
に
よ
る
取
消
し
を
求
め
る
こ
と
も
可
能
で
あ
っ
た
」
と
陳
述

し
て
い
る
が
、
Ｙ
か
ら
子
Ｘ
へ
の
底
地
の
贈
与
は
、
民
法
第
42
4条
第
1項
の
た
だ
し
書
き
に
相
当
す

る
も
の
で
詐
害
行
為
に
は
あ
た
ら
な
い
こ
と
は
明
白
で
あ
り
、
全
く
虚
偽
の
陳
述
で
あ
る
。

�

�

�

�

�

�
�
�

�

�

�

�

�

�

�
�

�
	




�
�

��



－
11
－

(ｱ
)
詐
害
行
為
取
消
権
と
は
、
債
権
者
取
消
権
、
廃
罷
訴
権
と
も
い
わ
れ
、
債
権
者
が
債
務
者
の
法

律
行
為
を
一
定
の
要
件
の
下
に
取
消
し
て
し
ま
う
こ
と
が
で
き
る
権
利
で
あ
る
。
民
法
第
42
4条
に

お
い
て
以
下
の
と
お
り
規
定
さ
れ
て
い
る
。

民
法
第
42
4条

１
債
権
者
は
、
債
務
者
が
債
権
者
を
害
す
る
こ
と
を
知
っ
て
し
た
法
律
行
為
の
取
消
し

を
裁
判
所
に
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
そ
の
行
為
に
よ
っ
て
利
益
を
受

け
た
者
又
は
転
得
者
が
そ
の
行
為
又
は
転
得
の
時
に
お
い
て
債
権
者
を
害
す
べ
き
事

実
を
知
ら
な
か
っ
た
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

２
前
項
の
規
定
は
、
財
産
権
を
目
的
と
し
な
い
法
律
行
為
に
つ
い
て
は
、
適
用
し
な
い
。

(ｲ
)
廃
液
処
理
施
設
が
設
置
さ
れ
て
い
る
底
地
の
地
目
は
「
田
」
で
、
Ｘ
の
祖
父
の
時
代
か
ら
他
の

田
畑
と
と
も
に
、
農
業
を
営
む
た
め
に
相
続
さ
れ
て
き
た
農
地
の
１
つ
で
あ
る
。

(ｳ
)
本
来
は
、
Ｙ
が
農
業
を
行
う
べ
き
で
あ
っ
た
が
、
Ｙ
は
会
社
経
営
に
多
忙
で
あ
っ
た
た
め
、
農

地
法
で
定
め
ら
れ
た
十
分
な
農
業
経
営
が
で
き
て
い
な
か
っ
た
。
こ
の
た
め
、
土
地
改
良
区
世
話

役
か
ら
、
土
地
改
良
事
業
に
併
せ
て
行
わ
れ
る
土
地
換
地
の
た
め
の
所
有
権
移
転
登
記
時
に
、
Ｙ

か
ら
子
Ｘ
へ
贈
与
を
お
こ
な
い
、
会
社
員
で
あ
る
Ｘ
が
兼
業
農
家
と
し
て
適
正
な
農
業
経
営
を
お

こ
な
っ
て
ほ
し
い
と
の
要
請
が
あ
っ
た
た
め
、
農
地
法
第
３
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
Ｙ
か
ら
子
Ｘ

へ
贈
与
の
手
続
き
を
行
っ
た
も
の
で
あ
る
。
(世
話
役
か
ら
の
要
請
は
、
農
地
の
維
持
費
等
の
不
払

等
も
あ
っ
た
た
め
共
有
費
用
等
の
適
正
化
を
図
り
た
い
等
の
意
向
も
あ
っ
た
)

(ｴ
)
さ
ら
に
、
Ｘ
は
Ａ
株
式
会
社
の
経
営
及
び
債
権
、
債
務
等
全
く
利
害
関
係
の
な
い
個
人
で
あ
り
、

一
会
社
員
と
し
て
、
Ａ
株
式
会
社
と
は
全
く
関
係
が
な
い
企
業
の
社
員
で
あ
る
た
め
、
Ａ
株
式
会

社
の
経
営
状
態
に
つ
い
て
は
知
る
立
場
に
な
か
っ
た
。

(ｵ
)
以
上
に
よ
り
、
民
法
第
42
4条
の
１
項
の
規
定
の
た
だ
し
書
き
に
明
ら
か
に
該
当
す
る
た
め
、
監

査
対
象
機
関
が
「
可
能
で
あ
っ
た
」
と
陳
述
し
て
い
る
よ
う
な
事
実
は
な
く
、
全
く
法
的
な
根
拠

が
な
い
虚
偽
の
陳
述
で
あ
る
。

(ｶ
)
ま
た
、「
し
か
し
、
底
地
」
以
降
の
文
書
（
Ｐ
8、
6行
目
）
は
詐
害
行
為
取
消
の
可
能
性
と
の
因

果
関
係
が
不
明
で
あ
る
。
(何
ら
因
果
関
係
が
見
出
せ
な
い
か
又
は
全
く
因
果
関
係
の
な
い
も
の
を

無
理
や
り
く
っ
つ
け
て
い
る
)

オ
監
査
対
象
機
関
が
、
陳
述
で
述
べ
て
い
る
Ｘ
の
提
案
は
、
福
岡
県
と
し
て
最
も
受
け
容
れ
難
い
提

案
の
み
を
陳
述
し
て
お
り
、
実
際
に
は
Ｘ
の
提
案
は
多
数
に
及
ん
で
お
り
、
監
査
対
象
機
関
は
請
求

人
が
行
っ
た
提
案
の
中
で
福
岡
県
が
最
も
受
け
入
れ
難
い
提
案
を
引
合
い
に
出
す
こ
と
で
、
事
実
を

歪
曲
し
て
い
る
。
請
求
人
が
行
っ
た
提
案
は
以
下
の
と
お
り
。
カ
ッ
コ
内
は
提
案
に
対
す
る
福
岡
県

の
対
応
結
果
。
(資
料
４
、
５
、
６
)

(ｱ
)
廃
液
処
理
施
設
を
福
岡
県
が
Ｘ
へ
売
却
し
、
Ｘ
が
底
地
と
と
も
に
売
却
す
る
方
法
(福
岡
県
が
話

合
い
に
応
じ
て
こ
な
か
っ
た
た
め
、
具
体
化
が
で
き
な
か
っ
た
)

(ｲ
)
監
査
対
象
機
関
が
引
合
い
に
し
た
方
法
(監
査
対
象
機
関
が
陳
述
し
た
よ
う
な
内
容
で
拒
絶
さ
れ

た
)

(ｳ
)
廃
液
処
理
施
設
を
福
岡
県
が
Ｘ
へ
売
却
し
、
Ｘ
が
株
式
会
社
Ｂ
へ
貸
出
す
方
法
(福
岡
県
が
話
合

い
に
応
じ
て
こ
な
か
っ
た
た
め
、
具
体
化
が
で
き
な
か
っ
た
)

カ
監
査
対
象
機
関
は
、「
19
年
5月
の
時
点
に
お
い
て
、
関
係
者
間
で
の
協
議
を
提
案
し
た
が
、
Ｘ
は
直

接
交
渉
す
る
つ
も
り
は
な
い
と
の
回
答
で
あ
っ
た
」
と
陳
述
し
て
い
る
が
、
こ
れ
は
全
く
の
虚
偽
の
陳
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述
で
あ
る
。
関
係
３
者
(福
岡
県
、
株
式
会
社
Ｂ
、
Ｘ
)間
で
の
協
議
を
求
め
た
の
は
、
Ｘ
で
あ
り
、
株

式
会
社
Ｂ
の
Ｍ
氏
は
協
議
に
応
じ
た
が
、
福
岡
県
の
み
が
協
議
に
応
じ
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。
株
式
会

社
Ｂ
と
は
、
廃
液
処
理
施
設
の
底
地
部
分
を
除
い
て
、
平
成
20
年
１
月
よ
り
賃
貸
借
契
約
を
完
了
し
て

お
り
、
廃
液
処
理
施
設
の
件
に
つ
い
て
は
、
福
岡
県
が
交
渉
の
テ
ー
ブ
ル
に
着
く
よ
う
に
な
っ
て
か
ら
、

関
係
者
間
で
話
し
合
い
を
行
う
こ
と
で
合
意
し
て
い
る
。
請
求
人
は
こ
れ
に
つ
い
て
は
、
証
拠
を
提
出

す
る
の
で
、
監
査
対
象
機
関
も
証
拠
を
も
っ
て
対
応
さ
れ
た
し
。
(資
料

４
、
５
、
６
、
７
、
８
)

な
お
、
民
事
訴
訟
に
お
い
て
、
資
料
７
の
内
容
に
つ
い
て
は
、
福
岡
県
か
ら
は
反
対
意
見
は
行
わ
れ

て
い
な
い
。

キ
監
査
対
象
機
関
は
、「
Ａ
株
式
会
社
の
任
意
整
理
か
ら
株
式
会
社
Ｂ
へ
の
営
業
譲
渡
」
と
陳
述
し
て

い
る
が
、
Ａ
株
式
会
社
の
債
権
、
債
務
、
営
業
権
を
引
き
継
ぐ
よ
う
な
法
的
な
営
業
譲
渡
は
行
わ
れ
て

い
な
い
の
は
明
白
で
あ
る
。
さ
ら
に
、
平
成
19
年
12
月
末
、
監
査
対
象
機
関
の
職
員
が
Ｙ
宅
を
訪
問
し

て
い
る
が
、
こ
の
時
、
廃
液
処
理
施
設
に
つ
い
て
は
、
Ｙ
の
子
Ｘ
へ
取
扱
い
を
一
任
し
て
い
る
と
伝
え

て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
廃
液
処
理
施
設
の
今
後
の
対
応
に
つ
い
て
Ｘ
へ
何
の
打
診
も
行
わ
な
い
で
、

逆
に
Ｘ
か
ら
の
協
議
要
請
を
拒
否
し
て
い
る
。
監
査
対
象
機
関
は
、「
詳
細
は
確
認
で
き
な
か
っ
た
」

と
陳
述
し
て
い
る
が
、
必
要
な
対
応
を
行
わ
な
い
で
、
未
だ
に
何
を
確
認
し
よ
う
と
し
て
い
る
の
か
疑

わ
ざ
る
得
な
い
。
(資
料
３
)

な
お
、
民
事
訴
訟
に
お
い
て
、
資
料
３
の
内
容
に
つ
い
て
は
、
福
岡
県
か
ら
は
反
対
意
見
は
行
わ
れ

て
い
な
い
。

ク
以
上
を
ま
と
め
る
と
、
業
務
怠
慢
に
よ
る
重
過
失
の
存
在
(ｱ
)、
そ
の
過
失
を
覆
い
隠
し
自
ら
の
正

当
性
を
主
張
す
る
た
め
事
実
を
歪
曲
又
は
虚
偽
の
陳
述
(ｲ
)が
存
在
し
、
監
査
対
象
機
関
の
責
任
は
回

避
さ
れ
得
な
い
。

(ｱ
)
監
査
対
象
機
関
は
、「
Ａ
株
式
会
社
の
従
業
員
が
解
雇
さ
れ
る
こ
と
な
く
株
式
会
社
Ｂ
で
雇
用
さ

れ
て
い
る
こ
と
な
ど
も
考
慮
し
つ
つ
、
こ
れ
ま
で
、
上
述
の
よ
う
な
努
力
を
続
け
て
き
た
と
こ
ろ

で
あ
り
」
と
陳
述
し
て
い
る
が
、
業
務
怠
慢
に
よ
り
以
下
の
重
大
な
過
失
が
存
在
す
る
こ
と
に
よ

り
廃
液
処
理
施
設
の
債
権
が
未
回
収
と
な
っ
て
い
る
と
判
断
さ
れ
る
。

ａ
ア
(ｱ
)で
意
見
を
述
べ
て
い
る
よ
う
に
、
業
務
怠
慢
に
よ
り
、
債
権
者
集
会
で
Ａ
株
式
会
社
代

理
人
Ｚ
弁
護
士
の
発
言
を
鵜
呑
み
し
、
客
観
的
な
証
拠
に
よ
り
確
認
を
行
わ
な
か
っ
た
こ
と
に

よ
る
重
大
な
過
失

ｂ
ア
(ｲ
)で
意
見
を
述
べ
て
い
る
よ
う
に
、
監
査
対
象
機
関
は
、
公
正
証
書
を
業
務
怠
慢
に
よ
り

無
視
し
、
書
面
に
よ
る
承
諾
行
為
を
経
な
い
ま
ま
株
式
会
社
Ｂ
の
使
用
を
黙
認
し
た
た
め
、
本

廃
液
処
理
施
設
に
つ
い
て
、
現
在
ま
で
、
契
約
行
為
が
な
い
ま
ま
使
用
継
続
さ
れ
る
き
っ
か
け

と
な
っ
た
こ
と
に
よ
る
重
大
な
過
失

ｃ
イ
で
意
見
を
述
べ
て
い
る
よ
う
に
、
監
査
対
象
機
関
は
、
株
式
会
社
Ｂ
が
落
札
し
た
後
、
現

在
に
至
る
ま
で
、
業
務
怠
慢
に
よ
り
債
権
を
回
収
し
て
行
く
と
い
う
意
思
、
及
び
実
現
可
能
な

行
為
が
全
く
見
ら
れ
な
い
こ
と
に
よ
る
重
大
な
過
失

(ｲ
)
監
査
対
象
機
関
は
、
自
ら
が
正
当
性
を
主
張
す
る
事
実
を
歪
曲
又
は
虚
偽
の
陳
述
を
行
っ
て
い

る
。

ａ
ウ
(ｱ
)で
意
見
を
述
べ
て
い
る
よ
う
に
、
ふ
く
お
か
サ
ー
ビ
サ
ー
の
担
当
者
と
の
面
談
は
、
監

査
対
象
機
関
が
陳
述
し
て
い
る
よ
う
に
、
ふ
く
お
か
サ
ー
ビ
サ
ー
か
ら
の
働
き
か
け
で
な
く
、

面
談
の
ア
ポ
イ
ン
ト
は
Ｘ
か
ら
行
っ
た
も
の
で
あ
る
。
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ｂ
エ
で
意
見
を
述
べ
て
い
る
よ
う
に
、
詐
害
行
為
取
消
に
つ
い
て
も
、
Ｙ
か
ら
子
Ｘ
へ
の
底
地

の
贈
与
は
、
民
法
第
42
4条
の
規
定
か
ら
詐
害
行
為
に
は
あ
た
ら
な
い
こ
と
は
明
白
で
あ
り
、
全

く
虚
偽
の
陳
述
で
あ
る
。

ｃ
オ
で
意
見
を
述
べ
て
い
る
よ
う
に
、
監
査
対
象
機
関
は
、
Ｘ
が
提
案
し
た
中
で
、
福
岡
県
と

し
て
最
も
受
け
容
れ
難
い
提
案
の
み
を
陳
述
す
る
こ
と
に
よ
り
、
廃
液
処
理
施
設
に
関
す
る
解

決
へ
の
打
開
策
に
つ
い
て
自
ら
の
責
任
を
回
避
し
よ
う
と
し
て
い
る
。

ｄ
カ
で
意
見
を
述
べ
て
い
る
よ
う
に
、「
19
年
5月
の
時
点
に
お
い
て
、
関
係
者
間
で
の
協
議
を

提
案
し
た
が
、
Ｘ
は
直
接
交
渉
す
る
つ
も
り
は
な
い
と
の
回
答
で
あ
っ
た
」
と
陳
述
し
て
い
る

が
、
意
図
的
に
「
19
年
5月
の
時
点
で
」
と
い
う
曖
昧
な
表
現
で
、
自
ら
の
責
任
を
回
避
し
よ
う

と
し
全
く
の
虚
偽
の
陳
述
と
な
っ
て
い
る
。
関
係
３
者
(福
岡
県
、
株
式
会
社
Ｂ
、
Ｘ
)間
で
の

協
議
を
求
め
た
の
は
、
Ｘ
で
あ
り
、
株
式
会
社
Ｂ
の
Ｍ
氏
は
協
議
に
応
じ
た
が
、
福
岡
県
の
み

が
協
議
に
応
じ
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。

ｅ
キ
で
意
見
を
述
べ
て
い
る
よ
う
に
、
平
成
19
年
12
月
末
、
監
査
対
象
機
関
の
職
員
が
Ｙ
氏
宅

を
訪
問
し
て
い
る
が
、
こ
の
時
、
廃
液
処
理
施
設
に
つ
い
て
は
、
Ｙ
の
子
Ｘ
へ
取
扱
を
一
任
し

て
い
る
と
伝
え
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
後
の
対
応
に
つ
い
て
Ｘ
へ
何
の
打
診
も
行
わ

な
い
で
、
逆
に
Ｘ
か
ら
の
協
議
要
請
を
拒
否
し
て
い
る
。

(ｳ
)
監
査
対
象
機
関
は
、「
こ
の
施
設
の
所
有
権
を
Ａ
株
式
会
社
か
ら
株
式
会
社
Ｂ
に
移
し
、
株
式
会

社
Ｂ
が
Ａ
株
式
会
社
に
対
し
て
支
払
っ
た
売
却
代
金
を
回
収
す
る
こ
と
で
、
債
権
回
収
を
図
り
た

い
と
考
え
て
い
る
」
と
陳
述
し
て
い
る
が
、
廃
液
処
理
施
設
は
、
こ
れ
が
設
置
す
る
土
地
に
対
し

占
有
権
限
が
な
い
も
の
で
あ
り
、
不
法
占
拠
物
件
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
も
の
を
、
地
権

者
の
了
解
な
く
し
て
、
福
岡
県
の
権
限
で
売
却
に
よ
り
株
式
会
社
Ｂ
へ
所
有
権
を
移
転
で
き
る
と

は
考
え
ら
れ
な
い
。

(2
)
請
求
人
の
陳
述
に
対
す
る
監
査
対
象
機
関
の
意
見

請
求
人
の
陳
述
に
対
し
、
平
成
20
年
9月
18
日
に
監
査
対
象
機
関
か
ら
意
見
書
が
提
出
さ
れ
た
。

意
見
書
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
っ
た
。

請
求
人
は
、
陳
述
の
冒
頭
で
、「
商
工
部
長
等
は
、
Ｈ
15
年
頃
か
ら
現
在
に
至
る
ま
で
、
福
岡
県
が
財

産
権
を
有
す
る
廃
液
処
理
施
設
に
つ
い
て
、
本
件
施
設
が
設
置
す
る
土
地
の
地
権
者
か
ら
の
撤
去
し
て

ほ
し
い
と
の
要
請
に
対
し
て
、
譲
渡
担
保
権
を
盾
に
本
件
施
設
の
債
権
回
収
が
完
了
す
る
ま
で
は
、
撤

去
で
き
な
い
と
回
答
し
つ
つ
、
株
式
会
社
Ｂ
が
無
断
使
用
す
る
の
を
黙
認
、
便
宜
供
与
を
行
っ
て
債
権

回
収
を
放
棄
し
、
金
1,
76
1万
6千
円
の
損
害
が
発
生
し
て
い
る
。」
と
述
べ
て
い
る
。

し
か
し
、
県
は
本
件
施
設
の
所
有
者
で
は
な
く
、
債
権
回
収
を
担
保
す
る
と
い
う
目
的
の
も
と
に
譲

渡
担
保
権
を
有
し
て
い
る
の
み
で
、
本
件
施
設
を
撤
去
す
る
理
由
と
権
原
は
な
く
、
そ
の
旨
を
回
答
し

た
に
過
ぎ
な
い
。

ま
た
、
県
は
、
債
権
回
収
に
関
し
て
高
度
な
知
識
と
ノ
ウ
ハ
ウ
を
有
す
る
サ
ー
ビ
サ
ー
に
委
託
し
て
、

株
式
会
社
Ｂ
と
施
設
の
取
得
に
つ
い
て
交
渉
を
行
っ
て
い
る
。
こ
れ
は
、
ま
さ
に
県
が
債
権
回
収
を
図

る
意
思
を
強
く
も
っ
て
い
る
こ
と
を
表
す
も
の
で
あ
る
。

こ
の
よ
う
に
、
県
に
便
宜
供
与
を
行
う
意
図
及
び
事
実
は
一
切
な
く
、
請
求
人
の
陳
述
は
全
く
根
拠

の
な
い
も
の
で
あ
る
。

県
の
こ
れ
ま
で
の
対
応
に
つ
い
て
は
、
陳
述
し
た
と
お
り
で
あ
る
。
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な
お
、
県
の
行
為
と
し
て
補
足
説
明
が
な
さ
れ
た
部
分
に
つ
い
て
は
、
次
の
箇
所
に
つ
い
て
反
論
す

る
。

ア
請
求
人
は
、「
平
成
19
年
5月
に
、
県
庁
内
で
県
の
担
当
者
と
面
談
を
行
っ
た
時
、
土
地
と
セ
ッ
ト

で
売
買
す
る
こ
と
を
提
案
し
た
。」
と
陳
述
し
た
。

し
か
し
、
県
は
こ
の
よ
う
な
提
案
は
受
け
て
い
な
い
。
そ
も
そ
も
、
平
成
19
年
5月
21
日
に
提
出
さ

れ
た
文
書
で
は
、「
私
が
所
有
し
て
い
る
土
地
は
農
地
で
あ
り
、
祖
父
の
時
代
か
ら
農
業
を
相
続
す
る

た
め
に
私
が
所
有
す
る
こ
と
に
な
っ
た
土
地
で
あ
り
、
父
が
事
業
を
す
る
た
め
に
一
時
的
に
埋
め
立

て
た
土
地
で
あ
る
。
父
が
事
業
を
や
め
た
か
ら
に
は
、
農
地
と
し
て
使
う
と
い
う
の
が
私
の
役
割
と

認
識
し
て
い
る
。」
と
記
載
さ
れ
て
お
り
、
同
時
期
に
一
方
で
農
地
と
し
て
使
用
す
る
と
明
確
に
意
思

表
示
し
、
他
方
で
は
土
地
を
売
却
す
る
と
提
案
し
た
と
い
う
請
求
人
の
主
張
は
、
全
く
矛
盾
し
て
お

り
、
破
綻
を
き
た
し
て
い
る
。

ま
た
、
請
求
人
か
ら
の
県
あ
て
の
メ
ー
ル
に
も
、
土
地
と
セ
ッ
ト
で
売
買
す
る
と
い
う
提
案
に
関

す
る
記
述
は
な
い
。

イ
請
求
人
は
、「
平
成
19
年
5月
に
、
請
求
人
が
本
件
施
設
に
つ
い
て
今
後
の
取
扱
方
針
を
確
認
し
た

時
、
県
の
担
当
者
が
『
本
件
施
設
に
つ
い
て
は
現
状
の
ま
ま
何
も
起
こ
さ
な
い
こ
と
が
方
針
だ
。』
と

説
明
を
行
っ
た
。」
と
陳
述
し
た
。

し
か
し
、
県
は
こ
の
よ
う
な
説
明
を
一
切
行
っ
て
い
な
い
。
県
は
実
際
に
株
式
会
社
Ｂ
や
請
求
人

と
施
設
の
取
得
に
つ
い
て
交
渉
を
行
っ
て
お
り
、
一
貫
し
て
施
設
の
処
分
に
よ
り
債
権
回
収
を
図
る

強
い
意
思
を
示
し
て
い
た
。
請
求
人
は
意
図
的
に
曲
解
し
、
県
の
発
言
を
捏
造
し
て
い
る
。
こ
の
よ

う
な
請
求
人
の
主
張
は
許
さ
れ
る
も
の
で
は
な
く
、
強
く
抗
議
す
る
も
の
で
あ
る
。

ウ
請
求
人
は
、「
平
成
20
年
1月
、
請
求
人
が
、
本
件
施
設
が
占
有
し
て
い
る
部
分
を
除
い
て
株
式
会

社
Ｂ
と
土
地
賃
貸
借
契
約
を
締
結
し
た
た
め
、
関
係
３
者
で
の
協
議
に
応
じ
る
よ
う
要
請
し
た
が
、

県
が
拒
否
し
た
。」
と
陳
述
し
た
。

確
か
に
株
式
会
社
Ｂ
と
の
土
地
賃
貸
借
契
約
締
結
の
連
絡
は
受
け
た
が
、
県
は
関
係
３
者
で
の
協

議
の
要
請
は
受
け
て
い
な
い
。
県
と
し
て
も
何
と
か
解
決
を
図
り
た
い
と
考
え
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ

る
た
め
、
こ
の
よ
う
な
提
案
を
受
け
て
い
れ
ば
、
当
然
に
協
議
に
応
じ
て
い
た
。
県
が
拒
否
し
た
と

い
う
請
求
人
の
主
張
は
全
く
事
実
に
反
し
て
い
る
。

な
お
、
県
は
、
平
成
19
年
5月
の
時
点
で
、
関
係
者
間
で
の
協
議
を
提
案
し
た
が
、
請
求
人
は
こ
れ

を
拒
否
し
て
い
る
う
え
、
平
成
19
年
12
月
19
日
の
請
求
人
か
ら
県
あ
て
の
メ
ー
ル
に
お
い
て
は
、「
県

が
譲
渡
担
保
権
を
実
行
し
な
い
場
合
は
、
浄
化
槽
を
請
求
人
の
所
有
物
と
し
て
登
記
を
行
い
、
株
式

会
社
Ｂ
に
対
し
て
は
、
浄
化
槽
無
断
使
用
の
裁
判
を
起
こ
す
。」
と
述
べ
て
お
り
、
陳
述
内
容
と
全
く

矛
盾
し
て
い
る
。

エ
請
求
人
は
、「
平
成
20
年
2月
4日
、
請
求
人
が
県
に
対
し
て
裁
判
に
訴
え
る
と
伝
え
た
と
こ
ろ
、
県

の
担
当
者
は
2月
8日
の
金
曜
日
ま
で
に
何
ら
か
の
回
答
を
す
る
の
で
待
っ
て
ほ
し
い
と
要
請
し
た
。」

と
陳
述
し
た
が
、
県
は
こ
の
よ
う
な
連
絡
は
受
け
て
い
な
い
。

オ
請
求
人
は
、「
県
と
株
式
会
社
Ｂ
の
社
長
で
あ
る
○
○
市
議
会
議
長
が
密
談
の
上
、
県
が
株
式
会
社

Ｂ
に
対
し
て
便
宜
供
与
を
行
っ
て
い
る
と
推
測
さ
れ
る
。」
と
陳
述
し
た
が
、
冒
頭
で
述
べ
た
よ
う
に

便
宜
供
与
を
行
っ
て
い
る
と
い
う
事
実
は
一
切
な
い
。
請
求
人
が
こ
の
推
測
の
根
拠
と
し
て
い
る
の

は
、
県
と
株
式
会
社
Ｂ
の
社
長
が
、
行
政
機
関
と
政
治
家
で
あ
る
と
い
う
こ
と
の
み
で
あ
る
。
こ
の

こ
と
の
み
で
両
者
が
密
談
し
、
不
法
な
便
宜
供
与
を
行
い
、
悪
質
な
反
社
会
的
行
為
を
行
っ
て
い
る
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と
断
定
し
て
い
る
が
、
本
件
に
関
し
、
両
者
が
ど
の
よ
う
な
形
で
あ
れ
接
触
し
た
こ
と
は
な
い
。
請

求
人
は
、
自
己
に
有
利
な
結
論
を
導
き
出
す
た
め
に
、「
推
測
さ
れ
る
」「
合
理
的
に
解
釈
さ
れ
る
」

と
い
う
言
葉
を
用
い
て
、
自
己
の
現
実
離
れ
し
た
思
い
込
み
を
あ
た
か
も
事
実
で
あ
る
か
の
よ
う
に

述
べ
て
い
る
が
、
こ
れ
は
悪
意
に
満
ち
た
全
く
の
邪
推
で
あ
る
。
監
査
請
求
に
お
い
て
事
実
に
基
づ

か
な
い
こ
の
よ
う
な
陳
述
を
す
る
こ
と
は
、
許
さ
れ
る
べ
き
で
は
な
い
。
強
く
抗
議
す
る
。

ま
た
、
当
該
廃
液
処
理
装
置
は
現
在
で
も
Ａ
株
式
会
社
の
所
有
物
で
あ
り
、
し
た
が
っ
て
そ
の
使

用
に
関
し
て
の
協
議
は
、
本
来
Ａ
株
式
会
社
と
株
式
会
社
Ｂ
と
の
間
で
な
さ
れ
る
べ
き
も
の
で
あ
る
。

７
実
地
監
査

経
営
金
融
課
に
対
し
、
本
件
貸
付
金
に
係
る
債
権
の
管
理
状
況
等
に
つ
い
て
、
平
成
20
年
8月
26
日
、
8月

27
日
及
び
8月
29
日
に
関
係
書
類
の
調
査
及
び
聴
き
取
り
調
査
を
行
っ
た
。

第
４

監
査
の
結
果

１
事
実
関
係
の
確
認

(1
)
本
件
貸
付
金
の
目
的
及
び
貸
付
状
況
等
に
つ
い
て

本
件
貸
付
金
は
、
中
小
企
業
設
備
近
代
化
資
金
貸
付
制
度
に
よ
り
貸
し
付
け
ら
れ
た
も
の
で
あ
る
。

中
小
企
業
設
備
近
代
化
資
金
は
、
中
小
企
業
の
設
備
の
近
代
化
の
促
進
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
に
、

設
備
の
近
代
化
・
合
理
化
を
図
ろ
う
と
す
る
中
小
企
業
に
対
し
、
設
備
導
入
に
必
要
な
資
金
を
貸
し
付

け
る
も
の
で
あ
る
。

本
件
の
貸
付
決
定
は
、
経
営
金
融
課
で
行
わ
れ
た
。

ま
た
、
本
件
貸
付
金
の
債
権
管
理
（
債
権
回
収
等
）
は
、
久
留
米
商
工
事
務
所
が
所
管
し
て
き
た
が
、

平
成
14
年
12
月
26
日
、
西
日
本
新
聞
に
任
意
整
理
が
始
ま
っ
た
と
す
る
記
事
が
掲
載
さ
れ
て
か
ら
は
、

経
営
金
融
課
と
久
留
米
商
工
事
務
所
と
が
共
同
で
行
っ
て
お
り
、
平
成
20
年
度
か
ら
は
、
経
営
金
融
課

で
所
管
し
て
い
る
。

Ａ
株
式
会
社
に
対
す
る
本
件
貸
付
金
に
つ
い
て
は
、（
社
）
中
小
企
業
診
断
協
会
福
岡
県
支
部
の
経
営

診
断
及
び
県
の
貸
付
審
査
会
を
経
て
貸
付
決
定
が
な
さ
れ
、
貸
付
期
間
11
年
（
1年
の
据
置
期
間
を
含
む
）、

元
金
均
等
償
還
、
無
利
子
と
い
う
条
件
で
、
平
成
10
年
3月
30
日
に
廃
液
処
理
装
置
(以
下
「
本
件
施
設
」

と
い
う
。）
導
入
の
た
め
の
資
金
と
し
て
、
22
,8
80
千
円
を
貸
し
付
け
た
も
の
で
あ
る
。

本
件
貸
付
金
に
係
る
償
還
は
、
平
成
11
年
11
月
30
日
を
第
1回
償
還
期
限
と
し
、
平
成
20
年
11
月
30
日

ま
で
の
10
回
の
均
等
年
賦
償
還
で
あ
っ
た
。

本
件
施
設
は
、
土
地
に
定
着
し
た
構
造
物
で
あ
り
、
移
設
が
で
き
る
よ
う
な
も
の
で
は
な
い
。

債
権
の
保
全
措
置
と
し
て
、
貸
付
対
象
の
本
件
施
設
に
譲
渡
担
保
権
及
び
Ａ
株
式
会
社
が
使
用
す
る

土
地
、
建
物
に
抵
当
権
を
設
定
し
、
2名
の
連
帯
保
証
人
（
平
成
11
年
7月
に
1名
を
追
加
し
3名
）
を
徴

し
て
い
る
。

(2
)
本
件
貸
付
金
に
係
る
償
還
状
況
に
つ
い
て

第
1回
償
還
は
、
償
還
期
限
内
で
は
な
か
っ
た
も
の
の
、
全
額
一
括
償
還
が
な
さ
れ
て
い
る
。

し
か
し
、
平
成
12
年
11
月
30
日
の
第
2回
償
還
か
ら
は
、
経
営
状
況
の
悪
化
の
た
め
、
債
務
者
か
ら
の

申
出
に
よ
り
償
還
額
を
さ
ら
に
分
割
し
て
償
還
が
な
さ
れ
て
お
り
、
ま
た
、
第
5回
償
還
以
降
に
つ
い
て

は
、
平
成
15
年
3月
12
日
に
他
の
債
権
者
の
申
立
て
に
よ
る
競
売
開
始
が
決
定
さ
れ
た
た
め
、
金
銭
消
費

貸
借
契
約
公
正
証
書
第
7条
の
規
定
に
基
づ
き
、
平
成
15
年
5月
6日
に
期
限
前
償
還
（
繰
上
償
還
）
の
手
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続
き
が
行
わ
れ
て
い
た
。

償
還
状
況
は
、
貸
付
金
22
,8
80
千
円
に
対
し
て
、
償
還
額
は
5,
26
4千
円
で
あ
り
、
未
償
還
額
は

17
,6
16
千
円
と
な
っ
て
お
り
（
違
約
金
は
除
く
）、
詳
細
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

償
還
期
限

償
還
予
定
額

償
還
額

償
還
年
月
日

未
償
還
額

第
1回

H1
1.
11
.3
0

2,
28
8,
00
0
2,
28
8,
00
0
H1
1.
12
.2
0

20
,5
92
,0
00

第
2回

H1
2.
11
.3
0

2,
28
8,
00
0

30
0,
00
0
H1
3.
9．
3

20
,2
92
,0
00

30
0,
00
0
H1
3.
10
.
2

19
,9
92
,0
00

30
0,
00
0
H1
3.
11
.
1

19
,6
92
,0
00

30
0,
00
0
H1
3.
12
.
3

19
,3
92
,0
00

30
0,
00
0
H1
4.
1.
7

19
,0
92
,0
00

30
0,
00
0
H1
4.
2.
1

18
,7
92
,0
00

30
0,
00
0
H1
4.
3.
1

18
,4
92
,0
00

18
8,
00
0
H1
4.
4.
2

18
,3
04
,0
00

第
3回

H1
3.
11
.3
0

2,
28
8,
00
0

88
,0
00

H1
4.
5.
1

18
,2
16
,0
00

10
0,
00
0
H1
4.
6.
3

18
,1
16
,0
00

10
0,
00
0
H1
4.
7.
2

18
,0
16
,0
00

10
0,
00
0
H1
4.
8.
1

17
,9
16
,0
00

10
0,
00
0
H1
4.
9.
3

17
,8
16
,0
00

10
0,
00
0
H1
4.
10
.
1

17
,7
16
,0
00

10
0,
00
0
H1
4.
11
.
5

17
,6
16
,0
00

第
4回

H1
4.
11
.3
0

2,
28
8,
00
0

0
17
,6
16
,0
00

第
5回

H1
5.
5.
9

13
,7
28
,0
00

0
17
,6
16
,0
00

計
22
,8
80
,0
00

5,
26
4,
00
0

17
,6
16
,0
00

(3
)
本
件
貸
付
金
に
係
る
債
権
回
収
の
取
組
等
に
つ
い
て

ア
債
務
者
で
あ
る
Ａ
株
式
会
社
に
つ
い
て

(ｱ
)
Ａ
株
式
会
社
の
状
況

Ａ
株
式
会
社
は
、
平
成
14
年
12
月
24
日
、
25
日
に
不
渡
り
を
出
し
、
26
日
の
西
日
本
新
聞
に
任

意
整
理
と
の
記
事
が
掲
載
さ
れ
、
30
日
に
銀
行
取
引
停
止
処
分
を
受
け
た
た
め
、
事
実
上
倒
産
し

た
。 平
成
15
年
1月
16
日
に
は
、
Ａ
株
式
会
社
の
負
債
整
理
を
受
任
し
た
Ｚ
弁
護
士
か
ら
県
へ
「
債
務

整
理
開
始
通
知
（
任
意
整
理
）」
が
送
付
さ
れ
、
平
成
18
年
3月
17
日
に
は
、
県
の
債
権
額
に
つ
い

て
は
配
当
の
見
込
み
が
な
い
旨
の
通
知
が
な
さ
れ
て
い
る
。

な
お
、
Ａ
株
式
会
社
は
、
破
産
申
立
て
等
の
法
的
な
措
置
は
と
っ
て
お
ら
ず
、
法
人
登
記
は
残

っ
た
ま
ま
と
な
っ
て
い
る
。

(ｲ
)
Ａ
株
式
会
社
に
対
す
る
取
組

Ａ
株
式
会
社
に
対
し
て
は
、
償
還
が
滞
り
始
め
た
平
成
12
年
12
月
以
降
は
、
速
や
か
に
状
況
把
握

等
の
た
め
の
訪
問
を
行
い
、
経
営
状
況
を
考
慮
の
う
え
、
分
割
償
還
に
よ
り
貸
付
金
債
権
の
回
収

を
進
め
て
い
た
が
、
平
成
14
年
12
月
26
日
、
西
日
本
新
聞
に
任
意
整
理
が
始
ま
っ
た
と
す
る
記
事

�

�

�

�

�

�
�
�

�

�

�

�

�

�

�
�

�
	




�
�

��



－
17
－

が
掲
載
さ
れ
て
以
降
、
経
営
金
融
課
と
久
留
米
商
工
事
務
所
と
が
共
同
で
債
権
回
収
に
あ
た
っ
て

お
り
、
同
日
に
、
債
権
確
保
の
た
め
Ａ
株
式
会
社
を
訪
問
し
、
社
長
か
ら
事
業
継
続
の
意
向
を
確

認
し
て
い
る
。

平
成
15
年
1月
16
日
に
、
Ａ
株
式
会
社
代
理
人
Ｚ
弁
護
士
か
ら
の
債
務
整
理
開
始
通
知
が
な
さ
れ

た
後
は
、
Ａ
株
式
会
社
に
対
し
て
事
実
上
直
接
請
求
等
を
行
う
こ
と
が
で
き
な
く
な
っ
た
こ
と
か

ら
、
Ａ
株
式
会
社
の
代
理
人
で
あ
る
Ｚ
弁
護
士
に
対
し
て
面
談
等
を
行
い
、
債
務
の
整
理
状
況
等

に
つ
い
て
確
認
を
行
っ
て
い
る
。

そ
の
後
、
平
成
18
年
3月
17
日
に
Ｚ
弁
護
士
か
ら
配
当
見
込
み
が
な
い
旨
の
通
知
が
な
さ
れ
て
い

る
。 県
の
事
績
に
よ
っ
て
確
認
し
た
、
Ａ
株
式
会
社
に
対
す
る
詳
細
な
交
渉
経
緯
等
に
つ
い
て
は
、
次

の
と
お
り
で
あ
る
。

H1
2.
11
.3
0

第
2回
償
還
期
限
到
来

H1
2.
12
.
8

第
2回
の
償
還
期
限
ま
で
に
償
還
が
な
か
っ
た
こ
と
か
ら
、
8日
、
14
日
、
19

日
、
25
日
、
Ａ
株
式
会
社
を
訪
問
し
た
が
、
社
長
は
不
在
で
あ
っ
た
。

〜

H1
2.
12
.2
5

H1
2.
12
.2
8

第
2回
償
還
分
に
対
す
る
督
促
状
を
送
付
し
た
。

H1
3.
3.
5

Ａ
株
式
会
社
訪
問
、
第
2回
償
還
分
に
つ
い
て
平
成
13
年
5月
か
ら
月
30
0千

円
の
分
割
償
還
を
約
束
さ
せ
た
。

H1
3.
5.
16

Ａ
株
式
会
社
訪
問
、
前
記
約
束
を
再
確
認
し
た
。

H1
3.
6.
11

Ａ
株
式
会
社
訪
問
、
約
束
の
5月
末
に
入
金
が
な
か
っ
た
た
め
説
明
を
求
め

る
と
と
も
に
、
6月
末
か
ら
手
形
に
よ
る
償
還
を
約
束
さ
せ
、
手
形
の
準
備
が

で
き
た
ら
連
絡
を
依
頼
し
た
。

H1
3.
6.
27

Ａ
株
式
会
社
訪
問
、
6月
末
か
ら
の
償
還
は
困
難
な
こ
と
か
ら
8月
末
か
ら
の

償
還
に
し
て
欲
し
い
旨
の
申
出
が
あ
り
、会
社
の
経
営
状
況
等
の
説
明
を
受
け
、

や
む
を
得
な
い
と
判
断
し
た
。

H1
3.
6.
29

Ａ
株
式
会
社
訪
問
、
8月
末
か
ら
毎
月
30
0千
円
（
平
成
14
年
3月
は
18
8千
円
）

と
す
る
第
2回
償
還
分
に
つ
い
て
の
支
払
誓
約
書
を
受
領
し
た
。

H1
3.
11
.
5

Ａ
株
式
会
社
訪
問
、
第
3回
償
還
分
の
納
付
書
を
手
渡
し
た
が
、
来
年
4月
か

ら
10
回
払
い
の
申
出
が
あ
っ
た
。

H1
3.
11
.3
0

第
3回
償
還
期
限
到
来

H1
3.
12
.1
1

Ａ
株
式
会
社
訪
問
、
第
3回
償
還
分
の
督
促
状
を
手
渡
し
た
。

H1
4.
3.
12

第
3回
償
還
分
に
つ
い
て
協
議
す
る
た
め
、
Ａ
株
式
会
社
を
訪
問
し
た
が
、

社
長
は
不
在
で
あ
っ
た
。

H1
4.
3.
22

Ａ
株
式
会
社
訪
問
、
第
3回
償
還
分
に
つ
い
て
は
4月
か
ら
翌
年
3月
ま
で
毎

月
10
0千
円
(4
月
は
88
千
円
、
12
月
は
1,
20
0千
円
)の
償
還
と
し
、
28
日
に
手

形
を
受
領
す
る
こ
と
と
し
た
。

H1
4.
3.
28

Ａ
株
式
会
社
訪
問
、
手
形
を
受
領
し
、
当
日
、
銀
行
に
預
け
た
(1
2枚
、
計
2,

28
8千
円
）。

H1
4.
7.
31

Ａ
株
式
会
社
訪
問
、
会
社
の
状
況
を
調
査
し
た
。
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H1
4.
11
.
1

Ａ
株
式
会
社
訪
問
、
第
4回
償
還
分
の
納
付
書
を
手
渡
し
た
が
、
現
在
も
会

社
の
経
営
状
況
は
良
く
な
く
、
ま
た
、
第
3回
償
還
分
を
分
割
償
還
中
の
た
め

一
括
償
還
は
困
難
の
模
様
で
あ
っ
た
。

H1
4.
11
.2
6

Ａ
株
式
会
社
の
方
か
ら
電
話
が
あ
り
、
現
在
分
割
償
還
中
で
あ
る
第
3回
償

還
分
に
つ
い
て
11
月
30
日
の
手
形
の
引
き
落
と
し
が
困
難
な
た
め
、
銀
行
か
ら

手
形
を
回
収
す
る
よ
う
要
請
が
あ
っ
た
た
め
、
そ
の
よ
う
に
し
た
。

H1
4.
11
.2
7

Ａ
株
式
会
社
訪
問
、
前
日
の
要
請
に
つ
い
て
は
来
年
3月
の
支
払
い
に
す
る

こ
と
と
し
、
12
月
分
の
手
形
の
取
扱
い
に
つ
い
て
協
議
し
た
。

H1
4.
11
.3
0

第
4回
償
還
期
限
到
来

H1
4.
12
.
2

第
3回
償
還
分
12
月
末
の
手
形
(1
,2
00
千
円
)に
つ
い
て
も
引
き
落
と
し
が
困

難
と
の
相
談
を
受
け
た
。

H1
4.
12
.
9

第
4回
償
還
分
の
督
促
状
を
送
付
し
た
。

H1
4.
12
.2
6

西
日
本
新
聞
に
任
意
整
理
と
の
記
事
が
掲
載
さ
れ
た
た
め
、
債
権
確
保
の
た

め
社
長
と
面
談
し
、
他
の
会
社
の
支
援
を
得
て
操
業
を
継
続
し
た
い
意
向
を
確

認
し
た
。

H1
5.
1.
16

Ａ
株
式
会
社
の
依
頼
を
受
け
た
Ｚ
弁
護
士
か
ら
債
務
整
理
開
始
通
知
(任
意

整
理
)が
あ
っ
た
。

H1
5.
2.
3

Ｚ
弁
護
士
に
対
し
債
権
届
出
書
を
提
出
し
た
（
17
,6
16
千
円
）。

H1
5.
3.
28

債
権
者
集
会
に
お
い
て
、
Ｚ
弁
護
士
か
ら
Ａ
株
式
会
社
は
債
務
の
返
済
能
力

は
全
く
な
く
、
社
長
は
今
後
自
己
破
産
を
行
う
考
え
で
あ
る
こ
と
及
び
従
業
員

救
済
の
た
め
新
た
に
従
業
員
の
一
人
を
代
表
者
と
す
る
株
式
会
社
Ｂ
を
平
成
14

年
12
月
に
設
立
し
、
Ａ
株
式
会
社
の
設
備
等
を
賃
貸
借
契
約
に
よ
り
使
用
し
な

が
ら
、
事
業
を
引
き
継
ぐ
こ
と
に
な
っ
た
と
の
説
明
を
受
け
た
。

H1
5.
5.
7

Ｚ
弁
護
士
と
面
談
し
、
第
5回
償
還
以
降
分
の
繰
上
償
還
通
知
書
を
手
交
す

る
と
と
も
に
、
Ａ
株
式
会
社
の
状
況
を
確
認
し
た
。
Ａ
株
式
会
社
の
元
従
業
員

50
名
を
株
式
会
社
Ｂ
が
引
き
続
き
雇
用
し
て
い
る
と
の
説
明
を
受
け
た
。

H1
5.
5.
19

第
5回
償
還
以
降
分
の
督
促
状
を
送
付
し
た
。

H1
5.
11
.2
1

Ｚ
弁
護
士
と
面
談
し
、
Ａ
株
式
会
社
の
状
況
を
確
認
し
た
。

H1
8.
3.
17

Ｚ
弁
護
士
と
面
談
す
る
と
と
も
に
、
配
当
見
込
み
の
な
い
旨
の
通
知
を
受
領

し
た
。

イ
連
帯
保
証
人
に
つ
い
て

(ｱ
)
連
帯
保
証
人
の
状
況

本
件
貸
付
金
債
権
の
保
全
措
置
と
し
て
、
Ｙ
氏
、
Ｖ
氏
、
Ｗ
氏
の
3名
の
連
帯
保
証
人
を
徴
し
て

い
る
が
、
Ｙ
氏
に
つ
い
て
は
、
平
成
15
年
11
月
4日
に
債
務
整
理
を
委
任
さ
れ
た
Ｚ
弁
護
士
か
ら
債

務
整
理
開
始
通
知
書
（
自
己
破
産
）
が
送
付
さ
れ
、
平
成
18
年
10
月
13
日
に
自
己
破
産
申
立
、
同

年
12
月
27
日
に
破
産
宣
告
・
破
産
廃
止
決
定
が
な
さ
れ
、
平
成
19
年
2月
28
日
に
免
責
決
定
が
な
さ

れ
て
い
る
。

Ｖ
氏
に
つ
い
て
は
、
平
成
15
年
1月
24
日
に
破
産
手
続
き
を
委
任
さ
れ
た
Ｔ
弁
護
士
か
ら
破
産
受

任
通
知
が
な
さ
れ
、
同
年
7月
18
日
に
自
己
破
産
申
立
、
同
年
9月
5日
に
破
産
宣
告
・
破
産
廃
止
決

�

�

�

�

�

�
�
�

�

�

�

�

�

�

�
�

�
	




�
�

��



－
19
－

定
が
な
さ
れ
、
平
成
16
年
2月
10
日
に
免
責
決
定
が
な
さ
れ
て
い
る
。

ま
た
、
Ｗ
氏
に
つ
い
て
は
、
平
成
15
年
2月
6日
に
自
己
破
産
申
立
、
同
年
3月
4日
に
破
産
宣
告

・
破
産
廃
止
決
定
が
な
さ
れ
、
同
年
7月
8日
に
免
責
決
定
が
な
さ
れ
て
い
る
。

(ｲ
)
連
帯
保
証
人
に
対
す
る
取
組

連
帯
保
証
人
に
対
し
て
は
、
Ａ
株
式
会
社
の
償
還
が
滞
り
始
め
た
平
成
13
年
1月
22
日
及
び
任
意

整
理
の
記
事
が
掲
載
さ
れ
た
後
の
平
成
14
年
12
月
27
日
に
滞
納
状
況
が
通
知
さ
れ
て
い
る
。

し
か
し
、
債
権
者
集
会
に
よ
り
Ａ
株
式
会
社
の
事
業
継
続
が
不
可
能
と
判
明
し
た
平
成
15
年
3月

時
点
で
は
、
既
に
Ｗ
氏
は
自
己
破
産
の
申
立
を
行
っ
て
お
り
、
Ｖ
氏
に
つ
い
て
は
弁
護
士
か
ら
自

己
破
産
の
受
任
通
知
が
な
さ
れ
、
ま
た
、
Ｙ
氏
に
つ
い
て
も
債
権
者
集
会
の
場
に
お
い
て
自
己
破

産
を
行
う
と
の
説
明
が
な
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
連
帯
保
証
人
に
対
し
て
履
行
請
求
は
行
わ
れ
て
い

な
い
。

な
お
、
Ｙ
氏
の
自
己
破
産
申
立
は
、
平
成
18
年
10
月
13
日
と
な
っ
て
お
り
、
債
務
整
理
開
始
通

知
か
ら
約
3年
を
要
し
て
い
る
が
、
県
は
、
平
成
15
年
11
月
21
日
、
平
成
18
年
3月
17
日
、
同
年
5月

26
日
、
7月
21
日
、
9月
21
日
に
Ｙ
氏
代
理
人
Ｚ
弁
護
士
に
破
産
申
立
が
遅
れ
て
い
る
理
由
等
に
つ

い
て
確
認
を
行
う
な
ど
、
Ｙ
氏
の
破
産
手
続
き
の
状
況
把
握
に
努
め
て
い
る
。

ウ
抵
当
権
に
つ
い
て

県
が
抵
当
権
を
設
定
し
て
い
た
土
地
、
建
物
に
つ
い
て
は
、
別
の
抵
当
権
者
か
ら
の
申
立
て
に
よ

り
、
平
成
15
年
3月
12
日
に
福
岡
地
方
裁
判
所
○
○
支
部
に
お
い
て
競
売
開
始
決
定
(事
件
番
号
平
成

15
年
(ｹ
)第
16
号
)が
な
さ
れ
、
県
は
、
平
成
15
年
4月
11
日
の
債
権
届
出
の
催
告
書
に
基
づ
き
、
平
成

15
年
5月
6日
に
債
権
届
出
書
を
提
出
し
て
い
る
。

競
売
は
、
平
成
16
年
6月
に
第
1回
目
の
入
札
が
実
施
さ
れ
た
が
、
平
成
16
年
10
月
、
平
成
17
年
4月
、

同
年
9月
の
計
4回
の
入
札
で
も
応
札
者
が
な
く
、
第
4回
目
の
入
札
後
の
特
別
売
却
に
よ
り
株
式
会
社

Ｂ
が
落
札
し
て
い
る
。
県
は
、
平
成
17
年
12
月
14
日
の
配
当
期
日
呼
出
状
及
び
計
算
書
提
出
の
催
告

書
に
よ
り
、
同
年
12
月
19
日
に
債
権
計
算
書
を
福
岡
地
方
裁
判
所
○
○
支
部
に
提
出
し
、
平
成
18
年
1

月
30
日
に
は
無
配
当
の
通
知
が
な
さ
れ
て
い
る
。

エ
譲
渡
担
保
権
に
つ
い
て

譲
渡
担
保
権
を
設
定
し
て
い
る
本
件
施
設
に
つ
い
て
は
、
平
成
14
年
12
月
に
Ａ
株
式
会
社
が
事
実

上
倒
産
し
た
後
、
元
従
業
員
を
代
表
者
と
し
て
設
立
さ
れ
た
株
式
会
社
Ｂ
が
、
平
成
15
年
1月
頃
か
ら

使
用
し
て
い
る
が
、
県
は
、
譲
渡
担
保
権
に
基
づ
く
実
行
等
は
行
っ
て
い
な
い
。

【
参
考
】

「
譲
渡
担
保
に
つ
い
て
」

譲
渡
担
保
と
は
、
形
式
的
に
は
、
債
権
者
が
債
権
担
保
の
目
的
で
目
的
物
の
所
有
権
を
債

務
者
か
ら
譲
り
受
け
、
債
務
を
弁
済
す
れ
ば
、
こ
れ
を
再
び
債
務
者
に
返
還
す
る
担
保
方
法

で
あ
り
、
譲
渡
担
保
の
法
律
構
成
は
、
所
有
権
的
構
成
と
す
る
立
場
と
担
保
権
的
構
成
と
す

る
立
場
に
大
き
く
分
か
れ
て
い
る
が
、
現
在
で
は
担
保
権
的
構
成
と
す
る
立
場
が
通
説
と
な

っ
て
い
る
。

判
例
に
お
い
て
も
、
最
高
裁
は
、
昭
和
46
年
3月
25
日
判
決
に
お
い
て
、
譲
渡
担
保
に
つ
い

て
、
譲
渡
担
保
権
者
に
は
差
額
の
清
算
義
務
が
あ
る
こ
と
を
認
め
、
清
算
金
の
支
払
と
目
的

物
の
引
渡
請
求
と
は
引
換
給
付
の
関
係
に
あ
る
と
判
示
し
て
い
る
う
え
、
昭
和
41
年
4月
28
日
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判
決
に
お
い
て
は
、
会
社
更
生
手
続
が
開
始
さ
れ
た
場
合
譲
渡
担
保
権
者
は
、
会
社
更
生
法

上
の
取
戻
権
を
有
せ
ず
､他
の
更
生
担
保
権
者
に
準
じ
て
更
生
手
続
に
よ
り
権
利
行
使
す
べ
き

で
あ
る
と
判
旨
し
て
い
る
。
そ
の
理
由
と
し
て
、
債
権
者
へ
の
所
有
権
移
転
は
、
確
定
的
な

も
の
で
な
い
と
し
て
い
る
。

[所
有
権
的
構
成
]

目
的
物
の
所
有
権
を
譲
渡
担
保
権
者
に
移
転
す
る
と
い
う
形
式
を
重
視
し
、
目
的
物
の
所

有
権
は
譲
渡
担
保
権
者
に
完
全
に
移
転
し
て
い
る
と
す
る
も
の
。

[担
保
権
的
構
成
]

譲
渡
担
保
が
債
権
担
保
を
目
的
と
し
て
い
る
に
過
ぎ
な
い
こ
と
を
重
視
し
て
、
譲
渡
担
保

権
者
を
完
全
な
所
有
者
と
せ
ず
、
設
定
者
に
も
何
ら
か
の
物
権
が
帰
属
し
て
い
る
と
す
る

も
の
。

(ｱ
)
株
式
会
社
Ｂ
が
譲
渡
担
保
物
件
で
あ
る
本
件
施
設
を
使
用
し
て
い
る
点
に
つ
い
て

譲
渡
担
保
物
件
に
つ
い
て
は
、
Ａ
株
式
会
社
が
事
実
上
倒
産
し
た
以
降
の
平
成
15
年
1月
頃
か
ら

株
式
会
社
Ｂ
が
使
用
し
て
い
る
。

こ
れ
に
つ
い
て
は
、
監
査
対
象
機
関
の
陳
述
等
か
ら
総
合
的
に
判
断
す
る
と
、

県
は
、
平
成
15
年
3月
の
債
権
者
集
会
に
お
い
て
、
Ｙ
社
長
同
席
の
上
で
Ａ
株
式
会
社
代
理
人
Ｚ
弁

護
士
か
ら
、
設
備
に
つ
い
て
は
、
Ａ
株
式
会
社
と
株
式
会
社
Ｂ
と
の
間
で
賃
貸
借
契
約
を
結
ん
で

い
る
と
の
説
明
が
な
さ
れ
た
こ
と
、
ま
た
、
賃
貸
借
契
約
に
つ
い
て
は
、
平
成
15
年
9月
24
日
に
株

式
会
社
Ｂ
を
訪
問
し
、
同
社
社
長
及
び
従
業
員
Ｍ
氏
と
面
談
し
た
際
に
も
、
同
様
の
説
明
で
あ
っ

た
こ
と
及
び
本
契
約
締
結
に
当
た
っ
て
は
、
本
件
施
設
の
使
用
が
前
提
で
あ
る
と
い
う
蓋
然
性
が

高
い
こ
と
か
ら
、
本
件
施
設
も
そ
の
契
約
の
中
に
含
ま
れ
て
い
る
と
考
え
て
い
た
。

県
は
、
株
式
会
社
Ｂ
が
本
件
施
設
を
使
用
す
る
こ
と
に
つ
い
て
は
、
Ａ
株
式
会
社
は
任
意
整
理

中
で
あ
る
こ
と
、
ま
た
、
行
政
機
関
と
し
て
従
業
員
の
雇
用
確
保
と
い
う
面
を
重
視
し
、
金
銭
消

費
貸
借
契
約
公
正
証
書
第
10
条
に
基
づ
く
Ａ
株
式
会
社
か
ら
の
貸
与
に
係
る
承
認
申
請
の
手
続
き

に
つ
い
て
の
指
導
は
行
わ
ず
、
黙
示
的
に
承
認
し
て
い
る
。

な
お
、
Ａ
株
式
会
社
に
支
払
わ
れ
る
賃
料
か
ら
の
債
権
回
収
が
考
え
ら
れ
た
が
、
そ
の
賃
料
は
、

株
式
会
社
Ｂ
か
ら
の
借
入
金
の
利
息
と
相
殺
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
た
こ
と
か
ら
、
賃
料
か
ら
の

回
収
は
困
難
で
あ
る
と
し
て
い
た
。

県
と
し
て
は
、
平
成
15
年
3月
に
土
地
、
建
物
に
つ
い
て
競
売
開
始
決
定
が
な
さ
れ
、
譲
渡
担
保

と
い
う
担
保
権
を
設
定
し
て
い
る
立
場
か
ら
、
担
保
権
の
行
使
に
よ
る
債
権
回
収
を
一
義
的
に
考

え
、
落
札
者
と
交
渉
し
債
権
回
収
を
図
る
意
向
で
あ
っ
た
。

(ｲ
)
譲
渡
担
保
物
件
に
係
る
権
利
関
係
に
つ
い
て

株
式
会
社
Ｂ
が
本
件
施
設
を
使
用
す
る
こ
と
に
な
っ
た
経
緯
等
に
つ
い
て
は
前
述
の
よ
う
に
判
断

さ
れ
る
が
、
本
件
施
設
に
係
る
権
利
関
係
に
つ
い
て
は
、
次
の
こ
と
が
確
認
さ
れ
た
。

県
は
、
本
件
施
設
に
係
る
賃
貸
借
契
約
の
内
容
を
確
認
す
る
た
め
、
契
約
書
の
コ
ピ
ー
を
Ａ
株

式
会
社
代
理
人
Ｚ
弁
護
士
等
に
要
求
し
た
が
、
結
局
当
人
か
ら
は
入
手
で
き
な
い
ま
ま
で
あ
っ
た
。

し
か
し
、
平
成
18
年
2月
に
裁
判
所
に
お
い
て
、
前
記
競
売
事
件
に
係
る
執
行
官
の
現
況
調
査
報

告
書
を
入
手
し
、
そ
の
報
告
書
の
中
に
Ａ
株
式
会
社
と
株
式
会
社
Ｂ
と
の
賃
貸
借
契
約
書
が
あ
っ

た
。
契
約
期
間
は
平
成
15
年
1月
1日
か
ら
平
成
17
年
12
月
31
日
ま
で
と
な
っ
て
お
り
、
本
件
施
設
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に
つ
い
て
は
賃
貸
借
契
約
に
含
ま
れ
て
い
な
か
っ
た
。

な
お
、
賃
料
に
つ
い
て
は
、
経
営
金
融
課
の
説
明
の
と
お
り
、
Ａ
株
式
会
社
の
株
式
会
社
Ｂ
に

対
す
る
借
入
金
の
利
息
と
相
殺
す
る
こ
と
が
執
行
官
の
現
況
調
査
報
告
書
に
お
い
て
確
認
で
き
た
。

そ
れ
以
外
の
契
約
書
の
存
在
は
不
明
で
あ
り
、
本
件
施
設
の
使
用
に
係
る
権
利
関
係
は
確
認
で

き
な
か
っ
た
。

ま
た
、
本
件
施
設
が
設
置
さ
れ
た
土
地
は
、
Ａ
株
式
会
社
社
長
で
あ
っ
た
Ｙ
氏
個
人
の
所
有
で

あ
っ
た
が
、
平
成
13
年
2月
28
日
に
Ｙ
氏
の
子
Ｘ
氏
へ
贈
与
さ
れ
て
お
り
、
請
求
人
と
本
件
施
設
の

土
地
所
有
者
が
同
一
人
物
で
あ
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
た
。

本
件
施
設
の
設
置
に
つ
い
て
は
、
Ａ
株
式
会
社
と
Ｙ
社
長
と
の
間
で
土
地
賃
貸
借
契
約
が
締
結

さ
れ
、
贈
与
後
も
Ｘ
氏
と
の
間
で
契
約
関
係
が
継
続
さ
れ
て
い
た
。
Ａ
株
式
会
社
が
事
実
上
倒
産

し
た
後
の
契
約
の
存
否
に
つ
い
て
は
確
認
で
き
な
い
が
、
請
求
人
Ｘ
氏
は
、
そ
の
契
約
は
解
除
し

た
と
主
張
し
て
い
る
。
な
お
、
Ｘ
氏
は
、
株
式
会
社
Ｂ
が
本
件
施
設
の
底
地
を
無
断
占
拠
し
て
い

る
こ
と
は
、
平
成
17
年
中
頃
に
は
知
っ
て
い
た
が
、
Ｘ
氏
の
両
親
か
ら
立
退
き
要
請
を
出
す
こ
と

を
止
め
ら
れ
て
い
た
と
資
料
７
に
記
載
し
て
い
る
。

(ｳ
)
譲
渡
担
保
物
件
に
係
る
交
渉
経
緯
に
つ
い
て

前
述
の
競
売
事
件
に
よ
り
競
売
が
行
わ
れ
、
平
成
17
年
11
月
1日
、
株
式
会
社
Ｂ
に
対
し
て
売
却

決
定
が
な
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
平
成
18
年
1月
か
ら
株
式
会
社
Ｂ
に
対
し
て
、
取
得
す
る
意

思
の
有
無
に
つ
い
て
確
認
を
行
っ
て
い
る
が
、
こ
の
過
程
で
本
件
施
設
の
底
地
所
有
者
が
Ｘ
氏
で

あ
る
こ
と
が
判
明
し
、
同
氏
の
意
向
を
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
Ａ
株
式
会
社
代
理
人

Ｚ
弁
護
士
を
通
し
て
連
絡
を
取
り
、
平
成
18
年
12
月
に
本
件
施
設
の
取
得
に
つ
い
て
意
向
を
確
認

し
た
が
、
そ
の
と
き
は
取
得
の
意
向
は
な
い
と
の
回
答
で
あ
っ
た
。

そ
の
た
め
、
再
度
株
式
会
社
Ｂ
に
対
し
て
取
得
意
思
の
確
認
を
行
い
、
平
成
19
年
3月
に
一
定
額

で
あ
れ
ば
取
得
す
る
旨
の
意
向
が
示
さ
れ
た
。

し
か
し
、
土
地
所
有
者
で
あ
る
Ｘ
氏
か
ら
、
平
成
18
年
12
月
20
日
に
は
県
に
対
し
賃
料
を
請
求

し
た
い
と
の
話
が
あ
り
、
さ
ら
に
、
平
成
19
年
5月
21
日
に
は
最
低
価
格
の
1円
で
買
い
取
る
旨
の

主
張
が
な
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
県
は
、
株
式
会
社
Ｂ
と
の
交
渉
に
つ
い
て
は
再
考
せ
ざ
る
を
得
な

く
な
り
、
弁
護
士
等
と
協
議
の
上
対
応
方
法
を
検
討
す
る
こ
と
に
し
た
と
こ
ろ
、
平
成
20
年
2月
に

Ｘ
氏
か
ら
、
県
を
被
告
に
土
地
明
渡
し
の
提
訴
が
な
さ
れ
た
。

県
の
事
績
に
よ
っ
て
確
認
し
た
、
譲
渡
担
保
物
件
で
あ
る
本
件
施
設
に
係
る
関
係
者
と
の
交
渉

経
緯
等
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

H1
8.
1.
26

株
式
会
社
Ｂ
へ
取
得
意
思
の
確
認
を
す
る
も
撤
去
し
て
欲
し
い
と
言
わ
れ
、

底
地
は
第
三
者
所
有
に
か
か
っ
て
い
る
こ
と
が
判
明
し
た
。

H1
8.
5.
16

底
地
所
有
者
が
Ｘ
氏
で
あ
る
こ
と
が
判
明
し
た
。

H1
8.
5.
26

Ｚ
弁
護
士
に
対
し
、
Ｘ
氏
の
意
向
確
認
を
依
頼
し
た
。

H1
8.
7.
21

Ｚ
弁
護
士
に
対
し
、
再
度
Ｘ
氏
の
意
向
確
認
を
依
頼
し
た
。

H1
8.
9.
21

Ｚ
弁
護
士
に
状
況
を
確
認
し
た
が
、
Ｘ
氏
か
ら
の
連
絡
は
な
い
と
の
こ
と
で

あ
っ
た
。

H1
8.
12
.1
5

Ｚ
弁
護
士
か
ら
、
Ｘ
氏
と
連
絡
が
つ
い
た
の
で
、
連
絡
さ
せ
る
と
の
電
話
が

あ
っ
た
。
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H1
8.
12
.2
0

Ｘ
氏
に
取
得
意
思
の
確
認
を
す
る
も
、
逆
に
県
へ
賃
料
を
請
求
し
た
い
と
の

こ
と
で
あ
っ
た
。

H1
9.
3.
12

株
式
会
社
Ｂ
に
再
度
取
得
意
思
の
確
認
を
行
っ
た
。

H1
9.
3.
16

株
式
会
社
Ｂ
か
ら
一
定
額
で
あ
れ
ば
取
得
す
る
旨
の
意
向
が
示
さ
れ
た
。

H1
9.
5.
15

Ｘ
氏
と
の
関
係
か
ら
、
株
式
会
社
Ｂ
と
の
交
渉
を
一
旦
保
留
し
た
。

H1
9.
5.
21

Ｘ
氏
が
来
庁
し
、
県
の
処
理
方
針
の
明
確
化
、
自
分
が
最
低
売
却
額
で
買
い

取
る
旨
を
主
張
、
ま
た
、
土
地
は
農
地
で
あ
る
た
め
、
本
件
施
設
の
違
法
性
を

主
張
し
た
。

県
は
、
関
係
者
間
で
の
協
議
を
提
案
し
た
が
、
Ｘ
氏
は
交
渉
す
る
つ
も
り
は

な
い
と
回
答
し
た
。

H1
9.
5.
24

県
の
顧
問
弁
護
士
に
Ｘ
氏
の
主
張
と
譲
渡
担
保
権
に
つ
い
て
相
談
し
た
と
こ

ろ
、
譲
渡
担
保
権
は
曖
昧
な
権
利
で
あ
り
、
県
が
実
行
し
な
い
限
り
、
所
有
権

は
依
然
と
し
て
Ａ
株
式
会
社
に
あ
る
。
県
の
顧
問
弁
護
士
か
ら
Ｚ
弁
護
士
に
対

し
、
本
件
施
設
を
ど
う
す
る
つ
も
り
な
の
か
確
認
の
書
面
を
送
付
し
た
。
(し
か

し
、
回
答
は
な
か
っ
た
。）

H1
9.
5.
25

Ｘ
氏
が
来
庁
し
、
県
が
譲
渡
担
保
権
を
行
使
し
て
本
件
施
設
を
県
の
所
有
物

と
し
て
、
株
式
会
社
Ｂ
か
ら
使
用
料
を
取
る
こ
と
を
提
案
し
た
。

H1
9.
6.
1

Ｘ
氏
か
ら
の
電
話
問
い
合
わ
せ
に
対
し
、
県
は
本
件
施
設
の
所
有
者
と
な
る

こ
と
は
で
き
な
い
た
め
、
5月
25
日
に
提
案
の
あ
っ
た
対
応
方
法
は
と
れ
な
い
旨

を
回
答
し
た
。

H1
9.
12
.1
9

Ａ
株
式
会
社
Ｙ
社
長
宅
を
訪
問
し
た
が
、
本
人
不
在
で
、
妻
の
話
で
は
本
人

は
体
調
が
思
わ
し
く
な
く
、
今
後
の
面
談
は
困
難
と
の
こ
と
で
あ
っ
た
。

H2
0.
2.
12

Ｘ
氏
が
県
を
被
告
と
し
て
、
土
地
明
渡
に
つ
い
て
提
訴
し
た
。

２
判
断

請
求
人
は
、
本
件
貸
付
金
に
つ
い
て
、
商
工
部
長
等
が
意
図
的
に
債
権
の
回
収
を
行
わ
ず
、
違
法
若
し

く
は
不
当
に
県
の
財
産
で
あ
る
貸
付
金
債
権
の
管
理
を
怠
っ
て
い
る
と
主
張
し
て
い
る
。
さ
ら
に
、
債
権

管
理
を
違
法
若
し
く
は
不
当
に
怠
っ
て
い
る
こ
と
を
理
由
と
し
て
、
地
方
公
務
員
法
第
29
条
第
1項
に
基
づ

く
商
工
部
長
等
の
懲
戒
処
分
を
求
め
て
い
る
。

そ
こ
で
、
本
件
貸
付
金
に
係
る
債
権
回
収
を
違
法
若
し
く
は
不
当
に
怠
る
事
実
が
あ
る
か
ど
う
か
に
つ

い
て
判
断
す
る
。

ま
た
、
請
求
人
は
、
商
工
部
長
等
が
株
式
会
社
Ｂ
の
無
断
使
用
を
黙
認
し
、
便
宜
供
与
を
行
う
こ
と
に

よ
り
使
用
料
等
の
請
求
を
怠
っ
て
い
る
と
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
こ
れ
に
つ
い
て
も
併
せ
て
判
断
す
る
。

(1
)
債
権
の
管
理
に
関
す
る
規
定
等
に
つ
い
て

地
方
公
共
団
体
の
財
産
で
あ
る
債
権
の
管
理
に
関
し
て
は
、
自
治
法
第
24
0条
第
2項
及
び
第
3項
に
お

い
て
、
普
通
地
方
公
共
団
体
の
長
は
、
督
促
、
強
制
執
行
そ
の
他
そ
の
保
全
及
び
取
立
て
に
関
し
必
要

な
措
置
を
と
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
第
2項
）
と
す
る
一
方
、
そ
の
徴
収
停
止
、
履
行
期
限
の
延
長
又

は
債
務
の
免
除
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
し
て
い
る
(第
3項
)。

こ
れ
は
、
常
に
債
務
者
の
資
産
状
況
等
に
注
意
し
、
債
務
者
の
財
産
状
態
が
危
機
に
瀕
す
る
と
き
は
、

時
機
を
失
し
な
い
よ
う
に
適
宜
の
措
置
を
と
り
、
債
権
の
確
保
を
図
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
な
が
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ら
も
、
直
ち
に
債
権
者
の
権
利
を
行
使
す
る
こ
と
だ
け
が
、
公
共
団
体
と
し
て
必
ず
し
も
合
理
的
な
債

権
管
理
で
は
な
い
場
合
も
あ
る
こ
と
か
ら
、
個
々
の
事
情
に
応
じ
て
適
切
に
対
応
す
る
よ
う
に
、
一
定

の
裁
量
権
を
認
め
て
い
る
も
の
と
解
さ
れ
る
。

地
方
自
治
法
施
行
令
(昭
和
22
年
政
令
第
16
号
)第
17
1条
及
び
第
17
1条
の
2に
お
い
て
、
本
件
貸
付
金

の
よ
う
な
私
法
上
の
債
権
に
つ
い
て
は
、
履
行
期
限
ま
で
に
履
行
が
な
い
場
合
は
、
期
限
を
指
定
し
て

督
促
す
る
と
と
も
に
、
督
促
を
し
た
後
相
当
の
期
間
を
経
過
し
て
も
な
お
履
行
さ
れ
な
い
と
き
は
、

ア
担
保
の
付
さ
れ
て
い
る
債
権
（
保
証
人
の
保
証
が
あ
る
債
権
を
含
む
）
は
、
そ
の
担
保
を
処
分

し
、
若
し
く
は
競
売
そ
の
他
の
担
保
権
の
実
行
の
手
続
き
、
又
は
保
証
人
に
対
し
て
履
行
を
請
求

す
る
。

イ
債
務
名
義
の
あ
る
債
権
に
つ
い
て
は
、
強
制
執
行
の
手
続
き
を
と
る
。

ウ
そ
の
他
の
債
権
に
つ
い
て
は
、
訴
訟
手
続
に
よ
り
履
行
を
請
求
す
る
。

と
規
定
し
て
お
り
、
徴
収
停
止
の
措
置
を
と
る
場
合
又
は
履
行
期
限
を
延
長
す
る
場
合
そ
の
他
特
別
の

事
情
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
は
こ
の
限
り
で
は
な
い
と
し
て
い
る
。

(2
)
本
件
貸
付
に
係
る
債
権
の
回
収
を
違
法
若
し
く
は
不
当
に
怠
る
事
実
の
有
無
に
つ
い
て

債
権
の
回
収
を
違
法
若
し
く
は
不
当
に
怠
る
と
は
、
前
述
の
債
権
管
理
に
関
す
る
規
定
に
従
っ
た
管

理
が
な
さ
れ
て
い
な
い
場
合
、
若
し
く
は
債
権
回
収
に
対
す
る
取
組
が
妥
当
性
を
欠
く
場
合
と
解
さ
れ

る
こ
と
か
ら
、
こ
れ
ら
の
観
点
か
ら
本
件
貸
付
金
の
債
権
の
回
収
に
つ
い
て
怠
る
事
実
が
あ
る
か
否
か

に
つ
い
て
検
討
す
る
。

ア
Ａ
株
式
会
社
に
対
す
る
督
促
等
に
つ
い
て

督
促
に
つ
い
て
は
、
前
述
事
実
関
係
の
確
認
(3
)ア
の
と
お
り
、
第
2回
償
還
分
は
平
成
12
年
12
月

28
日
、
第
3回
償
還
分
は
平
成
13
年
12
月
11
日
、
第
4回
償
還
分
は
平
成
14
年
12
月
9日
、
ま
た
、
第
5

回
以
降
の
繰
上
償
還
分
は
平
成
15
年
5月
19
日
に
、
督
促
状
の
送
付
又
は
手
渡
し
に
よ
り
行
わ
れ
て
い

る
。 債
権
の
回
収
を
進
め
る
に
は
、
債
務
者
の
状
況
把
握
が
重
要
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
督
促
状
の
郵
送

の
み
で
は
な
く
、
電
話
や
面
談
等
に
よ
る
債
務
者
と
の
接
触
を
図
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
が
、
本
件

貸
付
金
の
回
収
に
つ
い
て
は
、
前
述
事
実
関
係
の
確
認
(3
)ア
の
と
お
り
、
償
還
が
滞
り
始
め
た
以
降
、

速
や
か
に
訪
問
に
よ
る
面
談
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
状
況
を
把
握
す
る
と
と
も
に
、
経
営
状
況

を
考
慮
し
た
分
割
償
還
の
協
議
等
を
行
っ
て
債
権
の
回
収
が
進
め
ら
れ
て
い
た
。
し
か
し
、
Ａ
株
式

会
社
が
事
実
上
倒
産
し
、
Ａ
株
式
会
社
の
代
理
人
で
あ
る
Ｚ
弁
護
士
か
ら
債
務
整
理
開
始
通
知
が
な

さ
れ
た
後
は
、
Ｚ
弁
護
士
と
面
談
を
行
い
、
債
務
整
理
の
進
捗
状
況
や
配
当
の
見
込
み
に
つ
い
て
随

時
に
確
認
を
行
っ
て
い
る
が
、
平
成
18
年
3月
17
日
に
配
当
の
見
込
み
が
な
い
旨
の
通
知
を
受
け
た
。

こ
の
こ
と
か
ら
、
督
促
等
に
つ
い
て
は
適
切
に
行
わ
れ
て
お
り
、
違
法
若
し
く
は
不
当
に
債
権
回

収
を
怠
る
事
実
は
認
め
ら
れ
な
い
。

イ
連
帯
保
証
人
へ
の
履
行
請
求
に
つ
い
て

連
帯
保
証
人
へ
の
履
行
請
求
は
行
わ
れ
て
い
な
い
が
、
そ
の
理
由
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

(ｱ
)
前
述
事
実
関
係
の
確
認
(3
)イ
の
と
お
り
、
債
権
者
集
会
に
お
い
て
Ａ
株
式
会
社
の
事
業
継
続
が

不
可
能
と
判
明
し
た
平
成
15
年
3月
時
点
で
は
、
既
に
Ｗ
氏
は
自
己
破
産
の
申
立
を
行
っ
て
お
り
、

Ｖ
氏
は
、
Ｖ
氏
代
理
人
Ｔ
弁
護
士
に
よ
る
破
産
手
続
き
の
準
備
が
進
め
ら
れ
て
い
た
こ
と
。

(ｲ
)
Ｙ
氏
に
つ
い
て
は
、
Ｙ
氏
代
理
人
Ｚ
弁
護
士
か
ら
の
債
務
整
理
開
始
通
知
書
(自
己
破
産
)が
送

付
さ
れ
た
の
は
平
成
15
年
11
月
4日
で
あ
る
が
、
債
権
者
集
会
の
場
に
お
い
て
自
己
破
産
を
行
う
と
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の
説
明
が
な
さ
れ
て
い
た
こ
と
。

(ｳ
)
Ｙ
氏
の
自
己
破
産
申
立
は
、
平
成
18
年
10
月
13
日
と
な
っ
て
お
り
、
債
務
整
理
開
始
通
知
か
ら

約
3年
を
要
し
て
い
る
が
、
県
は
、
平
成
15
年
11
月
21
日
、
平
成
18
年
3月
17
日
、
同
年
5月
26
日
、

同
年
7月
21
日
、
同
年
9月
21
日
に
Ｙ
氏
代
理
人
Ｚ
弁
護
士
に
破
産
申
立
が
遅
れ
て
い
る
理
由
等
に

つ
い
て
確
認
を
行
う
な
ど
、
Ｙ
氏
の
破
産
手
続
き
の
状
況
把
握
に
努
め
て
い
た
こ
と
。

以
上
の
こ
と
を
考
慮
す
れ
ば
、
連
帯
保
証
人
へ
の
履
行
請
求
を
行
っ
て
い
な
い
こ
と
を
も
っ
て
、

違
法
若
し
く
は
不
当
に
債
権
回
収
を
怠
っ
て
い
る
と
は
認
め
ら
れ
な
い
。

ウ
抵
当
権
の
実
行
に
つ
い
て

県
が
抵
当
権
を
設
定
し
て
い
た
土
地
、
建
物
に
つ
い
て
は
、
別
の
抵
当
権
者
か
ら
の
申
立
て
に
よ
り
、

平
成
15
年
3月
12
日
に
福
岡
地
方
裁
判
所
○
○
支
部
に
お
い
て
競
売
開
始
決
定
(事
件
番
号
平
成
15
年

(ｹ
)第
16
号
)が
な
さ
れ
、
県
は
、
平
成
15
年
5月
6日
に
債
権
届
出
書
、
平
成
17
年
12
月
19
日
に
債
権

計
算
書
を
提
出
し
、
平
成
18
年
1月
30
日
に
は
裁
判
所
か
ら
無
配
当
の
通
知
が
な
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
こ
と
か
ら
、
抵
当
権
の
実
行
に
よ
る
債
権
の
回
収
に
つ
い
て
怠
る
事
実
は
認
め
ら
れ
な
い
。

エ
譲
渡
担
保
権
の
実
行
に
つ
い
て

譲
渡
担
保
権
を
設
定
し
て
い
る
本
件
施
設
に
つ
い
て
は
、
平
成
14
年
12
月
に
設
定
者
で
あ
る
Ａ
株
式

会
社
が
事
実
上
倒
産
後
、
第
三
者
で
あ
る
株
式
会
社
Ｂ
が
使
用
し
て
い
る
が
、
県
は
、
譲
渡
担
保
権

の
実
行
は
行
っ
て
い
な
い
。

そ
れ
は
、
前
述
事
実
関
係
の
確
認
(3
)エ
の
と
お
り
、
土
地
、
建
物
と
と
も
に
本
件
施
設
も
賃
貸
借

契
約
に
含
ま
れ
て
い
る
と
認
識
し
て
い
た
こ
と
、
ま
た
、
平
成
15
年
3月
に
競
売
開
始
決
定
が
な
さ
れ

て
お
り
、
そ
の
落
札
者
に
本
件
施
設
の
取
得
要
請
を
行
う
方
針
で
あ
っ
た
た
め
で
あ
る
。

本
件
施
設
も
賃
貸
借
契
約
に
含
ま
れ
て
い
る
と
認
識
し
、
そ
の
契
約
を
承
認
し
て
い
た
点
に
つ
い

て
は
、
Ａ
株
式
会
社
と
株
式
会
社
Ｂ
は
別
法
人
で
あ
り
、
営
業
譲
渡
等
の
法
的
な
関
係
も
な
い
が
、

同
一
場
所
で
同
一
の
施
設
を
利
用
し
て
同
種
の
事
業
を
行
っ
て
お
り
、
そ
の
た
め
に
は
本
件
施
設
を

継
続
し
て
使
用
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
県
が
そ
の
よ
う
に
認
識
し
て
い
た
こ
と
は
や
む
を
得

な
い
と
考
え
ら
れ
、
ま
た
、
行
政
機
関
と
し
て
従
業
員
の
雇
用
確
保
に
も
配
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
こ
と
や
、
担
保
価
値
の
維
持
と
い
う
面
も
考
慮
す
る
と
、
金
銭
消
費
貸
借
契
約
公
正
証
書
第
10
条

に
基
づ
く
貸
与
の
承
認
手
続
き
に
つ
い
て
は
、
事
後
承
認
と
な
っ
て
い
る
な
ど
不
適
切
な
処
理
が
見

受
け
ら
れ
る
も
の
の
、
そ
う
し
た
判
断
を
行
っ
た
こ
と
に
つ
い
て
違
法
性
、
不
当
性
は
認
め
ら
れ
な

い
。 落
札
者
に
取
得
要
請
を
行
う
方
針
と
し
た
点
に
つ
い
て
も
、
本
件
施
設
は
土
地
に
定
着
し
て
お
り
、

汎
用
性
が
な
く
、
当
該
地
で
事
業
を
行
う
者
以
外
の
使
用
は
考
え
ら
れ
な
い
こ
と
か
ら
、
妥
当
性
を

欠
く
と
は
認
め
ら
れ
な
い
。

経
営
金
融
課
は
そ
の
方
針
に
従
い
、
落
札
者
決
定
後
の
平
成
18
年
1月
に
は
、
落
札
者
で
あ
る
株
式

会
社
Ｂ
と
本
件
施
設
の
取
得
意
思
の
確
認
を
始
め
て
い
る
。
し
か
し
、
本
件
施
設
の
底
地
所
有
者
が

株
式
会
社
Ｂ
で
は
な
く
Ｘ
氏
と
判
明
し
た
こ
と
か
ら
Ｘ
氏
と
の
交
渉
が
必
要
と
な
る
と
と
も
に
、
前

述
事
実
関
係
の
確
認
(3
)エ
(ｲ
)の
と
お
り
、
本
件
施
設
の
使
用
権
原
と
な
る
契
約
の
有
無
及
び
底
地

所
有
者
と
の
権
利
関
係
を
整
理
し
た
う
え
で
、
株
式
会
社
Ｂ
と
の
交
渉
を
進
め
て
い
く
必
要
が
生
じ

た
。 こ
の
よ
う
な
状
況
の
中
、
平
成
20
年
2月
に
、
Ｘ
氏
が
県
を
被
告
と
し
て
土
地
明
渡
請
求
訴
訟
を
提

起
し
た
こ
と
か
ら
、
譲
渡
担
保
権
の
実
行
に
つ
い
て
は
訴
訟
の
結
果
を
待
た
ざ
る
を
得
な
い
状
況
に
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－
25
－

な
っ
て
い
る
。

こ
れ
ら
を
踏
ま
え
る
と
、
譲
渡
担
保
権
の
実
行
を
行
っ
て
い
な
い
こ
と
を
も
っ
て
、
債
権
の
回
収

を
違
法
若
し
く
は
不
当
に
怠
っ
て
い
る
と
は
認
め
ら
れ
な
い
。

(3
)
株
式
会
社
Ｂ
の
無
断
使
用
を
黙
認
し
、
使
用
料
等
の
請
求
を
怠
っ
て
い
る
と
の
請
求
人
の
主
張
に
つ
い

て

商
工
部
長
等
は
、
本
件
施
設
の
無
断
使
用
を
黙
認
し
て
、
使
用
料
等
の
請
求
を
行
わ
ず
、
債
権
の
回
収

を
怠
っ
て
い
る
と
す
る
請
求
人
の
主
張
に
つ
い
て
は
、
本
件
施
設
が
県
の
所
有
物
で
あ
る
な
ら
ば
、
無

断
使
用
者
に
対
し
て
、
理
由
も
な
く
、
そ
の
使
用
料
等
の
請
求
を
行
わ
な
い
こ
と
は
財
産
の
管
理
を
怠

っ
て
い
る
と
言
わ
ざ
る
を
得
な
い
が
、
そ
の
所
有
権
に
つ
い
て
は
、
現
在
提
起
さ
れ
て
い
る
請
求
人
と

の
訴
訟
の
争
点
と
な
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
所
有
権
の
帰
属
が
明
確
で
な
い
状
況
の
中
で
、
使
用

料
等
の
徴
収
を
怠
っ
て
い
る
と
は
断
定
で
き
な
い
。

(4
)
結
論

以
上
の
こ
と
か
ら
、
商
工
部
長
等
に
債
権
回
収
を
違
法
若
し
く
は
不
当
に
怠
る
事
実
は
認
め
ら
れ
ず
、

ま
た
、
こ
れ
を
前
提
と
す
る
地
方
公
務
員
法
に
抵
触
す
る
職
務
怠
慢
等
に
も
該
当
し
な
い
こ
と
か
ら
、

請
求
人
の
主
張
は
、
理
由
が
な
い
も
の
と
判
断
す
る
。

よ
っ
て
、
請
求
人
の
請
求
は
、
こ
れ
を
棄
却
す
る
。

な
お
、
土
地
所
有
者
で
も
あ
る
請
求
人
Ｘ
氏
は
本
件
施
設
の
撤
去
を
求
め
、
県
と
の
間
に
お
い
て
訴

訟
を
提
起
し
て
お
り
、
そ
の
結
果
に
よ
っ
て
は
、
現
在
本
件
施
設
を
使
用
し
て
い
る
株
式
会
社
Ｂ
の
事

業
に
も
影
響
が
生
じ
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
と
と
も
に
、
県
と
し
て
債
権
回
収
の
進
捗
を
図
る
上
か
ら

も
株
式
会
社
Ｂ
に
対
し
て
訴
訟
参
加
を
求
め
る
こ
と
が
望
ま
れ
る
。
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監査公表第13号

｢貸付金､ 債務保証及び損失補償の状況について｣ 実施した行政監査結果の報告 (平

成20年３月27日19監総第1000号) に基づき､ 措置を講じた旨の通知があったので､ 地方

自治法 (昭和22年法律第67号) 第199条第12項の規定により､ 次のとおり公表する｡

平成20年10月24日

福岡県監査委員 工 藤 壽 文

同 進 谷 庸 助

同 伊 藤 龍 峰

同 野 田 栄 市
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２
０
行
経
第
６
２
９
号

平
成
２
０
年
７
月
１
６
日

福
岡
県
監
査
委
員

工
藤

壽
文

殿

同
進
谷

庸
助

殿

同
伊
藤

龍
峰

殿

同
野
田

栄
市

殿

福
岡

県
知

事

（
総
務
部
行
政
経
営
企
画
課
）

監
査
結
果
に
係
る
措
置
に
つ
い
て
(通
知
）

平
成
２
０
年
３
月
２
７
日
１
９
監
総
第
１
０
０
０
号
の
監
査
結
果
の
報
告
に
基
づ
き
、
別
紙
の
と
お
り

講
じ
た
措
置
に
つ
い
て
通
知
し
ま
す
。
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貸
付
金
等
名
称

監
査
の
結
果

講
じ
た
措
置
の
内
容

(監
査
対
象
機
関
)

【 【【【
総
合
所
見

総
合
所
見

総
合
所
見

総
合
所
見
】 】】】

①
債
権
回
収
に
あ
た
っ
て
は
、
債
務
者
①
特
段
の
理
由
も
な
く
償
還
指
導
に
応
じ
な

ア アアア
貸
付
金
債
権

貸
付
金
債
権

貸
付
金
債
権

貸
付
金
債
権

の
生
活
の
維
持
に
配
慮
し
つ
つ
、
法
的

い
な
ど
、
悪
質
で
あ
る
場
合
は
法
的
措
置
を

の ののの
管
理
管
理
管
理
管
理
に
つ
い
て

に
つ
い
て

に
つ
い
て

に
つ
い
て

措
置
に
よ
る
回
収
を
含
め
て
取
り
組
む

検
討
す
る
必
要
が
あ
り
、
法
的
手
続
き
の
整

（
総
務
部
財
政
課
）
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ

備
を
図
っ
て
い
く
。

る
。
こ
の
た
め
、
債
権
管
理
マ
ニ
ュ
ア

整
備
に
あ
た
り
、
債
務
者
の
生
活
困
窮
の

ル
の
内
容
に
つ
い
て
は
、
法
的
措
置
に

度
合
い
、
収
入
状
況
等
の
生
活
実
態
を
踏
ま

よ
る
回
収
の
具
体
的
手
続
き
も
盛
り
込

え
て
慎
重
に
対
応
す
る
必
要
も
あ
る
。

む
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

こ
の
た
め
、
貸
付
金
の
性
格
等
も
踏
ま
え

た
具
体
的
記
載
内
容
に
つ
い
て
、
各
貸
付
金

所
管
課
に
お
い
て
十
分
な
検
討
を
行
い
、
既

に
整
備
を
終
わ
っ
た
と
こ
ろ
も
あ
り
、
整
備

が
終
わ
っ
て
い
な
い
と
こ
ろ
で
も
整
備
に
向

け
た
作
業
を
進
め
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

②
ま
た
、
サ
ー
ビ
サ
ー
へ
の
事
務
委
託
②
17
年
度
か
ら
収
入
未
済
解
消
推
進
会
議
を

や
償
還
指
導
員
等
の
配
置
な
ど
の
取
り

設
置
し
、
全
庁
的
に
債
権
解
消
の
ノ
ウ
ハ
ウ

組
み
が
行
わ
れ
て
い
る
が
、
部
局
横
断

や
先
進
事
例
の
共
有
･活
用
を
行
っ
て
い
る
。

的
な
管
理
、
回
収
体
制
の
あ
り
方
に
つ

同
会
議
を
活
用
し
効
率
的
か
つ
効
果
的
な
債

い
て
、
他
自
治
体
の
事
例
等
の
研
究
を

権
管
理
を
図
る
た
め
の
検
討
を
行
っ
て
い
く
。

行
い
、
さ
ら
に
効
率
的
か
つ
効
果
的
な

債
権
管
理
を
図
る
た
め
の
検
討
が
望
ま

れ
る
。

③
一
方
、
著
し
く
回
収
困
難
で
、
債
権
③
公
法
債
権
に
つ
い
て
は
、
原
則
５
年
で
時

と
し
て
実
質
を
失
っ
て
し
ま
っ
て
い
る

効
が
完
成
し
援
用
も
必
要
な
い
こ
と
か
ら
、

も
の
に
つ
い
て
は
、
整
理
す
る
こ
と
が

毎
年
債
権
の
整
理
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

必
要
で
あ
る
。

私
法
債
権
に
つ
い
て
は
、
10
年
で
時
効
が

完
成
す
る
が
、
援
用
が
必
要
で
あ
り
、
債
務

者
の
確
認
等
に
多
大
の
費
用
を
要
す
る
場
合

も
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
個
々
の
事
案
ご
と

に
適
切
な
対
応
を
検
討
し
て
い
る
と
こ
ろ
で

あ
る
。
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貸
付
金
等
名
称

監
査
の
結
果

講
じ
た
措
置
の
内
容

(監
査
対
象
機
関
)

【 【【【
総
合
所
見

総
合
所
見

総
合
所
見

総
合
所
見
】 】】】

「
福
岡
北
九
州
高
速
道
路
公
社
に
対

路
線
ご
と
の
償
還
計
画
の
確
実
な
履
行
を

イ イイイ
債
務
保
証
及

債
務
保
証
及

債
務
保
証
及

債
務
保
証
及

す
る
債
務
保
証
（
№
24
）」
及
び
「
道

図
っ
て
い
く
た
め
に
、
福
岡
北
九
州
高
速
道

び びびび
損
失
補
償

損
失
補
償

損
失
補
償

損
失
補
償
に ににに
係 係係係

路
公
社
に
対
す
る
債
務
保
証
（
№
26
）」

路
公
社
及
び
道
路
公
社
に
対
し
て
、
更
な
る

る るるる
将
来
負
担

将
来
負
担

将
来
負
担

将
来
負
担
に
つ
に
つ
に
つ
に
つ

は
、
路
線
ご
と
の
利
用
状
況
等
に
不
安

経
費
の
節
減
や
利
用
促
進
を
求
め
る
と
と
も

い
て
い
て
い
て
い
て

要
因
が
見
受
け
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
償

に
、
将
来
債
務
保
証
に
基
づ
く
弁
済
の
実
行

（
総
務
部
財
政
課
）
還
計
画
の
確
実
な
履
行
を
図
っ
て
い
く

が
生
じ
な
い
よ
う
、
厳
し
く
指
導
・
監
督
し

た
め
に
、
各
公
社
の
さ
ら
な
る
経
営
努

て
い
く
。

力
が
必
要
に
な
る
も
の
と
考
え
る
。

【 【【【
総
合
所
見

総
合
所
見

総
合
所
見

総
合
所
見
】 】】】

財
務
諸
表
は
、
県
の
資
産
等
の
状
況

財
務
諸
表
へ
の
表
記
に
つ
い
て
は
、
平
成

ウ ウウウ
貸
付
金

貸
付
金

貸
付
金

貸
付
金
、 、、、
債 債債債

を
県
民
に
明
ら
か
に
す
る
も
の
で
あ

20
年
度
決
算
か
ら
導
入
す
る
こ
と
を
検
討
し

務
保
証
及

務
保
証
及

務
保
証
及

務
保
証
及
び びびび
損
失
損
失
損
失
損
失

る
。

て
い
る
。

補
償
補
償
補
償
補
償
の ののの
財
務
諸
表

財
務
諸
表

財
務
諸
表

財
務
諸
表

こ
の
た
め
、
総
務
省
の
新
地
方
公
会

へ
の
へ
の
へ
の
へ
の
表
記
表
記
表
記
表
記
に
つ
い

に
つ
い

に
つ
い

に
つ
い

計
制
度
実
務
研
究
会
報
告
に
も
あ
る
と

て ててて
お
り
、
貸
借
対
照
表
に
は
、
貸
付
金
中

（
総
務
部
財
政
課
）
の
回
収
不
能
と
な
る
こ
と
が
見
込
ま
れ

る
金
額
等
を
表
記
し
、
ま
た
、
債
務
保

証
や
損
失
補
償
に
つ
い
て
は
、
債
務
残

高
の
表
記
と
し
、
共
同
発
行
地
方
債
に

係
る
も
の
を
明
示
す
る
な
ど
、
よ
り
正

確
な
表
記
と
な
る
よ
う
努
め
ら
れ
た

い
。
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貸
付
金
等
名
称

監
査
の
結
果

講
じ
た
措
置
の
内
容

(監
査
対
象
機
関
)

介
護
福
祉
士
等
修

介
護
福
祉
士
等
修

介
護
福
祉
士
等
修

介
護
福
祉
士
等
修
①
中
途
退
職
等
に
よ
り
償
還
義
務
が
確
①
今
年
度
、
全
滞
納
者
に
対
し
改
め
て
書
面

学
資
金
貸
付
金

学
資
金
貸
付
金

学
資
金
貸
付
金

学
資
金
貸
付
金

定
し
た
債
務
者
に
対
し
て
は
、
電
話
や

に
よ
る
督
促
を
行
っ
た
。
そ
の
際
、
返
済
の

(旧
保
健
福
祉
部

訪
問
等
に
よ
り
接
触
を
図
り
滞
納
債
権

意
思
を
示
さ
な
か
っ
た
者
に
つ
い
て
は
、
本

保
健
福
祉
課
〔

と
な
ら
な
い
よ
う
な
措
置
を
講
ず
べ
き

人
又
は
連
帯
保
証
人
に
対
し
電
話
に
よ
る
督

保
健
医
療
介
護
部

で
あ
る
。
ま
た
、
滞
納
債
権
と
な
っ
た

促
を
実
施
し
て
い
る
。
今
後
は
、
電
話
督
促

高
齢
者
支
援
課
〕)

場
合
に
は
、
債
務
者
と
の
面
談
な
ど
に

に
よ
る
効
果
が
見
ら
れ
な
い
者
に
対
し
、
訪

よ
る
速
や
か
な
償
還
指
導
が
必
要
で
あ

問
に
よ
る
督
促
を
実
施
し
て
い
く
。

る
。

②
債
務
者
と
の
交
渉
記
録
は
、
償
還
指
②
債
務
者
と
の
交
渉
記
録
等
は
「
介
護
福
祉

導
や
債
権
回
収
方
針
を
決
定
す
る
場
合

士
等
修
学
資
金
借
受
人
管
理
票
」
に
記
帳
・

な
ど
の
貴
重
な
資
料
と
な
る
も
の
で
あ

整
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

る
こ
と
か
ら
、
適
切
に
記
帳
し
整
理
し

て
お
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

③
期
限
の
利
益
の
喪
失
条
項
の
規
定
③
今
年
度
中
に
福
岡
県
介
護
福
祉
士
等
修
学

は
、
履
行
遅
滞
等
を
防
ぐ
意
味
に
お
い

資
金
貸
与
規
則
を
改
正
し
、
来
年
度
貸
付
分

て
重
要
な
要
因
と
な
る
こ
と
か
ら
、
契

よ
り
契
約
書
に
条
項
を
設
け
る
。

約
条
項
と
し
て
設
け
る
こ
と
が
望
ま
れ

る
。

④
特
段
の
理
由
も
な
く
督
促
に
応
じ
な
④
債
務
者
の
生
活
実
態
に
応
じ
、
関
係
課
と

い
場
合
の
た
め
、
債
権
管
理
マ
ニ
ュ
ア

も
協
議
の
上
、
法
的
手
続
き
の
記
載
に
つ
い

ル
は
、
法
的
措
置
に
よ
る
回
収
手
続
き

て
具
体
的
に
記
述
す
る
な
ど
の
整
備
を
今
年

に
つ
い
て
も
具
体
的
に
整
備
し
て
お
く

度
に
実
施
す
る
。

こ
と
が
望
ま
れ
る
。
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貸
付
金
等
名
称

監
査
の
結
果

講
じ
た
措
置
の
内
容

(監
査
対
象
機
関
)

母
子
寡
婦
福
祉
資

母
子
寡
婦
福
祉
資

母
子
寡
婦
福
祉
資

母
子
寡
婦
福
祉
資
①
所
属
長
は
、
母
子
自
立
支
援
員
等
に
①
平
成
20
年
4月
か
ら
適
正
な
事
務
手
続
き
が

金
貸
付
金

金
貸
付
金

金
貸
付
金

金
貸
付
金

現
金
出
納
員
と
し
て
の
職
務
を
行
わ
せ

な
さ
れ
る
よ
う
、
保
健
福
祉
環
境
事
務
所
へ

(旧
保
健
福
祉
部

る
場
合
は
、
財
務
規
則
第
10
条
の
規
定

通
知
し
、
指
導
済
で
あ
る
。

児
童
家
庭
課
〔
福

に
基
づ
く
手
続
き
が
必
要
で
あ
る
。

祉
労
働
部
児
童
家

庭
課
〕
)

②
債
権
回
収
に
お
い
て
、
分
割
償
還
額
②
借
受
人
、
連
帯
借
受
人
、
連
帯
保
証
人
に

を
再
分
割
し
た
償
還
が
行
わ
れ
て
い
る

対
す
る
償
還
指
導
を
強
化
す
る
と
と
も
に
、

こ
と
か
ら
、
分
割
債
権
の
中
に
は
既
に

債
務
承
認
書
を
徴
す
な
ど
適
切
な
時
効
中
断

時
効
期
間
が
経
過
し
て
い
る
債
権
が
見

措
置
を
徹
底
す
る
。

受
け
ら
れ
た
の
で
、
時
効
中
断
措
置
を

と
る
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
滞
納
が
継

続
し
た
場
合
に
は
、
連
帯
保
証
人
に
対

し
て
履
行
請
求
を
行
う
必
要
が
あ
る
。

③
特
段
の
理
由
も
な
く
督
促
に
応
じ
な
③
法
的
措
置
に
よ
る
回
収
手
続
き
へ
の
移
行

い
場
合
等
の
た
め
、
債
権
管
理
マ
ニ
ュ

基
準
や
、
そ
の
具
体
的
手
続
き
等
の
段
階
に

ア
ル
は
、
法
的
措
置
に
よ
る
回
収
手
続

つ
い
て
は
、
他
の
貸
付
金
と
の
整
合
性
を
図

き
に
つ
い
て
も
具
体
的
に
整
備
し
て
お

り
な
が
ら
、
債
務
者
の
生
活
の
維
持
に
配
慮

く
こ
と
が
望
ま
れ
る
。

し
つ
つ
も
、
特
に
悪
質
な
ケ
ー
ス
に
は
対
応

で
き
る
よ
う
具
体
的
に
記
述
す
る
な
ど
の
整

備
を
行
っ
た
。

保
健
師

保
健
師

保
健
師

保
健
師
、 、、、助
産
師

助
産
師

助
産
師

助
産
師
、 、、、
①
期
限
の
利
益
の
喪
失
条
項
の
規
定
①
期
限
の
利
益
の
喪
失
条
項
に
つ
い
て
は
、

看
護
師
及

看
護
師
及

看
護
師
及

看
護
師
及
び びびび
准
看
准
看
准
看
准
看

は
、
履
行
遅
滞
等
を
防
ぐ
意
味
に
お
い

来
年
度
よ
り
契
約
条
項
等
を
設
け
る
な
ど
の

護
師
修
学
資
金
貸

護
師
修
学
資
金
貸

護
師
修
学
資
金
貸

護
師
修
学
資
金
貸

て
重
要
な
要
因
と
な
る
こ
と
か
ら
、
契

措
置
を
実
施
す
る
。

付
金
付
金
付
金
付
金

約
条
項
と
し
て
設
け
る
こ
と
が
望
ま
れ

(旧
保
健
福
祉
部

る
。

医
療
指
導
課
〔
保

健
医
療
介
護
部
医
②
特
段
の
理
由
も
な
く
督
促
に
応
じ
な
②
債
務
者
の
生
活
実
態
に
応
じ
、
関
係
課
と

療
指
導
課
〕
)

い
場
合
等
の
た
め
、
債
権
管
理
マ
ニ
ュ

も
協
議
の
上
、
法
的
手
続
き
の
記
載
に
つ
い

ア
ル
は
、
法
的
措
置
に
よ
る
回
収
手
続

て
具
体
的
に
記
述
す
る
な
ど
の
整
備
を
今
年

き
へ
の
移
行
基
準
や
そ
の
具
体
的
手
続

度
に
実
施
す
る
。

等
の
段
階
ま
で
含
め
て
整
備
し
て
お
く

こ
と
が
望
ま
れ
る
。
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貸
付
金
等
名
称

監
査
の
結
果

講
じ
た
措
置
の
内
容

(監
査
対
象
機
関
)

中
小
企
業
高
度
化

中
小
企
業
高
度
化

中
小
企
業
高
度
化

中
小
企
業
高
度
化
①
サ
ー
ビ
サ
ー
の
活
用
な
ど
に
よ
り
、
①
操
業
中
の
貸
付
先
に
対
し
て
は
、
今
後
も

資
金
貸
付
金

資
金
貸
付
金

資
金
貸
付
金

資
金
貸
付
金

滞
納
債
権
の
回
収
及
び
債
権
の
整
理
が

引
き
続
き
経
営
の
安
定
化
と
償
還
指
導
に
努

(旧
商
工
部
経
営

進
め
ら
れ
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、

め
る
と
と
も
に
、
事
業
を
廃
止
し
て
い
る
貸

金
融
課
〔
商
工
部

な
お
31
億
円
余
の
滞
納
債
権
が
あ
る
こ

付
先
に
対
し
て
は
、
担
保
物
件
の
処
分
や
保

中
小
企
業
経
営
金

と
か
ら
、
滞
納
債
権
の
回
収
に
一
層
努

証
人
へ
の
督
促
等
に
よ
り
、
延
滞
債
権
の
回

融
課
〕
)

め
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
ま
た
、
著

収
に
一
層
努
め
て
い
く
。

し
く
回
収
困
難
な
債
権
に
つ
い
て
は
整

な
お
、
こ
れ
ま
で
行
っ
た
保
証
人
の
資
産

理
す
る
こ
と
も
検
討
す
べ
き
で
あ
る
。

調
査
の
結
果
を
踏
ま
え
、
回
収
困
難
な
債
権

に
つ
い
て
、
徴
収
停
止
等
の
整
理
を
進
め
て

い
く
。

②
本
件
の
債
務
引
受
の
決
裁
に
つ
い
て
②
今
後
、
同
様
の
案
件
に
係
る
決
裁
に
つ
い

は
、
新
た
な
貸
付
金
の
支
出
は
伴
わ
な

て
は
、
契
約
締
結
に
関
す
る
決
裁
権
者
と
す

い
も
の
の
、
債
務
者
を
変
更
す
る
新
た

る
。

な
契
約
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
契
約
締
結

に
関
す
る
決
裁
権
者
と
す
べ
き
で
あ
っ

た
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

小
規
模
企
業
者
等

小
規
模
企
業
者
等

小
規
模
企
業
者
等

小
規
模
企
業
者
等

中
小
企
業
セ
ン
タ
ー
に
高
額
の
資
金
滞

中
小
企
業
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
、
資
金
管
理

設
備
導
入
資
金
貸

設
備
導
入
資
金
貸

設
備
導
入
資
金
貸

設
備
導
入
資
金
貸
留
が
見
受
け
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
県
に
お
を
更
に
徹
底
し
、
セ
ン
タ
ー
か
ら
県
へ
の
繰
上

付
金
付
金
付
金
付
金

い
て
、
資
金
の
現
況
を
把
握
し
、
効
率
的
償
還
等
も
含
め
、
資
産
の
効
率
的
な
運
用
が
図

(旧
商
工
部
経
営
な
運
用
に
つ
い
て
指
導
を
行
い
、
事
務
費
ら
れ
る
よ
う
検
討
を
行
う
。

金
融
課
〔
商
工
部
補
助
の
軽
減
等
を
図
る
よ
う
検
討
が
望
ま

中
小
企
業
経
営
金
れ
る
。

融
課
〕
)

中
小
企
業
振
興

中
小
企
業
振
興

中
小
企
業
振
興

中
小
企
業
振
興
セ セセセ

中
小
企
業
セ
ン
タ
ー
は
、
毎
年
度
終
了

平
成
20
年
度
の
契
約
に
つ
い
て
は
、
年
度
終

ン
タ
ー

ン
タ
ー

ン
タ
ー

ン
タ
ー
に ににに
対 対対対
す
る
す
る
す
る
す
る
後
3ヶ
月
を
経
過
し
て
も
回
収
で
き
な
か
了
後
3ヶ
月
を
経
過
し
て
も
回
収
で
き
ず
、
債
権

損
失
補
償

損
失
補
償

損
失
補
償

損
失
補
償

っ
た
も
の
に
つ
い
て
県
へ
補
償
を
請
求
で
の
償
却
を
行
う
こ
と
に
よ
り
欠
損
を
生
ず
る
こ

(旧
商
工
部
経
営
き
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
が
、
中
小
企
業
と
と
な
る
と
き
に
は
損
失
補
償
の
請
求
が
で
き

金
融
課
〔
商
工
部
セ
ン
タ
ー
が
償
却
す
る
と
き
に
県
へ
請
求
る
よ
う
契
約
を
修
正
し
た
。

中
小
企
業
経
営
金
さ
れ
て
い
た
の
で
、
補
償
実
行
後
の
回
収

融
課
〕
)

返
還
事
務
等
も
考
慮
し
た
う
え
で
、
実
態

と
合
っ
た
契
約
条
項
と
な
る
よ
う
検
討
が

望
ま
れ
る
。
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貸
付
金
等
名
称

監
査
の
結
果

講
じ
た
措
置
の
内
容

(監
査
対
象
機
関
)

農
業
改
良
資
金

農
業
改
良
資
金

農
業
改
良
資
金

農
業
改
良
資
金

特
段
の
理
由
も
な
く
督
促
に
応
じ
な
い

法
的
措
置
に
よ
る
回
収
手
続
き
へ
の
移
行
基

(旧
農
政
部
農
業
場
合
等
の
た
め
、
債
権
管
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
準
や
そ
の
具
体
的
手
続
き
等
を
債
権
管
理
マ
ニ

経
済
課
〔
農
林
水
は
、
法
的
措
置
に
よ
る
回
収
手
続
き
へ
の
ュ
ア
ル
に
取
り
入
れ
る
た
め
、
他
課
の
取
り
組

産
部
団
体
指
導
移
行
基
準
や
そ
の
具
体
的
手
続
き
等
の
段
み
等
、
参
考
資
料
を
収
集
し
た
。
マ
ニ
ュ
ア
ル

課
〕
)

階
ま
で
含
め
て
整
備
し
て
お
く
こ
と
が
望
に
つ
い
て
は
、
7月
上
旬
に
改
正
を
行
っ
た
。

ま
れ
る
。

林
業
林
業
林
業
林
業
・ ・・・
木
材
産
業

木
材
産
業

木
材
産
業

木
材
産
業
①
債
務
者
等
の
状
況
を
把
握
し
、
債
権
①
借
用
証
書
特
約
条
項
第
6条
第
5号
の
規
定

改
善
資
金

改
善
資
金

改
善
資
金

改
善
資
金

保
全
を
よ
り
確
実
に
図
る
上
か
ら
、
貸

に
よ
り
、
債
務
者
は
、
県
が
指
示
す
る
内
容

(旧
水
産
林
務
部

付
契
約
書
等
に
お
い
て
、
経
営
状
況
等

を
報
告
す
る
義
務
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
必
要

林
政
課
〔
農
林
水

の
報
告
を
求
め
る
こ
と
も
検
討
す
べ
き

に
応
じ
て
、
経
営
状
況
等
を
求
め
る
こ
と
と

産
部
団
体
指
導

で
あ
る
。

し
た
。

課
〕
)

②
債
権
管
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
は
、
債
務
者
②
法
的
措
置
に
よ
る
回
収
手
続
き
へ
の
移
行

等
の
状
況
把
握
の
方
法
、
さ
ら
に
は
、

基
準
や
そ
の
具
体
的
手
続
き
等
を
債
権
管
理

法
的
措
置
に
よ
る
回
収
手
続
き
へ
の
移

マ
ニ
ュ
ア
ル
に
取
り
入
れ
る
た
め
、
他
課
の

行
基
準
や
そ
の
具
体
的
手
続
等
の
段
階

取
り
組
み
等
、
参
考
資
料
を
収
集
し
た
。
マ

ま
で
含
め
て
作
成
す
る
こ
と
が
望
ま
れ

ニ
ュ
ア
ル
に
つ
い
て
は
、
7月
上
旬
に
改
正
を

る
。

行
っ
た
。

漁
業
協
同
組
合
組

漁
業
協
同
組
合
組

漁
業
協
同
組
合
組

漁
業
協
同
組
合
組

漁
業
協
同
組
合
へ
の
貸
付
け
に
あ
た
っ

平
成
20
年
度
の
貸
付
契
約
に
あ
た
り
、
元
本

織
整
備
資
金
貸
付

織
整
備
資
金
貸
付

織
整
備
資
金
貸
付

織
整
備
資
金
貸
付
て
は
、
元
本
が
保
証
さ
れ
る
運
用
方
法
等
保
証
さ
れ
る
運
用
を
行
う
旨
の
条
項
を
設
け
る

金 金金金
を
具
体
的
に
定
め
た
契
約
を
締
結
す
る
こ
と
と
も
に
、
平
成
19
年
度
の
貸
付
け
に
関
し
て

(旧
水
産
林
務
部
と
、
ま
た
、
制
度
を
効
率
的
に
運
用
す
る
は
、
運
用
実
績
の
報
告
を
求
め
る
等
、
所
要
の

漁
政
課
〔
農
林
水
た
め
、
運
用
実
績
の
報
告
を
求
め
る
こ
と
改
善
を
講
じ
て
い
る
。

産
部
水
産
局
漁
業
が
望
ま
れ
る
。

管
理
課
〕
)
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貸
付
金
等
名
称

監
査
の
結
果

講
じ
た
措
置
の
内
容

(監
査
対
象
機
関
)

福
岡
北
九
州
高
速

福
岡
北
九
州
高
速

福
岡
北
九
州
高
速

福
岡
北
九
州
高
速

福
岡
北
九
州
高
速
道
路
公
社
は
経
営
改

北
九
州
高
速
道
路
に
お
い
て
は
利
用
交
通
量

道
路
公
社

道
路
公
社

道
路
公
社

道
路
公
社
に ににに
対 対対対
す すすす
善
に
努
め
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
特
の
減
少
は
あ
る
も
の
の
、
経
費
の
節
減
等
に
よ

る るるる
債
務
保
証

債
務
保
証

債
務
保
証

債
務
保
証

に
北
九
州
高
速
道
路
に
つ
い
て
は
、
利
用
り
借
入
金
に
つ
い
て
計
画
ど
お
り
償
還
し
て
い

(旧
土
木
部
高
速
料
金
収
入
、
利
用
台
数
共
に
漸
減
の
傾
向
る
。

道
路
対
策
室
〔
県
を
示
す
な
ど
の
不
安
要
因
が
あ
り
、
さ
ら

ま
た
、
福
岡
高
速
道
路
に
つ
い
て
は
、
利
用

土
整
備
部
高
速
道
に
は
1
5
0
億
円
の
経
営
改
善
資
金
貸
付
交
通
量
は
ほ
ぼ
計
画
ど
お
り
で
あ
り
、
借
入
金

路
対
策
室
〕
)

金
も
あ
る
こ
と
か
ら
、
県
に
お
い
て
は
、
に
つ
い
て
は
北
九
州
高
速
同
様
、
計
画
ど
お
り

債
務
保
証
に
基
づ
く
弁
済
の
実
行
が
生
じ
償
還
し
て
い
る
。

な
い
よ
う
、
同
公
社
の
経
営
指
導
に
つ
い

県
と
し
て
は
、
今
後
と
も
、
更
な
る
経
費
の

て
特
段
の
配
慮
が
望
ま
れ
る
。

節
減
や
利
用
促
進
を
公
社
に
求
め
、
将
来
債
務

保
証
に
基
づ
く
弁
済
が
生
じ
な
い
よ
う
、
厳
し

く
指
導
・
監
督
し
て
い
く
。

道
路
公
社

道
路
公
社

道
路
公
社

道
路
公
社
に ににに
対 対対対
す すすす

冷
水
道
路
に
係
る
借
入
金
の
償
還
に
つ

冷
水
道
路
に
お
い
て
は
、
新
た
な
償
還
計
画

る るるる
債
務
保
証

債
務
保
証

債
務
保
証

債
務
保
証

い
て
は
、
新
た
な
償
還
計
画
に
従
い
確
実
を
確
実
に
達
成
し
て
い
く
こ
と
を
注
視
し
て
い

(旧
土
木
部
高
速
な
実
行
が
望
ま
れ
る
と
と
も
に
、
二
丈
浜
く
と
と
も
に
、
採
算
性
の
確
保
に
つ
い
て
公
社

道
路
対
策
室
〔

玉
道
路
及
び
福
岡
前
原
道
路
に
つ
い
て
を
指
導
・
監
督
し
て
い
く
。

県
土
整
備
部
高
速
も
、
償
還
計
画
の
目
標
を
下
回
る
な
ど
の

ま
た
、
二
丈
浜
玉
道
路
、
福
岡
前
原
道
路
に

道
路
対
策
室
〕
)
不
安
要
因
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
県
に
お
い
つ
い
て
も
、
更
な
る
コ
ス
ト
縮
減
と
利
用
促
進

て
は
、
債
務
保
証
に
基
づ
く
弁
済
の
実
行
を
公
社
に
求
め
、
将
来
債
務
保
証
に
基
づ
く
弁

が
生
じ
な
い
よ
う
、
同
公
社
の
経
営
指
導
済
が
生
じ
る
こ
と
の
な
い
よ
う
に
、
厳
し
く
指

に
つ
い
て
特
段
の
配
慮
が
望
ま
れ
る
。

導
・
監
督
し
て
い
く
。
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２
０
教
財
第
２
９
０
号

平
成
２
０
年
７
月
２
０
日

福
岡
県
監
査
委
員

工
藤

壽
文

殿

同
進
谷

庸
助

殿

同
伊
藤

龍
峰

殿

同
野
田

栄
市

殿

福
岡
県
教
育
委
員
会
教
育
長

（
財

務
課

）

監
査
の
結
果
に
係
る
措
置
に
つ
い
て
（
通
知
）

平
成
２
０
年
３
月
２
７
日
１
９
監
総
第
１
０
０
０
号
の
監
査
結
果
の
報
告
に
基
づ
き
、
別
紙
の

と
お
り
講
じ
た
措
置
に
つ
い
て
通
知
し
ま
す
。
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貸
付
金
等
名
称

監
査
の
結
果

講
じ
た
措
置
の
内
容

(監
査
対
象
機
関
)

高
等
学
校
定
時
①
中
途
退
学
等
に
よ
り
償
還
義
務
が
確
①
滞
納
債
権
の
回
収
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま

制
課
程
及
び
通

定
し
た
債
務
者
に
対
し
て
は
、
訪
問
等

で
も
文
書
や
電
話
に
よ
る
督
促
、
債
務
者
が

信
制
課
程
修
学

に
よ
り
接
触
を
図
り
滞
納
債
権
と
な
ら

通
っ
て
い
た
学
校
の
職
員
に
よ
る
訪
問
等
を

奨
励
金

な
い
よ
う
な
措
置
を
講
ず
べ
き
で
あ
る
。

不
定
期
で
行
っ
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、

（
高
校
教
育
課
）

ま
た
、
滞
納
債
権
と
な
っ
た
場
合
に
は

今
後
は
訪
問
の
回
数
を
増
や
す
等
、
督
促
の

速
や
か
に
債
務
者
と
の
面
談
な
ど
に
よ

強
化
を
図
っ
て
参
り
た
い
。

る
償
還
指
導
が
必
要
で
あ
る
。

②
期
限
の
利
益
の
喪
失
条
項
の
規
定
は
、
②
同
条
項
を
設
け
た
と
し
て
も
、
履
行
遅
滞

履
行
遅
滞
等
を
防
ぐ
意
味
に
お
い
て
重

が
直
ち
に
予
防
で
き
る
か
は
定
か
で
は
な
い

要
な
要
因
と
な
る
こ
と
か
ら
、
契
約
条

と
思
わ
れ
る
が
、
他
県
の
状
況
も
調
査
し
、

項
と
し
て
設
け
る
こ
と
が
望
ま
れ
る
。

同
条
項
を
設
け
る
こ
と
に
つ
い
て
検
討
し
て

参
り
た
い
。

③
債
権
管
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
は
、
自
治
法
③
債
権
管
理
に
つ
い
て
は
、
簡
易
な
事
務
手

等
で
規
定
さ
れ
た
債
権
管
理
の
原
則
の

引
き
を
作
成
し
、
自
治
法
等
の
規
定
に
則
っ

具
体
的
判
断
基
準
を
示
す
も
の
と
な
る

て
行
っ
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
今
後
は

こ
と
か
ら
、
督
促
及
び
債
務
者
等
の
状

債
権
管
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
作
成
す
る
。

況
把
握
の
方
法
、
さ
ら
に
は
、
法
的
措

置
に
よ
る
回
収
手
続
き
へ
の
移
行
基
準

や
そ
の
具
体
的
手
続
等
の
段
階
ま
で
含

め
て
作
成
し
て
お
く
こ
と
が
望
ま
れ
る
。

④
債
務
免
除
の
要
件
と
し
て
、
3年
以
上
④
所
要
の
調
査
を
行
っ
た
う
え
で
時
効
期
間

の
所
在
不
明
が
加
え
ら
れ
て
い
る
が
、

が
経
過
し
て
い
る
債
権
に
限
定
し
て
適
用
す

そ
の
運
用
に
あ
た
っ
て
は
、
消
滅
時
効

る
等
の
基
準
を
債
権
管
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
に
記

の
期
間
や
自
治
法
施
行
令
第
17
1条
の
７

載
し
、
安
易
に
免
除
す
る
こ
と
は
避
け
る
よ

で
定
め
る
期
間
と
の
均
衡
の
観
点
か
ら

う
当
該
規
定
に
つ
い
て
適
用
し
て
参
り
た

も
、
期
間
経
過
を
理
由
に
安
易
に
債
務

い
。

免
除
す
る
こ
と
な
く
、
本
人
の
所
在
調

査
及
び
資
産
調
査
は
も
と
よ
り
、
保
証

人
へ
の
履
行
請
求
な
ど
債
権
管
理
を
適

正
に
行
い
、
回
収
努
力
を
継
続
さ
れ
る

よ
う
慎
重
な
取
扱
い
を
望
む
も
の
で
あ

る
。
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貸
付
金
等
名
称

監
査
の
結
果

講
じ
た
措
置
の
内
容

(監
査
対
象
機
関
)

教
育
文
化
奨
学
①
奨
学
財
団
が
債
務
免
除
を
行
え
ば
、
①
財
団
の
債
権
償
却
と
県
の
貸
付
金
債
権
額

財
団
奨
学
金
貸

実
質
的
に
、
県
の
債
権
額
が
減
少
す
る

と
の
整
合
を
図
る
手
だ
て
に
つ
い
て
は
、
関

付
金

こ
と
と
な
る
こ
と
か
ら
、
県
は
、
財
団

係
課
と
協
議
を
行
い
検
討
し
て
参
り
た
い
。

（
高
校
教
育
課
）

が
行
う
免
除
及
び
著
し
く
回
収
困
難
な

債
権
の
償
却
に
つ
い
て
、
県
の
貸
付
金

債
権
額
と
の
整
合
を
図
る
よ
う
検
討
す

べ
き
で
あ
る
。

②
当
分
の
間
は
貸
付
総
額
が
増
加
し
て
②
貸
付
資
金
の
将
来
負
担
額
に
つ
い
て
は
、

い
く
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、

試
算
を
行
っ
た
と
こ
ろ
で
あ
り
、
こ
れ
を
基

償
還
免
除
及
び
長
期
滞
納
等
の
著
し
く

に
し
て
資
金
計
画
の
作
成
に
つ
い
て
検
討
し

回
収
困
難
な
債
権
の
償
却
等
を
勘
案
し
、

て
参
り
た
い
。

長
期
的
な
貸
付
資
金
の
必
要
額
等
の
将

償
還
額
が
貸
付
額
を
上
回
る
時
期
に
つ
い

来
負
担
額
を
把
握
し
、
資
金
計
画
を
明

て
は
、
数
十
年
後
と
見
込
ん
で
お
り
、
関
係

ら
か
に
し
て
お
く
必
要
が
あ
る
。
さ
ら

課
と
協
議
を
行
い
規
定
の
整
備
に
つ
い
て
検

に
、
奨
学
財
団
へ
の
償
還
額
が
奨
学
生

討
し
て
参
り
た
い
。

へ
の
貸
付
額
を
上
回
っ
た
場
合
の
余
剰

金
の
取
扱
い
等
に
つ
い
て
、
県
へ
の
償

還
等
の
規
定
を
設
け
て
お
く
こ
と
が
必

要
で
あ
る
。

地
域
改
善
対
策
①
滞
納
債
権
に
つ
い
て
は
、
返
還
制
度
①
滞
納
債
権
回
収
の
方
策
と
し
て
、
現
在
、

奨
学
資
金
貸
付

啓
発
月
間
を
設
け
、
電
話
に
よ
る
集
中

文
書
督
促
、
電
話
督
促
な
ど
と
奨
学
金
相
談

金
督
促
を
行
う
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
そ
の

員
に
よ
る
督
促
訪
問
を
組
み
合
わ
せ
て
効
果

(人
権
・
同
和

回
収
に
努
め
ら
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ

的
に
督
促
を
行
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

教
育
課
)

る
が
、
な
お
13
億
円
余
の
滞
納
債
権
が

今
後
と
も
引
き
続
き
、
更
な
る
債
権
回
収

あ
る
こ
と
か
ら
、
奨
学
金
相
談
員
の
活

に
向
け
て
努
力
し
て
い
く
。

用
等
に
よ
り
、
さ
ら
な
る
滞
納
債
権
の

回
収
が
望
ま
る
。

②
特
段
の
理
由
も
な
く
督
促
に
応
じ
な
②
債
権
管
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
は
、
十
分
に
実
態

い
場
合
等
の
た
め
、
債
権
管
理
マ
ニ
ュ

を
分
析
し
た
う
え
で
年
度
内
に
整
理
す
る
予

ア
ル
は
、
法
的
措
置
に
よ
る
回
収
手
続

定
で
あ
る
。

き
へ
の
移
行
基
準
や
そ
の
具
体
的
手
段

た
だ
し
、
法
的
措
置
に
つ
い
て
は
地
域
改

等
の
段
階
ま
で
含
め
て
整
備
し
て
お
く

善
対
策
事
業
と
し
て
奨
学
金
の
貸
付
を
行
っ

こ
と
が
望
ま
れ
る
。

て
い
た
も
の
で
あ
り
、
人
権
的
配
慮
の
観
点

か
ら
慎
重
な
対
応
が
求
め
ら
れ
る
た
め
、
今

後
十
分
に
検
討
を
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。
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福岡県公安委員会告示第342号

福岡県行政手続条例 (平成８年福岡県条例第１号) 第37条第１項の規定に基づき､ 福

岡県道路交通法施行細則の一部を改正する規則案について､ 次のとおり意見を募集する

｡

平成20年10月24日

福岡県公安委員会

１ 意見募集期間

平成20年10月15日から同年11月13日まで

２ 概要､ 受付方法等

関連資料については､ 福岡県警察ホームページ (http://www.police.pref.fukuoka.jp/)

に掲載するほか､ 福岡県警察本部交通部交通企画課に備え置く｡
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